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豊か インクルーシブ 強靭 持続可能

ADBの新戦略
アジア・太平洋地域は過去50年間、貧困削減と経済成長で飛躍的な進歩を遂げましたが、開発課題がすべて解決したわけではありません。
ADBが地域の変化するニーズに対応し、極度の貧困を撲滅する上での取り組み継続の方向性を定めたものが「ストラテジー2030」です。

アジア・太平洋地域のビジョン

更に次の業務分野に注力します

今なお残る貧困への
対応と不平等の是正

ジェンダーの
平等の推進

気候変動への対応、
気候・災害への耐性
の強化、環境の持続
可能性の向上

より暮らしやすい
都市づくり

地域協力・統合の
推進

農村開発と食料
安全保障の促進

ガバナンスと
組織・制度面での
能力強化

ビジョン実現のための取り組み

民間セクター業務の拡大

開発財源の触媒機能と
資金の呼び込み

ナレッジ・サービスの強化

ストラテジー2030

ナレッジ パートナーシップ投融資
革新的技術の
利用促進

総合的な
ソリューションの

提供

各国の状況に即した
アプローチの活用

小島嶼
開発途上国

低所得国・
低中所得国

高位中所得国脆弱もしくは紛
争の影響を受
けている国

状況に応じた異なるアプローチにより、クライアントの多様なニーズに対応、そのためにADBが提供するのは、 ADBの三つの中核的原則とは、
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ア ジ ア 開 発 銀
行（ADB） で は
今般、年次報告
2018 年 版 作 成
にあたり、急激に
変化するアジア・
太平洋地域を取
り巻く広範な背景
と、 地 域の進 化
する開発ニーズへ
の対応に注目しま
した。

アジア・太平洋地域は過去 50 年間、貧困削減
と経済成長において飛躍的進歩を遂げました。
今日、世界経済の軸足はこの地域にシフトしつ
つあり、開発途上加盟国（DMC）の大半が、
既に中所得国に移行済み、もしくは移行しつつ
あります。一方で未完の開発課題として、貧困
や脆弱性、格差拡大、気候変動、環境への負
荷の高まり、インフラの大幅な不足など、対応
すべき問題が残っています。技術の進歩、都市
化、人口構成の変化といった傾向が顕著となる
につれ、プラスの影響だけでなく問題点も明ら
かになっています。
アジア・太平洋地域が発展と変貌を遂げるな
か、ADB も同様でなくてはなりません。総裁と
して開発途上加盟国を訪問し、各国の指導者や
閣僚と話しをすると、ADB への期待が高く、要
望がかつてないほど高度になっていることが分
かります。これが、広範な協議プロセスを経て、
2018 年 7 月に新たな長期組織戦略となる「ス
トラテジー 2030」を採択した理由です。
同戦略は ADB が、極度の貧困を撲滅する取り
組みを続けながら、豊かでインクルーシブ、強
靭で持続可能なアジア・太平洋地域を実現する
上で道筋を示すものです。こうした野心的な目
標は、持続可能な開発目標や気候変動に関する
パリ協定などの国際的な開発目標とも足並みを
そろえています。

「ストラテジー 2030」では、開発途上加盟国
が直面する諸課題はそれぞれ異なること、また
ADB が各加盟国を支援するには各国の状況に
応じたアプローチを追求する必要があることが意
識されています。各国に対する ADB の業務の
重点分野を定義する上で主なプラットフォームと
なるのが「国別支援戦略」（CPS）です。ADB

は革新的技術を取り入れることで支援の強化を図り
ます。組織内のあらゆる専門知識を広く動員して組
み合わせることで、総合的なソリューションを目指し
ます。その解決法については、公共セクター業務と
民間セクター業務とを適切に組み合わせた形で提案
します。

「ストラテジー 2030」により、開発途上加盟国のニー
ズに応えるためのロードマップが明確になり、次の
10 年間の業務の指針が定まりました。気候や災害
への耐性を強化し、ジェンダーの平等に取り組み、
長期民間資金の呼び込みにつながる業務を大幅に
増やすため、組織全体の目標も明確にしました。
現在、ADB の焦点は戦略の実施に移っています。
本年次報告は、ADB の業務と組織のあらゆる面に
おける戦略的移行の進捗状況を紹介しています。
ADB の支援へのニーズは 2018 年も拡大しました。
年間の融資とグラントのコミットメント額は 215 億
8,000 万ドルに達し、目標額だった 197 億 1,000
万ドル、および2017年の総額である196億9,000
万ドルを上回りました。このうち、2018 年の民間
セクターのコミットメント額は前年比 37% 増の約
31 億 4,000 万ドルとなり、過去最高を記録しまし
た。民間セクター業務ではまた、71 億 7,000 万ド
ルの協調融資を確保しました。これに、公的・民間
協調融資と技術協力を加えると、昨年の ADB のコ
ミットメント総額は 358 億 2,000 万ドルで、前年
比 13% 増となりました。2018 年は融資実行額も
向上し、前年比 24% 増となる 141 億 9,000 万ド
ルに至りました。
ADB は、引き続き気候変動への対応にも取り組み
ました。2015 年当時、気候変動に対する融資額
を 2020 年までに年間 60 億ドルに倍増するという
目標を設定しましたが、2018 年に 36 億ドル分の
融資を承認しました。新しい業績指標であるコミッ
トメント額では 45 億ドルに達しました。また、太平
洋地域の開発途上加盟国の災害に対する強靭性向
上を支援するために、革新的な融資を増やしていま
す。
また、ジェンダーの問題に焦点を当てたプロジェク
トの設計でも大きな進展がみられました。2018 年
に新たにコミットしたプロジェクト（3 年間の移動平
均）のうち 47% に、女性や少女の生活を直接的に
改善する要素が含まれています。
ADB は 2018 年も引き続き、ナレッジ・サービ
スの提供者としての重要な業務に取り組みました。

「ストラテジー
2030」策 定
を通じ、開発
途上加盟国の
ニーズに応え
るためのロー
ドマップが明
確になり、次
の 10 年間の
業務の指針が
定まりました。

総裁メッセージ
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総裁メッセージ

左から：【 副 総 裁 】Stephen P. Groff、Bambang Susantono、Diwakar Gupta、Deborah Stokes、Ingrid van Wees、Shixin 
Chen （2018 年 12 月 12 日に Wencai Zhang の後任として就任）、【官房長】Eugenue Zhukov

経営陣

『 ア ジ ア 経 済 見 通し（Asian Development 
Outlook）』の特別テーマ「テクノロジーは雇用
にどのような影響を及ぼすのか」などの出版物、
およびアジア・クリーンエネルギー・フォーラム、
交通フォーラム、グローバル・インフラ・フォーラ
ムといったイベントは、開発途上加盟国のナレッ
ジ向上に資するものでした。こうしたイベントに、
アジア・太平洋地域や世界中から専門家の皆様
に関与いただくことで、後に ADB のプロジェクト
やプログラムに取り入れられることとなる画期的
なアイデアやイノベーションが寄せられました。
ADB の資金面では、17 の通貨で 230 億ドル超
を調達し、堅固な資金源の確保につながりました。
組織内においては、人材活用改革に取り組み続
けています。2018 年には過去最多となる職員
370 名を新規に採用しました。これには、過去最
高となるヤングプロフェッショナル 22 名の採用が
含まれています。業績評価と業務計画の連動を強
化し、管理職からのフィードバックの頻度を高めた
ことで、業績管理が強化されました。また、職員
のジェンダーバランス改善にも継続的に取り組み
ました。現在、国際職員に占める女性の割合は
36% で、2022 年末までに 40% とする目標の
達成に向けて、順調に推移しています。

「ストラテジー 2030」の根幹をなすのが「One（一
つの）ADB」アプローチで、これは個別のプロジェ
クトや投資に効果をもたらすよう、組織全体のナ
レッジと専門性を結集するというものです。また、
ナレッジと融資の活用のため、アジア・太平洋の
域内外でネットワークを広げ、連携強化を図りま
す。
このように、「ストラテジー 2030」に伴い、新た
な活力と情熱がもたらされたことで、今後の課題
と機会に立ち向かうアジア・太平洋の国々への
ADB の支援態勢が整ったと言えるでしょう。

マニラ（フィリピン）の ADB 本部で 2018 年 5 月に開かれた第 51 回年次総会におい
て開会挨拶をする中尾総裁。総裁は、アジア・太平洋地域の変容する課題に対応する
ため ADB はしっかりとコミットしていくと語った。

アジア開発銀行総裁・理事会議長
中尾 武彦
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前列左から：（理事）Tony McDonald、Kris Panday、 Anuar bin Ariffin、In-chang Song、Syurkani Ishak Kasim、Kshatrapati Shivaji、
（総裁・理事会議長）中尾武彦、Zhijun Cheng、栗原毅、Pierre-Emmanuel Beluche、 Shahid Mahmood、 Philip Rose。
後列左から：（理事代理）Scott Dawson、Leena Viljanen、Ram Saran Pudasaini、Bobur Khodjaev、Mario Di Maio、Mahbub Ahmed、
Jin Lu、田部真史、Enrique Galán、Paul Dominguez、Helmut Fischer、Jason Chung

理事会の役割は、ADB に戦略的な方向性を示し、
株主である加盟国の指針を確実に実施させること
である。
理事会は 2018 年、35 回の公式会合と 39 回
の非公式会合を開催し、143 の融資、グラント、
金融ファシリティ、出資、保証案件を承認したほか、
フィリピンおよびキルギスに対する新たな国別支
援戦略を承認した。

主な取り組み
2018 年に理事会は、ADB の新たな長期組織戦
略である「ストラテジー 2030」を承認した。同
戦略では、ADB が進化する開発ニーズに対応す
る道筋が示されている。「ストラテジー 2030」の
下で、ADB は、極度の貧困を撲滅、および豊か
でインクルーシブ、強靭で持続可能なアジア・太
平洋地域をめざして、ビジョン拡大の取り組みを
続けていく。 
理事会は、ADB のデジタル変革に向けたビジョ
ンおよびロードマップを定める「デジタル・アジェ
ンダ」（Digital Agenda）を承認した。同アジェ

ンダを通じて、ADB は、実効性と対応力向上に
向け、最新で安全な技術システムおよびデジタル
プロセスを利用していく。
ADB は、透明性向上の継続的な取り組み、お
よび明確かつ速やかで、適切な情報開示を支える

「情報公開ポリシー」（Access to Information 
Policy）改訂版を承認した。
7 月に理事会は、アジア・太平洋地域のニーズに
基づいて金融商品の範囲を見直すために、新た
な商品および方法を承認した。新たなラインアッ
プには、プロジェクト準備融資（技術協力融資の
改良版）、少額融資ファシリティ、政策支援型融
資および官民連携に対するスタンドバイ融資ファ
シリティが含まれる。

理事会委員会 
各理事会メンバーは、ADB の業務やガバナンス
に関する様々な側面を監視するために設置された
委員会でも活動している。

理事会
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理事会

監査委員会は、ADB の「互いに尊重し合う職場
推進室」の著しい進展を検証した。また、事業
継続および組織の対応力に関する内部計画につ
いて協議し、年次財務諸表、年次内部監査実施
計画、汚職防止・公正管理部の業務を検証した。
さらには、次の外部監査法人の選択を監督した。
予算委員会は、2019 ～ 2021 年の業務計画の
準備、2018 年の中間進捗および予算執行状況、
ならびに 2019 年度予算について協議した。
コンプライアンス審査委員会は、ADB のアカウン
タビリティ・メカニズムに基づき提起された苦情に
対する措置を検討し、非常勤のコンプライアンス
審査パネルメンバーの採用を支援した。
開発効果委員会は、2019 ～ 2021 年の独立評
価局（IED）の業務計画を検証し、IED の先駆的
な外部検証を監督した。同委員会は、ADB の政
策支援型融資、国有企業・中小企業向け支援、
およびその他の分野の業務支援に対する IED の
主な評価を検証した。
人事委員会は、業績管理、異動、採用および人
員配置に関する重要な改革の実施を監督した。ま
た、職員の満足度、ジェンダーの平等、「ストラ
テジー 2030」を支える人材強化の取り組みを指
導した。

パートナーシップ
理事会では、各国の閣僚や政府高官、二国間・
多国間の開発パートナー代表者との意見や考えの
交換の機会を大切にしている。
3 月には、国連開発計画の前総裁でありニュー
ジーランド元首相であるヘレン・クラーク氏と会合
を持ち、持続可能な開発目標達成のための戦略
実施、大規模組織の運営、およびジェンダー平
等の取り組みについて協議した。
11 月には、シンガポールのターマン・シャンムガ
ラトナム副首相と非公式に、アジア・太平洋地域
の開発課題およびこれらの課題に対応する上での
ADB の役割について協議した。

また、アジア・太平洋地域の開発ニーズについて
現地の状況を探るため、理事会メンバーは少人数
のグループでいくつかの加盟国を訪れた。1 月に
は、スリランカとモルディブを訪問し、スリランカ
では大統領と首相、モルディブでは副首相および
その他のステークホルダーと会談した。一行はス
リランカで農業、教育、電力、交通関連プロジェ
クトを視察し、モルディブでは、ティラフシとクル
ハッドハフューシの中小企業プロジェクトを視察し
た。
6 月には、ウズベキスタンとアゼルバイジャンを
訪問し、アゼルバイジャンでは大統領、ウズベキ
スタンでは副首相および幅広いステークホルダー
と会談した。ウズベキスタンではサマルカンドお
よびブハラ地区の農村住宅および園芸バリュー
チェーン開発プロジェクト、アゼルバイジャンでは
ネフトチャラの道路および電力プロジェクトを視察
した。
10 月には、インドネシアおよびソロモン諸島を訪
問し、ソロモン諸島では首相、インドネシアでは
財務大臣、政府高官、開発パートナー、民間セ
クター・市民社会団体の代表者らと面会した。イ
ンドネシアでは、南スラウェシ州の風力発電プロ
ジェクトおよび西ジャワの技術教育（技能研修）・
職業訓練プロジェクトを視察した。ソロモン諸島
では、交通プロジェクトおよび水力発電プロジェ
クト予定地を視察した。10 月には、インドネシア
およびソロモン諸島を訪問し、ソロモン諸島では
首相、インドネシアでは財務大臣、政府高官、開
発パートナー、民間セクター・市民社会団体の代
表者らと面会した。インドネシアでは、南スラウェ
シ州の風力発電プロジェクトおよび西ジャワの技
術教育（技能研修）・職業訓練プロジェクトを視
察した。ソロモン諸島では、交通プロジェクトお
よび水力発電プロジェクト予定地を視察した。

ADB 理事会と経営陣の合同リトリートが 2018 年 9 月 6 ～ 7 日、フィ
リピンのタガイタイ市で開催された。主にアジア開発基金の今後、ナレッ
ジ支援活動、「ストラテジー 2030」の財務的影響、および理事会と経
営陣の機能的な関係について議論された。最新のテクノロジー・事業
プロセスを有する組織から招かれたゲストスピーカーが、情報技術－ビ
ジネスプロセス管理産業における雇用の将来像について説明した。

ADB 理事会と経営陣の合同リトリート

143
理 事 会 が 2018
年に承認した融
資、グラント、金
融ファシリティ、
出資および保証
案件数
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216億ドル
融資、グラントその他

2 億 4,100 万ドル
技術協力 * 
* 協調融資を除く

140億ドル
協調融資（信託基金を含む）

2018 年のコミットメント額

事業実績

2014～2018年におけるADBのコミットメント額a （単位：百万ドル）
項目 2014 2015 2016 2017 2018
A.融資、グラントなど

財源別
一般通常資本財源  11,037  13,059  10,967  17,230  16,286 

融資b  10,737  12,894  10,703  16,445  16,012 
出資  299  152  96  287  274 
保証 -  12  168  498 - 

譲許的財源  2,871  3,125  2,289  2,462  5,290 
譲許的通常資本財源の融資c  2,621  2,570  1,807  2,272  3,872 
アジア開発基金のグラントd  251  555  481  191  1,418 

一般通常資本財源および譲許的財源の計  13,908  16,184  13,255  19,692  21,576 

特別基金e  0  7  9  2  6 
グラント  0  7  9  2  6 

小計（A）  13,908  16,191  13,265  19,694  21,581 

業務別
ソブリン  12,019  14,559  11,514  17,408  18,446 

融資b  11,768  13,997  11,023  16,717  17,022 
保証 - - -  498 - 
グラントd  251  562  491  193  1,423 

ノンソブリン  1,889  1,632  1,750  2,287  3,136 
融資  1,590  1,467  1,486  2,000  2,862 
出資  299  152  96  287  274 
保証 -  12  168 - - 

小計（A）  13,908  16,191  13,265  19,694  21,581 

B.技術協力f

ソブリン  138  146  170  192  227 
ノンソブリン  8  4  11  9  14 
小計（B）  146  151  181  201  241 

C.協調融資（信託基金を含む）
ソブリンg  4,222  6,439  6,369  5,976  6,828 

ADBが管理する信託基金  190  187  397  86  216 
二国間  999  1,626  2,577  3,460  2,187 
多国間  2,757  4,330  3,310  2,120  3,304 
その他h  277  296  85  310  1,120 

ノンソブリンi  4,565  3,759  5,654  5,947  7,167 
小計（C）  8,787  10,198  12,022  11,922  13,995 

合計（A+B+C）  22,841  26,540  25,468  31,818  35,817 

－　＝ ゼロ、0＝50万ドル未満
注：小数点以下の処理により合計と一致しない場合がある。
a コミットメント額は、ADBの理事会または経営陣によって承認され、借り手や受益者、あるいは被投資会社とADBが合意署名した投

融資額。投融資契約上の金額であり、当該金額は署名時の為替レートにより承認額と異なる場合がある。ADBが管理しない協調融
資（公的、民間を問わない）について、その契約額が速やかに確認できない場合は、承認額が用いられている。 

b 2016年の調整済み金額には、2018年の融資に移管されたパキスタン向けプロジェクトの設計前渡金500万ドル分は含まれない。
c 旧アジア開発基金融資。ADBは、アジア開発基金の貸付業務の終了ならびに同基金がグラント業務のみを継続することを承認する

総務会の決議に従い、2017年1月1日付でアジア開発基金から融資およびその他の資産を通常資本財源に移管した。
d 2017年の調整済み金額には、署名権限を有する担当者または機関に関する相反する政令に対する決議を受けて、プロジェクト合意

が再署名されたアフガニスタン向けグラント3件のコミットメント総額4億500万ドルは含まれない。
e アジア太平洋災害対応基金や気候変動基金など、アジア開発基金以外の特別基金。
f 2018年の技術協力は計3億7,100万ドルで、技術協力特別基金およびその他の特別基金からの技術協力2億4,100万ドル、ならび

にパートナー協調融資（信託基金を含む）1億3,000万ドルで構成されている（付属資料1を参照）。
g 2017年の調整済み金額には、パキスタン向けグラント協調融資が7,500万から1億5,000万ドルになった増額分が含まれるが、署

名権限を有する担当者または機関に関する相反する政令に対する決議を受けてプロジェクト合意が再署名されたアフガニスタン向
けグラント2件のコミットメント総額7,500万ドルは含まれない。

h 「その他」には、財団や企業の社会的責任（CSR）プログラムを通じた民間セクター協調融資のほか、各国の開発銀行など公的協調
融資に該当しないすべての公的財源が含まれる。

i ノンソブリンの協調融資には、貿易金融プログラム協調融資、Bローン、パラレル・ローンなどの民間協調融資が含まれる。Bローンと
は、単一の借入国またはグラント受益国のために様々な財源から資金をプールすること、あるいは関連リスクをその他の投資家に分
散するなどの調整手続きをともなう協調融資の取り決めである。

財務実績
（ハイライト）

通常資本財源における
民間セクター業務比率

（金額およびプロジェクト件数）
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財務実績（ハイライト）

2%

2%

14%

21%

29%

32%

南アジア

東南アジア

中央・西アジア

東アジア

太平洋

複数地域

24%

23%

11%

11%

10%

9%

8%

3%

2%

<1%
情報通信技術

保健・医療

産業・貿易

教育

金融

水道・その他都市インフラサービス

公共部門管理

農業・自然資源・農村開発

交通・運輸

エネルギー

2014～2018年におけるセクター別の一般通常資本財源および 
譲許的財源のコミットメント額（単位：百万ドル）
セクター 2014 2015 2016 2017 2018
農業・自然資源・農村開発           557           916           975        1,525        2,344 
教育           617           905           619           710        1,629 
エネルギー        4,705        3,280        2,984        6,211        5,066 
金融        1,218        2,392        1,607        2,761        1,992 
保健・医療             50           330           226           211           515 
産業・貿易             71           412           552           357           607 
情報通信技術             50           169             25             70             59 
公共部門管理        1,180        2,084        1,755        1,250        2,258 
交通・運輸        3,859        3,996        2,855        5,025        4,914 
水道・その他都市インフラサービス        1,601        1,702        1,658        1,572        2,192 
合計      13,908      16,184      13,255      19,692      21,576 

2014～2018年における地域別の一般通常資本財源および 
譲許的財源のコミットメント額 （単位：百万ドル）
地域 2014 2015 2016 2017 2018
中央・西アジア  3,696  4,462  3,734  5,314  4,460 
東アジア  1,825  2,023  1,873  2,671  3,054 
太平洋  424  80  381  736  405 
南アジア  5,408  5,168  3,503  6,761  6,978 
東南アジア  2,356  4,409  3,683  4,039  6,275 
複数地域  198  43  81  171  403 
合計  13,908  16,184  13,255  19,692  21,576 

2018年の地域別コミットメント額
（通常資本財源および譲許的財源）

2018年のセクター別コミットメント額
（通常資本財源および譲許的財源）
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ポートフォリオ（2014～2018年） （単位：百万ドル）
項目 2014 2015 2016 2017 2018
A. 進行中のプロジェクトa

財源別
一般通常資本財源 49,131 55,485 57,970 65,330 72,979
譲許的財源

融資 12,497 12,949 13,685 14,336 16,161
グラント 4,434 4,667 4,601 4,249 5,256

業務別
ソブリン 58,531 65,217 67,008 74,074 81,982
ノンソブリン 7,530 7,884 9,249 10,842 12,414
合計 66,061 73,101 76,257 84,916 94,396

B. 実行額
財源別

一般通常資本財源
     融資  7,368  9,667  9,763  8,717  11,475 
     出資  184  123  79  242  143 
     債券  6  -    148  75  446 
譲許的財源

融資  2,203  2,048  2,027  1,926  1,645 
グラント  429  503  463  481  476 

その他の特別基金  9  7  9  2  2 
業務別

ソブリンb  8,970  10,781  10,746  10,072  12,234 
ノンソブリン  1,229  1,567  1,743  1,371  1,953 
合計  10,200  12,348  12,489  11,443  14,186 

－　＝ ゼロ
注：小数点以下の処理により合計と一致しない場合がある。
a  ソブリンのポートフォリオには、融資、グラント、出資、およびコミットされたが契約上の実行期間が終了していない保証が含ま

れる。 
ノンソブリンのポートフォリオは貸付残高に加え、融資、出資、保証およびその他の証券の未実行残高を含む。

b アジア開発基金およびその他の特別基金が含まれる。

職員・予算概要

項目 2014 2015 2016 2017 2018
A. 職員

職員 a （人数）  2,990  3,098  3,085  3,127 3,374
国際職員および理事会職員  1,074  1,104  1,103  1,136 1,242
現地職員および事務職員  1,916  1,994  1,982  1,991 2,132

現地職員  729  763  762  790 876
事務職員  1,187  1,231  1,220  1,201 1,256

国際職員および理事会職員の配置a 
  （人数）

 1,074  1,104  1,103  1,136 1,242

現地事務所b  143  150  160  182  194 
本部  931  954  943  954  1,048 

国際職員および理事会職員の性別a

  （人数）
 1,074  1,104  1,103  1,136 1,242

男性  703  731  728  736 791
女性  371  373  375  400 451

B. 内部管理費予算（単位：千ドル）  598,388  617,701  635,624  646,988  672,264 
a  「職員」にはすべての国際職員、理事会職員（理事補など）、現地職員、および事務職員が含まれる。経営陣、理事、出向者は

人数に含まれない。  
b 本部からの派遣職員およびADBフィリピン担当事務所の職員が含まれる。

2014 10,009 

2015 12,225

2016 12,262

2017 11,126

2018 13,597

融資およびグラントの実行額
（2014～2018年） 

（単位：百万ドル）
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財務実績（ハイライト）
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ADBの地域局所属職員数に
対する現地事務所職員の比率

ADBの財源および財務データ（単位：百万ドル）
項目 2014 2015 2016 2017 2018
通常資本財源

貸借対照表（抜粋）
資産合計 115,660  117,697  125,854  182,381  191,860 
内訳

融資残高－業務  55,890  61,941  67,599  101,008  106,405 
流動化目的の投資  23,006  23,309  26,025  36,478  35,215 
出資－業務  862  862  814  1,185  1,280 
デリバティブ資産  33,092  29,538  29,143  40,761  45,500 

負債合計  98,722  100,251  108,640  132,112  140,876 
内訳

借入残高a  62,688  66,054b  74,476b  87,281b  90,423b 
デリバティブ債務  33,987  32,272  32,079  42,852  48,996 

資本合計c  16,938  17,446  17,214  50,269  50,984 
内訳

払込済資本  6,131  6,433  6,399  7,002  7,029 
準備金d  10,807  11,013  10,815  43,267e  43,955 

損益計算書のデータ
総収入  973  1,029  1,532  2,625  3,741 
費用合計  (681)  (768)  (1,163)  (1,869)  (2,883)
内訳

借入および関連費用  (317)  (374)  (751)  (1,247)  (2,159)
管理費  (352)  (383)  (390)  (578)  (591)

実現純利益  288  56  158  9  22 
未実現純利益（損失）  (193)  239  (520)  9  (130)
純利益  387  556  7  774f  750 

業務利益g  571  343  521  725  889 

年間借入h  14,249  18,948  20,602  28,593  23,538 
内訳

テーマ型債券  284  687  1,300  1,662  1,822 
現地通貨建て資金調達i  301  245  617  744  535 

資本融資比率 (%)  30.33  27.80  25.92  49.96  47.48 

配分可能純利益  564  368  488  690 841j

通常準備金への配分  384  208  124  351  499 
ADFへの配分  120  120  259  259  259 
その他の特別基金への配分  60  40  105  80  83 

アジア開発基金財源の可能な財源k  33,319  32,522  32,581  2,067e  1,956 

特別基金（ADF以外）の財源 – 未コミット残高
技術協力特別基金  221  147  41  400  304 
日本特別基金l  102  105  106  107  109 
ADB研究所  8  9  10  12  16 
地域協力・統合基金  8  8  6  14  10 
気候変動基金  10  11  8  20  18 
アジア太平洋災害対応基金  4  17  8  26  21 
金融セクター開発パートナーシップ特別基金  7  7  7  5  4 
 合計  361  304  186  584  482 

ADF＝アジア開発基金
a 未払いの利息と手数料を含む。
b 未償却のプレミアムおよび割引額を含む。
c 2018年12月31日現在の授権資本および応募済資本は1,479億6,500万ドル。
d 準備金には、通常準備金、特別準備金、貸倒引当金、剰余金、引当後の純利益、応募済資本に対する非譲渡・

無利息の要求払債権、保有通貨の価値を維持するための正味名目額、累積再評価調整金、その他損益総累
計額が含まれる。準備金には2017年1月1日の一時的なADFの資産の移管が含まれる。

e 2017年1月1日をもってADFからOCRに移管された融資およびその他の資産により、2017年のOCRの準
備金は増加し、ADF財源は減少した。

f  2017年の純利益は、ADFから通常準備金への資産移転による一時所得を配分した後の純利益である。
g 業務利益は、未実現損益、および持分法に基づく出資による未実現損益にかかるADBの比例分配を考慮する

前の法定純利益である。
h 短期借入を除く。
i 現地通貨建て資金調達には、債券、スワップ、買い戻し条件付（レポ）取引が含まれる。
j 2018年の純利益の配分は、2019年5月1日から5日のADB年次総会での理事会の承認による。
k 基金の合計残高、および応募済資本としての非譲渡、非利息の要求払債券が含まれる。
l 日本特別基金の財源には、アジア通貨危機支援ファシリティの未コミット残高および累積投資利益が含まれる。
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現在、アジア・太平洋地域は世界経済の強力
なエンジンの役割を果たしており、世界の経済
成長の 60% を占めている。同地域は 2008 ～
2009 年の世界金融危機以降、年率平均 6.8%
の経済成長を遂げてきた。安定した経済状況に
下支えされて開発が加速され、貧困の削減が促
進された。成長見通しは引き続き明るいものの、
いくつかの開発課題が残されている。
アジア・太平洋地域諸国は、急速な都市化、極
めて大きな人口構成の変化、環境負荷の高まり、
およびインフラの大幅な不足に直面している。
いくつかの国では所得の不平等が拡大し、社会
的格差が今なお残っている。一方、世界が急速
につながり、相互依存が強まっていることで、世
界的なショックが一段と速く伝わる可能性が高
まっている。
順調に経済成長を遂げているにもかかわらず、ア
ジア・太平洋地域では、2 億 6,400 万人が極度
の貧困状態（1 日 1.9ドル未満で生活）にある。
加えて 8 億 3,600 万人が貧困状態（1 日 1.9
～ 3.20ドルで生活）にあり、多くの人が景気後
退または外的ショックにより、極度の貧困に追い
やられるリスクにさらされている。
アジア・太平洋地域諸国が新たに登場したテクノ
ロジーをいかに活用するかは、開発課題に対応
する上で重要である。技術の進歩により、教育・
医療のプラットフォームが拡充され、再生可能エ
ネルギーの競争力が強化され、最新の通信手段
へのアクセスが広がる。これらの利点を活用しつ
つ、テクノロジーが社会に混乱をもたらす影響、
すなわち労働解雇、サイバー詐欺、データ流出
などを管理することが課題である。

戦略的焦点 
「ストラテジー 2030」の導入
あらゆるステークホルダーから幅広く意見を聴
取した後、ADB は 2018 年 7 月に今後 10 年
の新たな組織戦略である「ストラテジー 2030」
を採択した。現在、同戦略は、開発途上加盟

国（DMC）が貧困削減への取り組みを継続しつ
つ、豊かでインクルーシブ、強靭で持続可能なア
ジア・太平洋地域を実現することを支援する上で、
ADB の新たな指針となっている。

「ストラテジー 2030」では、世界および地域の
開発課題により効果的に対応する新たな業務上
の優先順位およびアプローチが示されている。
これらの戦略的方向性は、持続可能な開発目標

（SDGs）とそれに関連する開発資金アジェンダ、
気候変動に関するパリ協定、ならびにインフラ開
発に関する G20 アジェンダに沿ったものである。

「ストラテジー 2030」では、野心的な国際開発
アジェンダが現地の個別状況に見合うものでなけ
ればならないと認識されている。ADB は、開発
途上加盟国の進化するニーズへの対応方法を強
化し、適切な融資、ナレッジおよび連携を提供する。

「ストラテジー 2030」では、革新的技術の活用
と、ADB の幅広い専門知識を一体化させ、公共
部門と民間セクターの両業務を組み合わせた統合
的イニシアティブの必要性が強調されている。そ
して ADB の職員には、「ストラテジー 2030」を
実行する上で、本部と現地のすべての部局と事
務所の間でのシナジーを高め、「One（一つの）
ADB」として協力し合うことが期待される。
ADB はアジア・太平洋地域の最貧国・最脆弱国
への支援を優先する。脆弱で紛争の影響を受け
た国と小島嶼開発途上国、低所得国と低位中所
得国、高位中所得国といった異なる分類の国に
対し、ADB は差別化したアプローチを適用する。
こうした国々の国内においても、ADB は、開発
が遅れている地域や貧困や脆弱性の高い地域の
ニーズに対応していく。
ADB は、環境に優しく、持続可能で、強靭かつ
インクルーシブなインフラ投資を推進する。
また、ADB は、民間セクター業務を拡大し、資
金を拡大・動員し、ナレッジ提供者としての役割
を強化する取り組みを倍増させている。

「 ストラテジ ー
2030」では、世
界および地域の
開発課題により
効果的に対応す
るための新たな
業務上の優先課
題やアプローチ
が示されている。

ストラテジー2030
豊かでインクルーシブ、強靭で持続可能なアジア・太平洋地域の実現に向けて協力1
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バヌアツで ADB は、気候変動および災害対応の基準となる道路を再建している。「ストラテジー 2030」の下、特に脆弱な国
において、気候変動、災害リスク、および環境悪化への対応支援を強化している。

持続可能な開発目標への貢献
ADB は、加盟国の SDGs 実現を支援している。
SDGs の 17 の目標を達成するため、アジア・太
平洋地域の多くの国が国家戦略、アプローチ、
開発計画、および組織・制度改革策を策定して
いる。「ストラテジー 2030」で７項目ある業務上
の優先課題はそれぞれ、複数の SDGs の推進に
資するものである。
2016 年 1 月 以 降 ADB は、 プ ロジェクトと
SDGs の連携をモニターし続けており、国際開発
金融機関においてこのようなシステムを初めて確
立した。ADB のプロジェクトは 17 の目標全てに
貢献していることが分かっているが、とりわけ目
標 7（エネルギーをみんなに、そしてクリーンに）、
目標 8（働きがいも経済成長も）、目標 9（産業
と技術革新の基盤をつくろう）、および目標 13（気
候変動に具体的な政策を）との関連が強い。
また、ADB は、目標達成を加速するための技術
協力を行っている。これには、SDGs に対する
現地に合わせたアプローチを通じた、環境面の
SDGs の実践、目標と社会保障プログラムとの
関係強化などがある。国連アジア太平洋経済社
会委員会および国連開発プログラムと連携するこ
とで、地域の政策対話、ナレッジ育成、能力強
化を通じ地域における SDGs 達成支援が可能と
なる。

また、ADB の国別支援戦略と、各国の SDGs
達成に向けた取り組みを連携させ、貢献状況をモ
ニターする。

「ストラテジー 2030」の下での優先業
務
ADB は 2018 年、開発途上加盟国の開発ニー
ズに対応するために、約 358 億 2,000 万ドルに
およぶ融資、グラント、保証、出資、技術協力、
および協調融資にコミットした。
ADB は譲許的援助に 52 億 9,000 万ドルを、通
常資本財源からの資金に約 162 億 9,000 万ド
ルの資金を提供し、ノンソブリン業務支援は 31
億 4,000 万ドルであった。プロジェクト協調融資
は 138 億 7,000 万ドルに達した。また、技術協
力額は 3 億 7,100 万ドル相当となり、これには
協調融資 1 億 3,000 万ドルが含まれる。
アジア・太平洋地域では、国民一人当たりの所
得が比較的高い国であっても、根強い貧困への
対処と不平等の是正が依然として開発の重要優
先課題である。

「ストラテジー
2030」の目標
ジェンダーの平等
ADB がコミットす
る業務（3 年間の
移動平均、ソブリ
ンおよびノンソブ
リン業務を含む）
の 75% 以 上 が、
2030 年 ま で に
ジェンダーの平等
推進に貢献する。
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「ストラテジー 2030」では、機会格差の是正、
質の高い雇用の創出、保健・医療、教育、社会
保障を通じた人材開発、および社会的インクルー
ジョン（包摂性）の改善に向けた投資の役割の重
要性が強調されている。これらの投資は、収入お
よびその他の社会的制約に起因した貧困や不平
等の根本原因に対応する上で貢献する。
2018 年に ADB が支援を拡充したインドの職能
プロジェクトでは、スキル向上・再教育を目的と
した産業主導のコースで、3 万 5,000 人がトレー
ニングを受けることになる。スリランカの高等教
育プログラムは、市場で求められるスキルおよび
起業家精神を有する技術系の卒業生を輩出してい
る。バングラデシュの初等教育開発では、教室
で技術教材を使用するために、10 万人を上回る
教師が研修を受ける。
保健・医療の分野では、パプアニューギニアの保
健・医療サービスの提供の改善、保健・医療セク

ターの説明責任の強化、および地方の保健・医
療システム管理の強化を目的として融資にコミット
した。また、ADB は、ウズベキスタンの地方で
のプライマリー・ヘルスケア・サービスに対する融
資にコミットした。これにより、妊娠・出産関連
ケアの一環として、超音波診断が女性に提供され
る。
モンゴルでは、身体の不自由な人々の社会的・
経済的なインクルージョン推進を目的として、障
がい者向け融資に初めてコミットした。融資額は
2,500 万ドルで、貧困削減日本基金からの 200
万ドルのグラントにより協調融資され、身体の不
自由な子供たちへの早期医療・社会的介入サー
ビスの提供、障がい者の利用を目的としたインフ
ラ・公共施設の建設、就業機会の増加を目的と
した産業連携の構築、政策改革の支援に貢献す
る。

2018 年 12 月に、中国人民銀行、四川路橋建設
集団、シャミム・エンタープライズ社、および UDC 
Construction からなる企業コンソーシアムが、官民
連携（PPP）契約の下で、ダッカ・バイパスの改修を
目的として、バングラデシュ政府とのコンセッション契
約に署名した。

交渉にあたりADB は、バングラデシュの PPP 当局の
財務アドバイザーとして、通貨のインデックス化、最低
収益の保証、財務モデルの検証、入札プロセスおよび
交渉を支援するなど、主にビジネス面を中心にサポー
ト役を果たした。

同プロジェクトは、バングラデシュPPP 法の下で実施
される最初の官民連携道路案件である。N105 高速
道路に、4 車線の有料道路 48 ㎞と 2 車線の無料道
路が追加され、工業地帯や港湾、他の主要都市とつ
ながる高速道路との不可欠な接続が実現する。

PPP 当局の Syed Afsor H. Uddin 氏は、「本プロジェ
クトにより、バングラデシュの公的サービスの提供は新
たな時代を迎える。本国においてアクセスが管理され
る初の高速道路となる。この画期的な契約により、バ
ングラデシュ全土にわたる国有高速道路整備の道が開
かれるだろう」と述べている。

バイパス道路が 
バングラデシュ経済に貢献 

バングラデシュのダッカで、高速道路の混雑により交通が渋滞している様
子。ADB は、ダッカ・バイパス道路の改修を目的とした官民連携プロジェ
クトで財務アドバイザーを務めた。
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金融包摂（インクルージョン）を促進させるため、
ADB は、フィリピンにおける国内小売支払システ
ムおよび新たな国家識別システムの開発と、小規
模企業、農家および貧困家庭への普及を支援し
た。

「ストラテジー 2030」の下、ADB はジェンダー
の平等の推進に重点的に取り組む。ADB は、
2030 年までにジェンダーの平等推進に資する業
務の比率を 75% にすることを目標としており、初
めて民間セクター業務を含めたものとなっている。
ADB は、ジェンダーの平等に関する次の 5 分野
に重点的に取り組む。すなわち、女性の経済的
エンパワーメントの促進、人材開発におけるジェ
ンダー平等の追求、意思決定およびリーダーシッ
プにおけるジェンダー平等の強化、女性の時間的
困窮の軽減、経済的ショックなどの逆境に対する
女性の対応力の強化である。また、土地やその
他の経済的資産・資源へのアクセスにおける男女
格差是正、ジェンダーに基づく暴力への対応、ジェ
ンダー関連の社会的規範に対する挑戦、女性や
少女の妊娠・出産およびその他の保健・医療ニー
ズへの対応、情報通信技術（ICT）へのアクセス
における男女格差是正など SDG5（ジェンダーの
平等）の目標および指標に従う。
2018 年に、ADB は新たにコミットした業務を通
じて、女性や少女のエンパワーメントの支援を続
けた。スリランカでは、女性主導の中小企業を支
援する貸付プロジェクトに融資し、初めて融資を
受ける人や後進地域を対象に、起業や事業拡大
をめざす女性を支援している。女性起業家資金イ
ニシアティブからのグラントを通じ、女性 600 名
が資金調達が可能となり、女性 500 名以上に対
して実地またはオンラインでビジネス研修や指導
が提供される。
タジキスタンでは、国境を越えた回廊開発プロジェ
クトの一環として、ADB は、女性の経済的エン
パワーメントを支援し、マネジャー職にある女性
300 名にスキル研修を、女性起業家 140 名に無
償のシードマネーを提供した。また、3 万 5,000
人を対象にHIV/AIDSと性感染症の啓蒙を行なっ
た。

気候変動と災害により、アジア・太平洋地域に
おける開発の長期的な持続可能性が脅かされる。
これらの課題に対応しなければ、開発途上加盟国
の経済的成果は望めない。「ストラテジー 2030」
の下、ADB は、気候変動への対処、気候・災
害に対する耐性強化、環境的持続可能性の向上
に一層注力していく。
ADB の業務には、気候変動、災害リスクおよび
環境悪化への対応、温室効果ガス排出量削減、
気候・災害への耐性強化、環境的持続可能性の
向上、および水・食料・エネルギー安全保障の
相互連鎖重視への支援強化が含まれる。ADB は
新たに気候変動目標を設定し、コミットする業務
のうち気候変動の緩和と適応の支援が占める割
合を 2030 年までに 75% 以上とすることを目指
す。2019 年から 2030 年までの期間に、ADB
自らの財源から累積で 800 億ドルを気候関連に
融資する。
ADB は 2018 年、開発途上加盟国において、
国が定める気候変動対策を実行可能な投資計画
に落とし込めるよう支援するプラットフォームを策
定した。開発途上加盟国に能力構築および技術
支援を提供する技術協力パッケージが承認され、
開発途上加盟国はパリ協定のもとで実施される緩
和措置の実現可能性を開発・テストできるように
なる。
ADB は、2018 年にコミットした 4 件を含むプ
ロジェクト9 件に対し、緑の気候基金から 3 億
7,300 万ドルを成功裏に調達した。これら 4 件の
プロジェクトにより、カンボジアでは重要な農業イ
ンフラの気候耐性が強化され、ウランバートルで
は市の一部が低価格、低炭素、暮らしやすいエ
コ地区に変貌し、ナウルでは全機能型で気候耐
性の高い国際港湾施設が初めて建設され、タジ
キスタンでは異常気象を適時かつ正確に予測する
ことが可能となる。また、ADB は、自ら管理す
る二つの信託基金、すなわち「アジアインフラパー
トナーシップ信託基金」および「アジア民間セク
ターのためのカナダ気候基金 II」から 2,700 万ド
ル強を提供し、インドネシア初となる事業規模の
太陽光プロジェクトの実施を支援した。

開発途上国のエネルギー政策立案者は、遠隔地域に小型ハイブリッド型再
生可能エネルギー・システムを展開するために、コミュニティー、金融機関、
民間セクターのパートナー、および非政府組織と協力している。取り組みを
強化するため、ADBは、モルディブとスリランカの島のコミュニティーを対
象とするパイロット・プロジェクト3件、ネパールの遠隔山岳地のプロジェク
ト1件、バングラデシュの地方の学校のプロジェクト1件、およびパキスタン
の小村のプロジェクト1件を支援した。本出版物では、これらプロジェクトの
教訓を取り上げるとともに、小型ハイブリッド型再生可能エネルギー・シス
テムを展開する上での主な検討事項を紹介している。

インクルーシブな成長のための、安定した、適切で低価格なエネルギー

「ストラテジー
2030」の目標
気候変動
2030 年までに、
ADB は合意した
業務案件数の少
なくとも 75%（3
年 間 の 移 動 平
均、ソブリンお
よびノンソブリン
業務を含む）に
おいて、気候変
動の緩和と適応
を支援することを
目 指 す。2019
年から 2030 年
までの期間に累
積で 800 億ドル
を ADB 自 ら の
財源から気候関
連に融資する。
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ADB は 2018 年、水供給、都市管理、および
自然資源の保全・復元・持続可能な管理におけ
る気候耐性の向上に対する投資を支援した。中
国では、長江（揚子江）経済ベルト地帯のグリー
ン開発を支援する技術協力プロジェクトにより、
政策および経済的なインセンティブが高まり、官
民の仕組みが構築され、生態系が回復すること
が期待される。
ADB は 2018 年に、開発途上加盟国における災
害に対する資金準備の拡充を続けた。パラオで
は、災害対応プログラムを支援するため 1,500
万ドルの融資にコミットした。また、「アジア開発
基金災害対応ファシリティ」も、2 月の熱帯サイ
クロン「ジータ」を受け、トンガの電力網再構築
を支援した。
ADB は、複数の開発目標（環境的持続可能性、
都市の保健・医療、ジェンダーの平等、都市防
災など）に同時に対応するプロジェクトに対し、
統合されたアプローチを取ることで、より暮らし
やすい都市づくりを優先する。すべての住民、特
に高齢者と身体の不自由な人々に対する、インク
ルーシブな都市移動・アクセスの改善を支援する。
ADB は 2018 年、都市支援セクターのポートフォ
リオを拡張した。現在、統合都市計画、廃棄物
処理管理、洪水対策、都市交通、気候に対応し
たインフラ、都市排水システム、経済回廊、低炭
素技術を組み入れた電力管理、および都市ガバ
ナンスシステムの運用における ICT の利用を支援
している。「都市気候変動対策信託基金」も、バ
ングラデシュ、インドネシア、ミャンマー、パキス
タンおよびフィリピンにおける 10 都市の指定さ
れたコミュニティーで気候耐性に関するパイロット・
プロジェクトの開発に着手した。
モルディブに対し、ADB は、ゴミ収集・搬送・
廃棄の最新システムを構築するため、3,500 万ド
ルのグラントにコミットした。同プロジェクトによ
り、マレ首都圏の 35 の有人島における住民 21
万 6,000 人にとっての環境が改善されるだけで
はなく、地域の経済成長の支えとなる観光客の増
加につながるだろう。
ベトナムでは、洪水を中心とした気候変動の影響
に対して、ハザン、フエおよびビンイエンの各都
市における防災力の強化を支援するために、1 億
7,000 万ドルを投資した。同プロジェクトにより、
約 11 万 6,000 世帯が恩恵を受けることとなる。

「ストラテジー 2030」は、食料安全保障を実現し、
農村部の生活の質を向上する上で、農業機械化
における農村開発の役割を重視している。農村
開発と食料安全保障の促進において、ADB は農
業生産性の向上、市場へのアクセスおよび農業
バリューチェーンの改善、栄養豊富で安全かつ低
価格の食品へのアクセス拡大、農村の成長を促
す公共財の構築に重点的に取り組む。また、自
然資源管理、気候耐性技術・慣行、最新の卸売

市場・農業関連産業に対するインフラ、農村向け
融資、保健・医療および教育、農村と都市間の
接続、農業政策および規制改革を支援していく。
2018 年の ADB の投資先として、灌漑、組織・
能力開発、農産業、マーケティング、貿易、廃
棄物処理、水供給サービス、および洪水対策が
挙げられる。ノンソブリンの投資先は、農業生産
性の向上、農産業・マーケティング・取引の開発
が中心となっている。
ADB は東南アジア全域を対象に、環境に優しい
農業関連産業のバリューチェーンに投資しており、
カンボジアに対して融資 9,000 万ドル、ラオスへ
のグラント4,050 万ドル、ミャンマーに対して融
資 4,050 万ドルを提供した。これらのプロジェク
トにより、二酸化炭素排出量は 24 万トン削減さ
れ、農業灌漑用に土地 3 万ヘクタールが回復し、
農民 10 万人以上が気候変動対応型農業に関し
て研修を受けることとなる。同プロジェクトにより、
1 万 3,000 ヘクタールにわたり気候変動対応型
水管理を実施し、高品質の種子、肥料、その他
必要資材の購入および農園を機械化するサービ
スへのアクセスを目的として最大 300ドルまで使
えるデビットカードを零細農家 3 万 5,000 名に対
して配布し、改善された天候・市場・信用に関す
る情報システムに 5 万人の農家がアクセスできる
ようになる。

「ストラテジー 2030」の下でガバナンスと組織・
制度面での能力強化が優先される中、ADB は公
共管理改革と金融安定化を支援し続け、サービス
提供の改善およびガバナンス能力と水準の強化を
後押しする。SDGs と開発資金アジェンダに従っ
て、ADB は、各国における財源の確保・最適化、
公共支出管理の強化、民間セクター参加の推進、
経済および組織の対応力の強化、経済的なショッ
クへの対応をさらに支援する。
サービス提供水準の向上に関し、ADB は分権、
地方のガバナンスおよび国有企業の改革を優先
する。業務の質と業績を改善するために、開発途
上加盟国が国内のシステムと水準を強化し、説明
責任と透明性を高めることを支援する。また、優
れたガバナンス慣行を創造・維持するためのデジ
タル・テクノロジーの利用、および市民のエンゲー
ジメントを推進する。
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ADB は 2018 年、優れたガバナンスと組織力開
発を推進する公共部門管理プロジェクトを支援し
た。同プロジェクトは、経済面の管理、財政・公
的支出の管理、民間セクターの参加、ICT 開発、
環境面の管理、および災害管理における改革を
対象としている。
ADB は、フィジーの民間セクター主導の成長、
モンゴルの大気汚染改善、フィリピンにおける民
間セクターのインフラ参加を支援するために、政
策支援型融資を行った。
インドネシアでは、政府の公共支出システムを実
行し、中期支出計画策定の強化によって社会セク
ター・インフラ支出を改善するプログラムを支援
している。
ADB はフィリピンに対し、組織・政策環境づくり・
実現、インフラの改善、および金融サービスプロ
バイダーの強化による金融包摂の推進を支援する
ため、融資 3 億ドルを承認した。同プログラムに
より、中央政府、および地方銀行、零細・中小企業、
業界団体などの民間ステークホルダーの能力が
強化されることになる。
ADB は、アジア・太平洋全域の地域協力・統合
の推進のため、連結性に関連するインフラのギャッ
プの解消、開発途上加盟国内および開発途上加
盟国間の所得格差への対応、および貿易・投資
における開かれた地域主義の推進に重点的に取

り組む。ADB は、開発途上加盟国間の財務面で
の相互関係性の強化、金融ショックとその拡散へ
の耐性強化、気候変動への対応、および地域公
共財の創出推進に取り組んでいる。
ADB は 2018 年、主に域内協力プログラムの事
務局を引き受けることで、アジア・太平洋全域の
連結性、競争力、および地域の公共財を推進す
るプロジェクトに融資した。南アジア地域経済協
力（SASEC）プログラムを支援するため、ADB
は、ネパールの主要貿易回廊であり、また、カ
トマンズからインドを経由してバングラディシュの
ダッカ、更にチッタゴンに至る南アジア地域経済
協力回廊の一部でもある東西高速道のうち、カン
チャンプール～カマラ区間の補修・拡副工事に融
資した。ADB は、ネパール国内の送電能力を拡
大し、インドと電力を融通できるよう、ネパール
に追加融資を行った。また、中央アジア地域経済
協力（CAREC）プログラムの加盟国間での電力
取引を増加させるため、トルクメニスタンの国内
送電網を強化した。

アジアおよび世界向けに輸出するオートバイ用タイヤを検品するベトナムの工員。貿易統合の深化（緊密化）と域内サプライチェー
ンの改善が、地域協力・統合に対する ADB の支援の重点テーマである。

「ストラテジー
2030」の目標
民間セクター
ADB の民間セク
タ ー 業 務 は、
2024 年 ま で に
ADB の全業務の
3 分 の 1 に 達 す
る。
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ADBはベトナム北東部の道路網拡充に融資を行っ
た。これにより、各省の中心地を結ぶ接続性が向
上し、東海岸の港湾に至る道路の質が向上し、遠
隔農村部の市場に対するアクセスが改善し、中国
との主な越境ポイントでの交通が効率化されるこ
ととなる（急増する中越間の取引に対応）。また、
インターネット接続の改善、港湾施設の気候耐性
の強化、重要なワクチンの地域購入の推進を目的
として、太平洋地域に新たに投資した。
ADB は、地域協力を推進するために、研究、能
力育成、および主要イベントを通じて技術協力を
引き続き行った。ADB の支援によりベトナムで
開催されたメコン河流域圏（GMS）の第 6 回首
脳会議では、2018 ～ 2022 年ハノイ行動計画
が採択された。また、中央アジア地域経済協力

（CAREC）の「統合貿易アジェンダ 2030」策
定に協力し、世界貿易機構（WTO）の貿易円滑
化協定が域内で統一的に実施されるよう、フォー
ラムを開催した。

民間セクター業務の拡大
ADB は、2024 年までに民間セクター業務が全
業務の 3 分の 1 を占めることとなるよう拡大して
いくとの目標を設定した。ADB の民間セクター業
務は、アジア・太平洋地域の市場ギャップを解消し、
確かな開発成果を上げるダイナミックな民間セク
ターの実現に貢献する。ADB は、開発効果と民
間セクター業務の収益性という二つの使命を追求
する。 

「ストラテジー 2030」の下で民間セクター業務を
拡大する上で、ADB は、組織ガバナンス、社会・
環境セーフガードといった分野での付加価値の提
供、民間セクター融資を誘致できる融資可能なプ
ロジェクト組成の支援、セクター・地域の多様化、
金融包摂強化の支援、資本市場の拡充、および
プライベート・エクイティ・ファンドを利用した適用
範囲の拡大を目指す。

財源の触媒機能と資金の呼び込み

2018 年 ADB は、二国間あるいは多国間機関、
その他資金パートナーから 68 億 3,000 万ドルの
外部資金を調達した。これには、9 件のプロジェク
トに対する世界銀行からの 20 億ドル、5 件のプロ
ジェクトに対する緑の気候基金からの 1 億 3,390
万ドルが含まれる。
ADB は同年、韓国輸出入銀行との間で 6 億 5,000
万ドルの協調融資に関する覚書を更新し、また、
国際農業開発基金との間では連携強化期間を 6 年
延長する、協調融資の枠組み合意を更新した。また、
スペイン国際開発協力庁との間で、共同研究と分
析作業を通じたナレッジ共有推進を目的とする覚書
に初めて署名した。4 月には、中央および南アジ
アの指定された国における地域協力・統合の支援
を目的として、英国政府からの 2,960 万ドルの資
金提供により、「アジア域内貿易・接続基金」（Asia 
Regional Trade and Connectivity Fund） を
設立した。同信託基金は、貧困層を対象に、貿易・
投資の拡大による市場アクセスおよびサービスの
改善に重点的に取り組んでいる。2018 年に、同
基金は、輸送・貿易の円滑化を目的としたプロジェ
クト２件に対して 250 万ドルを承認した。

『アジア・太平洋地域主要指標（Key Indicators for Asia and the 
Pacific）』は毎年発行され、アジア・太平洋地域経済の開発課題に関し
て、最新の統計データと分析を提供している。同書は、政策立案者、開
発実務者、政府関係者、研究者、学生、および一般の人々まで幅広い
読者を対象としている。2018 年版（第 49 号）には、持続可能な開発
目標の進捗状況の評価、アジア・太平洋主要地域の最新の経済・財政・
社会・環境指標、およびグローバルなバリューチェーンの開発に関する情
報が含まれている。

2018年版『アジア・太平洋地域主要指標 
（Key Indicators 2018 for Asia and the Pacific）』

「ストラテジー
2030」の目標
協調融資
2019 年 以 降、
民間セクター業
務における長期
協調融資案件の
大幅増加を目指
す。2030 年 ま
でに、民間セク
ター業務におけ
る ADB か ら の
提供資金 1ドル
分に対し、長期
協調融資 2.5ド
ル分が確保され
ることを目指す。
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ストラテジー2030

ADB は 2018 年、民間セクター業務に対し長
短期協調融資 71 億 7,000 万ドルを確保した。
2018 年の長期ノンソブリン民間協調融資額は合
計 36 億ドルであった。これは、民間セクター業
務への ADB からの融資 1ドルに対し、官民資金
源からの長期協調融資が 1.2ドルであることを意
味する。

官民連携
ADB は、民間による投資やイノベーションを通じ
て、公共サービス・資産の効率的な提供を推進す
る。官民連携は、この分野において中心的役割を
担う。官民連携に対する融資と同様に、ADB は
開発途上加盟国の主要官庁の能力構築、組織の
枠組みの強化、プロジェクト組成活動の拡充を支
援する。
中央・西アジアおよび東南アジアにおいて ADB
は、民間セクター開発のプロジェクト組成に関し、
堅固な法および体制枠組みの構築と、専任組織
の設置を支援した。南アジアでは、プロジェクトファ

 インドのコルカタで生活する上で、洪水は変えようの
ない現実である。沿岸にばらついて居住する 1,400 万
強の住民は、世界で最も洪水の危機にさらされていると
考えられている。モンスーンによる大量の雨および頻繁
に発生する嵐により、土地が平坦で、排水が未整備で、
無防備ともいえる人々を抱えるこの都市に定期的に水が
流入している。こうした事象は気候変動に伴って頻発化
しており、人命と生活の双方に大きな打撃を与えている。

9 月、コルカタ市長がインド初となる都市レベルの洪水
予測および早期警戒システムを導入することを発表し、
市民にとって朗報となった。ADB の技術協力を受けた
同システムでは、市の内外に設置されたセンサー 400
台を通じ、浸水、気温、大気質およびその他の気候関
連データの予報とリアルタイムの情報が得られる。デー
タは分析され、モバイル機器のアラート、およびラジオ
やテレビでの公共広告を通じて住民に即時通知される。
同システムにより、洪水への意識と安全性がコミュニ
ティーレベルで改善されるだけではなく、経済への影響
も抑えられる。

同システムの導入は、統合された計画策定および段階
的投資を通じて災害への耐性力と都市サービスが改善
し、、より暮らしやすい都市づくりを目指す ADB とコル
カタ地方政府との 20 年来のパートナーシップの一環で
ある。

災害に強いコルカタに向けて

洪水警報システムは、災害前と災害時の被害を最小限に抑えるために、
コルカタの市関係者および住民が決然と行動できるよう支援する。

イナンスを強化するだけでなく、業務効率を高め
るため、民間セクターの参加を活用するソブリン
プロジェクトを支援している。
融資可能なプロジェクトのパイプラインを増やす
ために、ADB は 2018 年、新規トランザクション・
アドバイザリー 7 件を受託した。これに基づき、
総額およそ 46 億 2,000 万ドルのインフラプロ
ジェクトに対してアドバイスを行う一方、資本的
支出 12 億 3,000 万ドルとなるプロジェクトに対
するトランザクション・アドバイザリー 3 件の受
託を終了させた。
また、プロジェクトの組成を支援するために、オー
ストラリア・カナダ・日本が資金を提供する「ア
ジア・太平洋プロジェクト組成ファシリティ」（Asia 
Pacific Project Preparation Facility：AP3F）
などの信託基金を継続運営している。
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ADB は 2018 年、
ナレッジ・フォーラ
ムを初めて開催し、
ADB 職員 317 名を
含め、60 の機関か
ら 423 名 が 参 加し
た。スピーカー 100
名 以 上 とファシリ
テーター 30 名以上
が登壇した。同イベ
ントでは、開発にお
けるナレッジ共有の
現状や管理、ナレッ
ジ管理のグッドプラ
クティスと経験の共
有について話し合わ
れ、A ナレッジ提供
者としての ADB の
役割をいかに強化す
るかにつき、ナレッ
ジ・パートナーから
提案があった。また、
ADB の職員は開発
におけるナレッジの
蓄積や活用方法を学
んだ。

ストラテジー 2030 の下での
ナレッジ・サービスの強化

「ストラテジー 2030」の下、ADB は開発ナレッ
ジにおける先導的提供者および伝達者としての役
割を引き続き強化する。開発途上加盟国（DMC）
と緊密に連携して各国のニーズを特定し、最適な
ナレッジ成果物・サービスをもって対応する。
2018 年、ADB のナレッジ成果物・サービスによ
り、プロジェクト設計における最新テクノロジーの
革新と統合が進んだ。これらのプロジェクトには、
デジタルヘルス、教育のためのコミュニケーション・
テクノロジー、金融イノベーションと混乱を引き起
こす技術、発電・蓄電システムにおけるイノベー
ション、インフラの金融ギャップの解消、気候耐
性構築への投資が含まれる。
ADB の代表的出版物『アジア経済見通し（Asian 
Development Outlook）』2018 年 版 で は、
新たなテクノロジーが職場にもたらすメリットと懸
念について注目している。新しいテクノロジーは

生産性向上につながり、経済成長、給与の高い
職業、および貧困削減の土台ともなる。しかし、
一部の仕事が脅かされ、スキルが高くない労働者
に取って代わる可能性があるため、各国政府は
生涯教育を推進し、労働市場の柔軟性を維持す
る教育改革を追求しなければならない。政府はま
た、社会保障制度も強化しなければならない。そ
れにより、新しいテクノロジーが生まれても、人々
が恩恵を受けること、人々の権利を守ることが可
能となる。
ADB の研究業務は引き続き、新たなアイデアを
刺激し、政策論議を活性化させ、地域の視点か
らみた識見をもたらしている。9 月の『アジア経
済見通し』改訂版によれば、アジア途上国は域
外からの経済的逆風に持ちこたえており、域外の
需要が域内の主要経済を支え、多くの石油・ガス
輸出国にとって想定を上回る石油価格が見通しの
上昇要因となっている。さらに改訂版では、世界
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ADB は様々な
セクターとテー
マにまたがるナ
レッジ成果物・
サービスを更
に提供

情勢の変化がマクロ経済の安定維持に新たな
課題をもたらしている点を踏まえ、アジア・太
平洋地域の脆弱点とその管理をする可能な政
策オプションについて詳細に研究されている。
一方、出版物『アジア・太平洋地域主要指標
2018 年（Key Indicators 2018 for Asia 
and the Pacific）』の特別補足では、米作地域、
作付けおよび生産に関する統計の質・適時性を
改善する上でのリモートセンシングの役割を紹
介している。ラオス、タイおよびベトナムでの
研究・現地調査では、最新技術による農業デー
タの収集と管理慣行に投資することが、実証に
基づいた政策立案を支える上で必要と報告され
ている。
ADB は様々なセクターとテーマにまたがるナ
レッジの成果物・サービスを提供している。最
近の例ではインクルーシブ・ビジネス、スマー
トシティ、地域の産業化、高齢化社会、およ
び地域統合について出版物が発行された。法
令・政策改革プログラムを通じて、ADB は
開発途上加盟国の法制度改革と能力育成をサ
ポートし、その国家開発目標実現を支援した。
同プログラムは開発途上加盟国を対象に、法
規制を公正かつ整合性があり、倫理的で予測
可能な形で導入・運用できる規制・司法組織
が確立されるよう支援することを目的にしてい
る。ADB の柔軟な水平思考および問題解決
能力は、ADB のアジア・クリーンエネルギー・
フォーラム、交通フォーラム、アジア水フォーラ
ム、およびアジア・太平洋気候変動適応フォー
ラムなどの複数の優れたフォーラムで明らかに
されている。その他の事例として、気候変動と
環境的正義に関する作業、中小企業向け貸付
におけるリスク管理、執行機関・民間セクター
および市民社会団体に対する汚職防止の啓蒙、
内部監査および説明責任メカニズム仕、公共
部門の経理事務能力などがある。
ADB は引き続き、ナレッジパートナーシップの
合理化、および他機関との関与において適切
な手法の特定に取り組む。2018 年には、ナレッ
ジパートナーに参加してもらい、目指す成果物
を達成するため、共同作業プログラムを新たに
開発した。同年、ナレッジパートナーシップ合
意 3 件、および開発パートナーシップに関する
協力合意 7 件に署名した。これらのパートナー
シップは、都市開発のための空間情報ソリュー
ション、高等教育機関の能力育成における研究・
技能上のアドバイス、環境法の専門家の研修プ
ログラム、太陽光技術を促進する共同プラット

フォームなどの分野において専門家がナレッジ
を提供することで、ADB 内の専門知識を補完
するものである。
2018 年、ADB は行内のナレッジ支援に対す
るニーズに対応するため、広報局内にナレッジ・
サービス担当課を設置した。これにより、持
続的開発・気候変動局のナレッジ・アドバイザ
リー・サービスセンターを川上とし、各セクター・
テーマ別グループを川中とする、既存のナレッ
ジの取り組みが補完される。この部署設立は、
ADB が「One ADB」アプローチの下、部門
ごとのナレッジと専門知識を集結するよう「スト
ラテジー 2030」で強調されていることと合致
している。また、ナレッジ管理に関する職員の
能力も評価調査している。この内部調査の結果
に基づき、ナレッジ支援の強化方法が特定され
ることとなる。

ADBは2018年5月、テクノロジーの変化が労働市場に及ぼす影響に対するアジアからの
視点について、4話からなるポッドキャストシリーズをリリースした。ポッドキャストではADB
のエコノミストと専門家が、『アジア経済見通し』に掲載されているレポート「テクノロジー
は雇用にどのような影響を及ぼすのか」の内容に基づき、課題について議論を深めた。
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中央・西アジア地域の成長は 2018 年も引き続
き堅調であった。
石油価格の上昇を受けてアゼルバイジャン経済が
回復した一方で、カザフスタンの石油・天然ガス
生産は安定し、輸出と投資も同様であった。ウズ
ベキスタンでは製造、建設、エネルギーおよび鉱
業への投資を受けて、成長が加速した。タジキス
タンでは大型公共投資の継続、送金の増加、お
よびウズベキスタンとの関係改善による二国間貿
易の活発化を受けて、経済は拡大した。ジョージ
アは純輸出の伸びおよび投資増加を受けて、経
済は安定成長した。
その他の大半の域内国では 2018 年、経済は減
速したものの堅調な成長が続いた。
トルクメニスタンの経済成長は、おおむね公共投
資とガス輸出に牽引された。アルメニアでは産業
の減速および農業の落ち込みを受けて、経済成
長は鈍化した。キルギスは、送金が増えたにもか
かわらず、金の生産と製造の落ち込みにより成長
は減速した。アフガニスタンは干ばつ、および安
全保障の問題が長引き、経済成長は減速した。
パキスタンは国際収支の悪化の影響により2018
年度の経済成長は鈍化したが、2018 年 8 月に
発足した新政権が会計年度予算と経常赤字に対
応する政策の推進を開始し、経済成長を取り戻し
た。
中央・西アジアで進行中の国別プログラムを通じ
て、ADB は、開発途上加盟国における経済の一
段の多様化、インフラの障害の除去、域内の連
結性の推進、インクルーシブな成長の実現、ジェ
ンダーの平等の推進、および気候変動への対応
への支援を続けた。
ADB 理事会は 9 月、キルギスに対する新しい 5
か年の国別支援戦略を承認した。同戦略は、持
続可能な経済成長の推進、多様化の支援、より
大きな市場へのアクセスの恩恵を享受するための
地域協力の活用、および生活の質の改善を目的
としている。

戦略的重点
ADB は 2018 年、中央・西アジアにおいて、「ス
トラテジー 2030」で想定されていた優先課題を
踏まえて業務を推進した。
同地域のインフラ・ファイナンスの主導的な提
供者の一つとして、ADB のインフラ開発プロ
ジェクトの多くは、中央・西アジア地域経済協力

（CAREC）プログラムの下で、地域協力・統合
の推進を目的としている。
11 月にトルクメニスタンのアシガバードで開催さ
れた第 17 回 CAREC 閣僚会議において、中尾
武彦総裁は CAREC 参加国の地域プロジェクトの
新たな支援として 20 億ドルを提供することを発表
した。これは、CAREC 2030 戦略を支援するた
めに、2018 ～ 2022 年に ADB が提供する 50
億ドルの一部である。新たな支援は、地域内の
連結性の向上、電力輸出の推進、および貿易円
滑化を対象とする。
ADB は 2018 年、トルクメニスタンで初めてとな
るエネルギー・プロジェクトに対して 5 億ドルをコ
ミットした。同プロジェクトにより、国内送電網の
基盤が整備され、国内の消費者および近隣の電
力輸入国（アフガニスタンを含む）に対する電力
供給の信頼性が高まる。また、ウズベキスタンの
システムとの相互接続による、タジキスタンの電
力システムと中央・西アジア電力システムの再接
続に対する 3,500 万ドルのグラントにコミットし
た。これにより、タジキスタンは夏期の余剰電力
をウズベキスタンに輸出できるようになり、地域
のエネルギー資源をより効率的に使用できる。
ジョージアで ADB は、Khevi と Ubisa 間の東西
ハイウェイの 4 車線、12 ㎞の建設に対する 3 億
ドルの融資合意に署名した。この高速道路により
ジョージアの外国貿易貨物の約 60% が運搬され
ている。パキスタンのハイバル・パフトゥンハー州
では、州道 214 ㎞を改修し、パキスタンとアフ
ガニスタンの道路を保守するための地方政府の能
力強化を支援する。キルギスでは、CAREC 回廊
1 と 3 の間の南北回廊代替路の道路の 2 カ所の
改修の完成に対して 7,800 万ドルをコミットした。
同プロジェクトにより、接続と移動が改善し、経
済的に恵まれない地域と経済ハブがつながり、運
輸道路省の組織力が強化される。

数字で見る 
取り組み

コミットメント額
42億8,000万ドル

4,260万ドル
技術協力

協調融資
23億2,000万ドル

融資実行額
21億4,000万ドル

地域別概況 | 中央・西アジア
アフガニスタン、アルメニア、アゼルバイジャン、ジョージア、カザフスタン、キルギス、 
パキスタン、タジキスタン、トルクメニスタン、ウズベキスタン2
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ADB の投資は 2018 年、同地域全域のジェン
ダーの平等の推進に寄与した。
2018 年の ADB のプロジェクトの約 43% が中
央・西アジアに対してコミットしており（ジェンダー
関連の成果を含む）、2010 年にジェンダー主流
化の措置を導入して以降で最高水準となった。
ADB は、5 カ国（アゼルバイジャン、ジョージア、
カザフスタン、キルギス、ウズベキスタン）でジェ
ンダー・アセスメントを行い、その調査結果は各
国の政策対話に盛り込まれた。また、カザフスタ
ンの零細・中小企業プロジェクト、およびウズベ
キスタンの農村住宅プロジェクトで恩恵を受けた
女性たちの成功例を取り上げたジェンダー研究プ
ロジェクトも立ち上げた。
2018 年の ADB の投資により、気候変動への対
処、気候・災害に対する強靭性の構築、環境の
持続可能性の向上が支援された。

キルギスで ADB は、灌漑システムの最新化、農
業・土地管理の改善、災害リスク管理の強化、デー
タ収集・分析の強化を支援するため、3,860 万ド
ルをコミットした。同プロジェクトは、洪水、土砂
流および干ばつに対して脆弱な、南西部のフェル
ガナ盆地と北部のチュイ川流域の両地域を対象と
する。
タジキスタンで ADB は、同国経済にとって要で
あり、最も貧しく、最も気候変動に脆弱なコミュ
ニティーが含まれるピャンジ川流域の進行中の水
資源管理プロジェクトに対して 650 万ドルのグラ
ントを追加提供した。同投資には、水文気象学庁
の能力構築と組織開発が含まれる。

 中央・西アジアにおいて ADB は、農家、農産物生産者、お
よび農業関連企業が最新技術を導入することで園芸作物バリュー
チェーンにより効果的に参加するよう支援している。2018 年に、
農家および企業に対する融資へのアクセスを拡大するために、ア
フガニスタンへの 7,500 万ドルのグラント、およびウズベキスタ
ンへの 1 億 9,800 万ドルの追加融資を承認した。

アフガニスタンでは農業が全労働者の 3 分の 2 の雇用の受け皿
となっているほか、国内総生産（GDP）の 22% を占めており、
企業は最新の予冷室、貯蔵施設、加工機器・機械、品質管理の
公認研究所、組織培養研究所、および園芸作物加工所に対する
国際的なベストプラクティス導入の恩恵を受けている。認可され
た農家は、最新のグリーンハウス、植え付け材、貯蔵施設、加工・
乾燥・等級付け（選別用）機器、水源・配水システムに対する支
援を利用している。

ウズベキスタンでは、加工・貯蔵施設の改善、集約果樹園の設立・
改修による収穫後損失の削減、水・エネルギー効率の高い最新
式グリーンハウス、加工・貯蔵・冷蔵施設に対する追加融資によ
り、農家の生産性が向上している。ADB のこうした協力は、同
国の全雇用の 32% を占める農村部にとって大きな収益源である、
農業セクターの改善を支援する。ウズベキスタンでは、加工・貯
蔵施設の改善、集約果樹園の設立・改修による収穫後損失の削
減、水・エネルギー効率の高い最新式グリーンハウス、加工・貯蔵・
冷蔵施設に対する追加融資により、農家の生産性が向上している。
ADB のこうした協力は、同国の全雇用の 32% を占める農村部に
とって大きな収益源である、農業セクターの改善を支援する。

中央・西アジアにおける革新的テクノロジー

アフガニスタンでは、作物の生産か
ら貯蔵・出荷（包装・箱詰め）施
設に至る農業サプライチェーン（供
給網・物流網）の改善により、同
国経済にとって不可欠な農業セク
ターに付加価値がもたらされる。

20億ドル
ADB 総 裁 が 11
月 に 発 表 し た
CAREC 参加国の
プロジェクトに対
する追加支援額
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気候変動への対応による恩恵

 タジキスタンは気候変動に対して最も脆弱な国の一つであ
る。11 万 4,500 平方㎞の広さで、約 150 万人が住むピャン
ジ川流域のコミュニティーはすでに、川の氾濫、干ばつ、地滑
りなどの異常気象を経験しており、農産物やインフラが損害を
受け、最悪の場合には人命が奪われている。

Abdullo Dargaev さん は、 ピャンジ 川 流 域 の Namuna 
Jamoat 村に住んでおり、干ばつに伴う水不足が日常生活に
影響を及ぼしている。

「村の人は飲用、料理などの生活用水を運ぶために、村から 5
㎞も離れた場所まで毎日行かなければならない」と Abdullo
さんは語る。

ピャンジ川流域の 59 の村に及ぼされる、気候変動による悪影
響を緩和することを目的とした、戦略気候基金からの 2,160 万
ドルのグラントによる ADB のプロジェクトを通じて、Abdullo
さんの村の 4,000 を超える世帯に対し、2019 年 3 月、安全
な飲料水が初めて供給される予定である

タジキスタンのピャンジ川流域の干ばつに見舞われた村で水不足を心配する
Abdullo Dargaevさん。気候変動の影響に対するADBの支援により、2019年
には同村に安全な飲料水が安定供給される予定。

タジキスタンにおいて ADB は、ドゥシャンベの東
南に気候耐性型の水供給・衛生インフラの改修
と拡張、18 の測定区域の設置、および無収水
対策と効率的な水利用のためのスマート水道メー
ターを用いた新たな上水道網管理システムの導入
を目的として、4,100 万ドルのグラントにコミット
した。
2018 年に、ADB は、より暮らしやすい都市づ
くりを目的として、中央・西アジア全域で都市イ
ンフラ投資に対して 2 億 2,300 万ドルをコミット
した。
ADB は、キルギスのバリクチとカラコルにおける
既存の下水システムの改修・拡張、公衆衛生・
衛生に対する認知向上、水公共施設の持続可能
性の向上を目的として、同国に対して 3,700 万ド
ルを資金提供した。パキスタンでは、2018 年末
までにペシャワールの持続可能な高速バス交通回
廊の建設の約 70% が完了し、2019 年に開通
予定である。この革新的なプロジェクトには、都
市部を通るバス専用車線 26 ㎞が含まれており、
関連する道路網は計 80 ㎞を超える。
ADB の投資により地域全体の農村開発と食料安
全保障が促進される。
パキスタンでは、パンジャブ州ジャラルプールの
灌漑プロジェクトに対して 2 億 7,500 万ドルを資
金提供した。同プロジェクトにより200 ㎞の灌漑
用水路が新たに建設され、約 8 万ヘクタールに
及ぶ農地の生産性が向上し、住民 20 万名が恩
恵を受ける。
アフガニスタンとウズベキスタンでは、開発が遅
れている地域を対象に、農業生産性の向上、農
業用水管理の改善、農産物加工・包装（出荷・
箱詰め）施設の建設を通じた園芸作物バリュー
チェーンの構築を支援している（21 ページの囲
み記事参照）。両国の同プロジェクトにより、食
料安全保障が改善され、約 90 万人が直接雇用
され ､ 約 10 万 5,000 の農家世帯が恩恵を受け
ることが期待される。
ADB は 2018 年、中央・西アジアの開発途上加
盟国に対し、ガバナンスと組織・制度面での能力
強化を支援した。ウズベキスタンについては、国
有企業（SOE）の組織ガバナンスの改善を含め
て、マクロ経済管理の改善に対し 3 億ドルの政策
支援型融資を行った。アゼルバイジャンに対して
は、規則に基づいた財政計画策定・方針の確立、
SOE 改革の着手、および気候変動関連の融資・
投資へのアクセス向上に対し 2 億 5,000 万ドル、
アルメニアに対しては、金融・資本市場改革の支
援、財政リスク管理・公的債務管理の支援に対し
5,000 万ドルを支援した。
ADB はまた、官民連携投資の推進のために、パ
キスタンに対して 1 億ドルをコミットした。
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CAREC 加盟国の多くは、自然資源の輸出または石油輸出国からの送金
に依存しているため、外的な経済ショックに対して脆弱である。一時的
および恒久的なショックに対して適切なポリシーミックスを決定すること
は、依然課題である。5 月に、ADB、国際通貨基金（IMF）、および
世界銀行は、カザフスタンのアスタナでフォーラムを開催し、外的ショッ
クへの措置としての景気循環相殺政策実施から得られた教訓について議
論した。

CAREC加盟国における外的ショックへの対応

ジョージアの町メスティア（サメグレロ＝ゼモ・スヴァネティ地方）で商店を営む Lela Shervashidze さん。
山岳地区の道路修復に対する ADB の投資により、顧客は Lela さんの店まで容易に行くことができるようになった。

ナレッジ強化

ADB は 2018 年、中央・西アジアの加盟国に対
して幅広いナレッジ成果物を提供した。
ADB は、一連の道路安全のエンジニアリングマ
ニュアルを発行し、CAREC 参加国の道路保守・
安全プロジェクトの設計・実施ワークショップを開
催した。また、同地域に効果的な航空市場を創
設するための CAREC プログラムのスコーピング
調査を完了した。
ADB は、中央アジアとパキスタンの経済回廊、
およびカザフスタン、キルギス、パキスタンの経
済特区に対して重要な分析を行った。またパキス
タンに対しては、地区開発モニターや気候変動投

資モニターなどの分析ツールを開発した。
また、国別のナレッジ出版物も大きな成果をもた
らした。
パキスタンでは、ADB の保健・医療セクターが、
ハイバル・パフトゥンハー州で検証を行ったことで、
同州の保健・医療に関する全体計画の策定につ
ながった。
アフガニスタンでは、紛争の原因に対処するため、
ADB は脆弱で紛争の影響を受ける状況に対応す
る幅広いツールとガイドラインを策定した。ジョー
ジアでは、ADB の技術協力により、国家の優先
事項が都市行動・投資計画に統合され、文化・
遺産スポット巡りとエコツーリズム巡りのルートが
生まれた。

中央・西アジアにお
ける 2018 年 の 四
つの重点投資分野

40%

エネルギー

23%

交通・運輸

12%

公共セクター管理

農業・自然資源・農村開発

14%
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中国とモンゴルは 2018 年、外的状況が不安定
であったにもかかわらず、記録的といえる近年の
堅調な経済成長を維持した。中国の政策立案者
は特に年後半に、金融リスクへの対応と成長安定
化の課題に直面した。住宅市場の鈍化、ノンバン
ク融資の条件引き締め、対輸入比の輸出の伸び
の落ち込みを受けて、第 2 四半期以降経済が減
速した。これらの根本的懸念は、世界貿易を巡る
不透明感の増大により深刻化した。これに対応す
るために、中国のマクロ経済政策は 2018 年第
2 四半期に反転された。年前半のモメンタムが強
かったことも相まって、財政拡大と金融政策の緩
和により、GDP 成長率は 6.6% で推移した。
モンゴル経済は成長が 続き、GDP 成長率は
2017 年の 5.3% から 2018 年には 6.9% に上
昇した。主に、石炭輸出、鉱業セクターの大型
投資、および好調な内需が寄与した。また、健
全なマクロ経済政策も重要な役割を果たした。
中国は 2018 年に改革開放 40 周年を迎えた。
同国は、質の高い発展および高所得国への移行
実現に向けて改革路線を継続するとみられる。主
な目標として、金融リスクの回避、貧困削減、公
害対策が挙げられる。一方、モンゴルは国民の
29.6% がいまだ貧困状態にあり、インフラの未
整備、輸出の多様化の遅れ、不完全雇用、砂漠化、
および大気汚染が、前進の足かせとなっている。
中国において ADB のプログラムは、イノベーショ
ンと最新テクノロジーの推進、公害対策、気候
変動の緩和・適応、各種サービスへのアクセスの
更なる平等化、農村と都市の格差是正、地域の
連結性の向上に引き続き取り組んだ。2018 年に
モンゴルでは、ADB の業務により、インクルーシ
ブな成長の持続、経済・社会的安定の推進、経
済多様化のためのインフラ開発、環境の持続可
能性強化が支援された。

戦略的重点
東アジア全域で根強い貧困への対処と不平等を
是正するために、ADBは、インクルーシブな社会の
推進、あらゆる人に対する教育の改善、都市・農村
部の脆弱性の低減に重点的に取り組んだ。
ADB と中国は 2018 年、中国政府による農村活
性化戦略の実践に対し ADB が支援をコミットす
るとの覚書に署名した。同合意に基づいて、農村・
都市部の格差是正、農業の近代化、農家の生産
性向上、適切な職業訓練の特定、および農村部
の貧困者に対する就業支援が行われる。 
ADB は 1 月、中国の新疆ウイグル自治区の昌吉
回族自治州における基礎インフラおよび生活状況
の改善を目的として、1 億 5,000 万ドルをコミッ
トした。同プロジェクトにより、都市部の道路が
建設・修復され、公共の水道管、下水・暖房・
ガス用パイプが設置される。都市・農村部開発
に革新的アプローチを採用することで、インフラ
が物理的に提供されるのみならず、適切な技能
訓練の提供により1 万 3,800 人の農村移住者が
都市生活に移行するよう支援する。
ADB は、中国の高齢者向け福祉の改善を目的
として、介護施設の建設支援に協力している。
2018 年には、2022 年までに年間約 3,000 人
の高齢者が恩恵を受けると期待される、住居、コ
ミュニティー、高齢者在宅介護サービスの統合の
試験を目的として、湖北省宜昌市の民間セクター
との連携を支援するため、5,000 万ドルの成果
連動型融資にコミットした。同プロジェクトにより、
中国において社会サービスを提供するために、地
方政府が官民連携をどのように活用可能かが示
される。
ADB は 4 月、モンゴルの幼児教育、初等教育
および中等教育へのアクセスと質的改善の支援を
目的として、5,000 万ドルの融資にコミットした。
同プロジェクトは、学校と幼稚園の機能を拡大し、
１学級当たりの生徒数を減らし、カリキュラムと
関連評価システムを改革し、教師、学校管理者、
地方の教育管理担当者を訓練することを目的とし
ている。約 1 万 5,000 人が直接的に恩恵を受け、
新設・増築される 35 の学校や幼稚園が児童を受
け入れる。

地域別概況 | 東アジア
中国、モンゴル

数字で見る 
取り組み

コミットメント額
22億5,000万ドル

2,780万ドル
技術協力

協調融資
6億7,860万ドル

融資実行額
17億6,000万ドル
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ADB とモンゴルは、障害を持つ人々の基本サー
ビスと就業機会へのアクセスを容易にすることを
目的として、2,500 万ドルの融資に署名した。貧
困削減日本基金からの 200 万ドルのグラントに
よる協調融資を受けた同プロジェクトにより、障
害を持つ子供たちに対して早期医療と社会的介入
サービスが提供されるほか、障害を持つ人々を収
容するインフラと公的施設が整備され、就業機会
を高めるため産業と連携が強化される。
ADB は 2018 年、東アジアにおいて、気候変動
への対処、気候・災害に対する強靭性の構築、
環境の持続可能性の向上に向けた着実な基盤づ
くりに引き続き取り組んだ。
ADB は、中国最長の長江（揚子江）の流域を守
ることを目的として、1 億 5,000 万ドルの融資に
署名した。同融資は、洪水管理、きれいな水の
供給、龙溪河分水の環境保全支援を目的として
おり、ADB の長江経済ベルト地帯フレームワー
クの下での重要プロジェクトである。同フレーム
ワークにより、長江の上・中流の経済開発と環境

開発の二つの課題に対応するために、2018 ～
2020 年に約 20 億ドルが資金提供される。
北京・天津・河北地域の大気環境を改善する現
行の支援の下で、ADB は、排出量削減と汚染防
止を目的とした、先端技術を活用する地域施設設
立のため、4 億 9,600 万ドルをコミットした。こ
れらの技術には、水素を活用した交通・運輸、地
熱を利用した地域暖房、バイオガスや有機肥料の
生産、スマート・マイクログリッドが含まれる。同
施設は 2024 年以降、二酸化炭素排出量を年間
500 万トン削減すると期待される。
モンゴルでは、ADB は、先端的バッテリー貯蔵
およびエネルギー管理システムとともに、太陽光・
風力発電を使用する 41 メガワットのエネルギー・
システムの開発に対して、4,000 万ドルの融資に
コミットした。モンゴルで最初となる同プロジェク
トにより、高コストで汚染が深刻なエネルギー源
に依存している西部遠隔地の住民約 26 万人に対
し、クリーンな電力が安定的に供給される。

 東アジアにおいて ADB は、二酸化炭素排出量を削減し、
気候変動の影響を軽減するために、斬新なアプローチに取り
組んでいる。中国では、青島市の再生可能エネルギーによ
る地域冷暖房、内モンゴル自治区の風力による地域熱供給、
上海の排出量取引のスキーム、宜昌市と済南市のバス高速
輸送などのプロジェクトに融資した。モンゴルでは、ウランバー
トルのゲル地区を低価格・低炭素のエコ地区に転換するよう
支援することを目的として、民間セクターの投資を活用して
いる。

ADB は東アジア全域にわたり、気候変動対応型農業の実践、
水源管理の統合、および分水・河川流域の管理と保護の調
整強化を推進している。中国政府のハイレベルな助言機関で
ある「中国の環境と開発に関する国際協力委員会」と連携し、
生態環境補償とグリーン開発の機構改革に関する政策研究
に取り組んでいる。

技術協力を通じて ADB は、中国が、高価値の農業市場に
アクセスするために、モバイルインターネットやモノのインター
ネット、クラウド、ビッグデータなどのインターネットテクノロ
ジーを活用したプロジェクトの開発を支援している。また、モ
ンゴル政府による税務管理と公的投資管理の改善を支援す
るため、情報通信技術の強化に取り組んでいる。

ADB は、中国の農業関連企業
の高価値の食品市場へのアクセ
スを支援するため、革新的テク
ノロジーの活用を支援している。

500 万トン
北京・天津・河
北地域の汚染防
止のための新た
な施 設 の 下で、
2024 年以降毎
年削減される二
酸化炭素排出量

東アジアにおける革新的テクノロジー
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 Yan Zhigang（ 鄢 志 剛 ） さ ん は 中 国 河 北 省 の
Wangyuantun（汪源屯）村に住んでおり、以前は農家だっ
た。同村では最近まで、下水管理システムと衛生設備が
著しく後れていた。

「雨が降ると、下水が村まであふれ、いたるところで蚊や
蠅が大量発生していました」と、Zhigang さんは語る。
村に隣接し、かつて悪臭が漂っていた下水溝は、ADB の
支援により今は舗装道路に変わっている。
道路の新設は、北東部の遼寧省と北部の河北省における
急速な都市化、深刻な汚染問題、密集化、および進む貧
困化に対応する ADB の投資の一環である。
ADB は、道路の建設・整備、水供給・浄水・排水システ
ムの改善、都市・地域熱供給の設置を目的とし、水関連
融資パートナーシップ・ファシリティの下でのマルチドナー
信託基金から、遼寧省と河北省に対しそれぞれ 1 億ドル
の融資と 25 万ドルのグラントを提供した。
これらの投資の組み合わせにより、18 の小都市の住民
300 万人余りが恩恵を受けた。

都市化への道

中国の Wangyuantun（汪源屯）村で初めて清潔な水道水を使い、嬉しそう
に調理する住民。浄水は ADB による、同国の急速な都市化への取り組みの
一つ。

ADB の東アジア全域でのより暮らしやすい都市
づくりには、環境に優しく、インクルーシブで、
環境面で持続可能な都市生活を推進するプロジェ
クトが含まれる。
中国では、湖南省の湘江流域の 10 の郡および
郡レベルの都市の廃棄物処理に関連した環境面
およびインフラのニーズへの対応を目的として、
1 億 5,000 万ドルをコミットした。同プロジェクト
は、長江経済ベルト地帯フレームワークの一環で
ある。同プロジェクトにより、各自治体による低
水準の埋め立て地の閉鎖または改善、統合され
た地方廃棄物処理システムのテスト、地下に埋め
るタイプのごみ処理場（衛生埋立型ゴミ処理場）
の改善、汚染物質排出の削減が支援され、690
万人が直接恩恵を受ける。
モンゴルでは、ウランバートルの大気質の改善を
目的として 1 億 3,000 万ドルの政策支援型融資
にコミットした。同融資により、暖房・調理用石
炭がより効率的で清潔な加工石炭に替わること
で、同市で最も汚染されたゲル地区（天幕住居
地域）の排出削減が支援される。また、同プロジェ
クトにより、熱効率が低く汚染が激しい、石炭を
燃料とする、暖房のみのボイラーが分配暖房シス
テム（セントラルヒーティングシステム）に置き換
えられる。同プログラムにより、年間 13 万 3,800
トンの二酸化炭素排出量の削減とゲル地区住民
の健康改善が期待される。
ADB は、物理的連結性改善を推進し、中国とモ
ンゴルの輸出競争力を高めることで、地域協力・
統合を推進している。
ADB は 2018 年、中国のメコン河流域圏（GMS）
プログラム参加支援、および東南アジア各国と
の経済統合の深化を目的として、1 億 8,000 万
ドルをコミットした。同プログラムにより、主要な
貿易インフラと関連サービスが改善され、国境経
済区域の電子商取引プラットフォームが改善され、
GMS 南北経済回廊に沿った輸送・貿易業務が効
率化され、中国の広西チワン族自治区と GMS の
残りの地域との経済的つながりが強化される。
また、ADB は、モンゴルの地域道路網の改善、
中国とロシアに重要なつながりをもたらす道路の
安全性強化を目的として、6,000 万ドルをコミッ
トした。同プロジェクトにより、モンゴルに対する
経済協力と貿易が改善される一方で、市場およ
び基本サービスに対する地域住民のアクセスが拡
張される。
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『中国の都市における 50 の気候変動のソリューション（50 Climate 
Solutions from Cities in the People’ s Republic of China）』では、
気候変動に立ち向かっている中国の都市の革新的な事例が取り上げられ
ている。二酸化炭素排出量の削減および環境保全により経済的繁栄を
犠牲にする必要がないことが、実施中のソリューションにより証明されて
いる。気候変動に対する中国の取り組みを支援し、低炭素開発における
イノベーションを紹介することで、ADB はその他の都市を刺激し、環境
保全のイノベーションを引き出そうとしている。

『中国の都市における 50 の気候変動のソリューション（50 Climate 
Solutions from Cities in the People’ s Republic of China）』

ナレッジ強化

開発ナレッジの創造と共有は、東アジアにおける
ADBの業務の中核をなす。
ADB は 2018 年、「健全で高齢者に優しい都市
計画に関するフォーラム」、「ADB– 清華大学レク
チャー・シリーズ」（地域の経済セクターの効率性
向上を目的とした地域協力、ナレッジ連携、イン
ターネット技術の応用が重点テーマ）、「低炭素技
術に関する第 3 回アジア・太平洋フォーラム」な
どのイベントを通じて、新しく革新的な開発アプ
ローチの着想・共有を支援した。
また ADB は、中国の第 13 次 5 カ年計画（2016
～ 2020 年）の中間見直しに参加し、2021 ～
2025 年を対象とする次期計画の策定に対して技
術協力した。ADB は、達成を祝い、また将来の

改革に関するアイデアを創出するため、30 年に
およぶ中国との連携を出版物にまとめた。
ADB は 2018 年、モンゴルの交通・輸送セク
ターおよび中国の水セクターに対して大規模なア
セスメント調査を実施した。この調査により、革
新的な融資業務を通じて埋め合わされるべき投資
ギャップが特定される。
モンゴルでは、ウランバートルの都市ゲル地区に
おけるジェンダー関連の深刻な暴力に対処するた
めのプロジェクト策定を支援する調査を実施した。
中国では、革新的オンライン調査ツールを用いて、
ベンチマーク調査を実施した。同調査により、寧
夏回族自治区六盤山の農村道改善に伴う影響の
評価が可能となり、プロジェクト完了後には同地
域の貧困世帯の生活改善方法が模索される。

14%

エネルギー

モンゴルの第 25 特別学区で児童支援を準備する保健職員。ADB は、同国の障害を持つ子供たちに早期医療、
社会的介入および基本サービスへのアクセスを提供するために、投資している。

35%

交通・運輸

22%

水道・その他
都市インフラサービス

ADB による東アジ
アにおける 2018 
年の四つの重点投
資分野

農業・自然資源・農村開発

13%
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2018年の太平洋地域の経済成長率は平均1.1%
で、プラス成長を維持した。東ティモールにおけ
る公共支出、およびパラオにおける観光といった
経済の主な原動力に関して懸念は残るものの、両
国経済は 2017 年の減速から回復した。ツバル
は漁業ライセンス収入増に支えられた政府支出に
後押しされ、経済が持ち直した。
こうした全体的な成長拡大にもかかわらず、三つ
の災害により太平洋地域の平均成長率は 2017
年の 2.4% から 1.3 ポイント押し下げられた。太
平洋地域の開発途上加盟国（DMC）は世界で
最も災害にさらされている。さらに、国が小さく、
地理的に遠隔で、資源（リソース）が限られてい
るため、外的ショックからの回復力は限られてい
る。2018 年に、同地域で最大規模の経済を持
つパプアニューギニアは地震に見舞われ、カテゴ
リー 4 の深刻な熱帯低気圧がトンガを襲い、バヌ
アツでは火山噴火が発生した。
パプアニューギニアの地震により、液化天然ガス
の輸出が一時的に停止されたが、好調な鉱業セ
クターとアジア・太平洋経済協力（APEC）サミッ
ト会合の自国開催に伴う一定程度の浮揚効果に
より、同国はプラス成長を維持することができた。
フィジーとバヌアツでは、先の 2015 年のサイク
ロン「パム」および 2016 年のサイクロン「ウィ
ンストン」という過去の二つの大災害の復興活動
が一段落したことで、経済成長は鈍化した。トン
ガでは、サイクロン「ジータ」により住宅、政府
の建物、および基本サービスを提供するインフラ
が損壊し、被害額は国内総生産の 38% に相当
すると推定される。また、自然災害以外にも、サ
モアで操業していた矢崎総業の自動車用ワイヤー
ハーネス工場の閉鎖、ナウルの亡命希望者収容
センターの業務縮小も、経済成長を妨げた。

戦略的重点
ADB は太平洋地域の脆弱さの根本原因への対応
に重点的に取り組んだ。
2018 年は、気候変動への対処、気候・災害に
対する強靭性構築、環境の持続可能性の向上を

優先課題とし、ADB は、緊急（臨時）融資への
アクセスの強化、災害への対応、再生可能エネ
ルギー発電量の増強、および気候耐性の高いイ
ンフラの整備を支援した。
ADB は、クック諸島、サモア、トンガ、および
ツバルに対して災害緊急融資を行っているが、
2018 年に政策支援型融資 1,500 万ドルを受け
たパラオも対象に加わった。同融資により、パラ
オ政府は、並行する災害耐性を高める改革を補完
する形で、復興ニーズ用の短期資金を迅速に調
達できるようになる。さらに、ADB は、パプア
ニューギニア、トンガ、バヌアツへの救済措置と
して、アジア太平洋災害対応基金から 250 万ド
ルを確保した。サイクロン「ジータ」がトンガを襲っ
た際には、同基金によりADB は 2 週間足らずで
人道支援 100 万ドルを提供できた。次いで ADB
は、トンガの優先復興地域における電力網の災害
耐性水準を高めるため、アジア開発基金を通じて
680万ドルのグラントにコミットした。パプアニュー
ギニアで ADB は、マグニチュード 7.5 の地震に
より影響を受けた州への救援物資に対して 100
万ドルを確保した。バヌアツでは、火山噴火の影
響を受けた住民に対して、食料や水、医療・衛
生キット、緊急避難所を提供するため、50 万ドル
を提供した。
ADB は、太平洋地域の気候変動の緩和および燃
料安全保障の取り組みを継続支援している。クッ
ク諸島では、ADB は緑の気候基金からの 1,200
万ドルのグラントを管理し、ラロトンガ島の太陽光
発電拡張、化石燃料消費の削減、およびエネル
ギー安全保障の推進のために追加融資を行ってい
る。またトンガでは、離島の太陽光発電所に対し
て 550 万ドルをコミットし、電力へのアクセス強
化および消費者に対する（ユーザー）コスト低下
をめざしている。
ADB は 2018 年、マーシャル諸島の燃料タンク
修復のために、太平洋再生可能エネルギー投資
ファシリティから 1,270 万ドルのグラントを承認し
た。同プロジェクトにより、燃料安全保障が改善
され、安全上の重大リスクへの対応が見込まれる。

地域別概況 | 太平洋
クック諸島、フィジー、キリバス、マーシャル諸島、ミクロネシア連邦、ナウル、パラオ、 
パプアニューギニア、サモア、ソロモン諸島、東ティモール、トンガ、ツバル、バヌアツ

数字で見る 
取り組み

コミットメント額
4億770万ドル

2,490万ドル
技術協力

協調融資
1億5,440万ドル

融資実行額
3億9,640万ドル
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ナウルでは、対外貿易の 95% を港湾施設に依存
しており、気候変動の影響を受けやすい。ADBは、
災害耐性の高い港を建設し、関連施設を改良す
るため、2,130 万ドルをコミットした。同プロジェ
クトは、緑の気候基金から 2,690 万ドル、オース
トラリア政府から 1,410 万ドルの協調融資を受け
ている。
パプアニューギニアで ADB は、ミルン湾州埠頭
の災害耐性を高めるために、戦略気候基金から
のグラント500 万ドルとオーストラリア政府から
の 300 万ドルを管理した。同埠頭は、同国で類
似施設を改修する際のモデル例となる。また、同
プロジェクトにより、気候変動に関するコミュニ
ティー、政府機関、および市民社会団体の計画
策定力と対応力が強化される。
農村開発と食料安全保障の促進のために、ADB
は、東ティモール第 2 の都市バウカウからヴィケ
ケまでの道路 58 ㎞を改修するため 4,400 万ド
ルを投資し、同国の接続の改善を支援している。
路肩の排水を改善し、水害多発地帯の道路をか
さ上げし、アスファルトを補修し、スロープ（傾斜）

を一定化することで、道路の気候耐性が高まる。
ADB は、ツバルの海洋インフラプロジェクトに対
して 1,540 万ドルを追加融資した。これにより、
離島との交通状況が改善され、遠隔地コミュニ
ティーから都市中心部の資源・機会にアクセスし
やすくなる。
ADB は、太平洋地域における都市部の医療・衛
生、および環境の持続可能性を高めることで、よ
り暮らしやすい都市づくりのために総合的なソ
リューションを提供した。太平洋地域の開発途上
加盟国は都市への急速な人口流入に直面してお
り、主要インフラサービスへの負荷が高まってい
る。浄水および衛生サービスの利用が国民の健
康を支える。
ADB はソロモン諸島において、プロジェクト準備
ファシリティを通じて、都市の水・衛生・廃棄物
処理に対応している。安全で、効果的、効率的
な水・衛生サービスを都市部および都市周辺部に
提供し、衛生上の慣習を改善するための準備活
動に対して、300 万ドルのグラントが提供されて
いる。

 ADB は、海底光ファイバーケーブル敷設を通じて太平洋
諸島しょ国をインターネットに接続するための通信技術に一
連の投資を行った。

2013 年に、827 ㎞のケーブル（ADB、トンガ政府、トンガケー
ブル（社）、世界銀行グループの協調融資）により、トンガ
はオーストラリアと米国を結ぶ主要太平洋横断リンクに接続
された。以降、接続速度は 2 倍になり、インターネット通信
のコストは衛星に比べ 75% 低下し、デジタルヘルス・教育
のサービスが提供され、ビジネスコストが安定し、人々の社
会生活が大幅に改善された。

2017 年にパラオがインドネシア・グアム間のケーブルに接
続されたが、2018 年 2 月、1,300 ㎞の Tui-Samoa ケー
ブル（ADB、オーストラリア政府、サモア政府、サモア・サ
ブマリン・ケーブル社、世界銀行の協調融資）開通に伴い、
サモア最大のウポル島とサバイイ島がフィジーのケーブルネッ
トワークと接続した。

これらのプロジェクトは、現在実施中の他の二つのプロジェ
クトとともに、クック諸島、ミクロネシア連邦、キリバス、ナ
ウル、パラオ、サモア、およびトンガの約 45 万人に恩恵を
もたらすと予想される。

太平洋地域における革新的テクノロジー

新たな海底光ファイバーケーブルに
より、パラオと世界が接続されるこ
とで、高速で低コストのインターネッ
ト通信が、住民（写真の薬剤師を含
む）にとって現実のものとなった。

6,380万 
ドル
ADB が 2018
年に太平洋地
域における気候
変動の影響へ
の対 応を直 接
支援するために
コミットした額
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新たな発電機によりナウルの道が照らされる

 Itema Moses さんが住む世界で最小の島国ナウルでは、頻
繁な停電が最近まで課題であった。

「暗いと、泥棒は盗みとか悪い事を考えがちでした」と、25 歳
の Itema さんは語る。

犯罪が発生する可能性以外にも、長時間の停電により食品が
腐ったり、家電製品が通電再開時の電圧に耐えられなくなったり
した。また、高コストの発電のため、企業はコスト管理に悩み、
多くの家庭は電力を契約できなかった。

しかし、2018 年初めにナウルは、整備不足だった 40 年来の
ディーゼル発電機をエネルギー効率の高い 2.9 メガワットの新た
な発電機 2 機と交換し、その他のシステムを改善した。これは、
ADB および欧州連合からのグラント、それに続くオーストラリア
とナウル政府からの資金提供によるものだった。

同プロジェクトにより、低価格かつクリーンで、安定した電力へ
のアクセスが大幅に増加した。同国の電力公社によると、グリッ
ドの接続は 2015 年の 2,175 件から 2018 年 6 月には 3,164
件に増加した。

ナウル・ユーティリティーズ・コーポレーションで電力負荷をモニターする作業員。
ADB は、島国の住民が安価でクリーンな電力の安定供給を享受できるよう支
援した。

2018 年を通じ、ADB は、太平洋地域でガバナ
ンスと組織・制度面での能力強化に引き続き取り
組んだ。地域全域において、財政政策の策定、
国有企業改革、民間セクター開発の促進を支援し
ている。ADB は、フィジー、キリバス、ソロモン
諸島に対して、公共セクター管理改革および民間
セクターによる開発を支援するために、6,130 万
ドルの政策支援型融資およびグラントにコミットし
た。ADB は、ソロモン諸島の主要交通機関の能
力構築を支援しており、優先順位の高い交通プロ
ジェクトの実施準備の改善を目的としてプロジェク
ト組成ファシリティから 600 万ドルを資金提供し
ている。
太平洋地域における国民の健康状態を改善し、
根強い貧困への対処と不平等の是正を目的とし
て、ADB は、2,510 万ドルの地域プロジェクト
を支援している。このプロジェクトは、サモア、ト
ンガ、ツバル、バヌアツに包括的なワクチン・プ
ログラムを提供するもので、ワクチンによって予
防可能な疾患の突発的な大規模発症を減らすとと
もに、貧しく、遠隔地にあり、サービスの行き届
かないコミュニティーがプライマリー・ヘルスケア・
サービスを利用しやすくなるよう取り組んでいる。
また、ADB は、政策改革および保健・医療シス
テムへの直接投資を通じてパプアニューギニアの
保健・医療セクターを支援している。長期的な持
続可能性と保健・医療セクター・ファイナンシン
グの効果的利用、地方部における保健・医療サー
ビス提供の分散、および良質なヘルスケアを支援
するために、1 億 9,500 万ドルをコミットした。
多くの太平洋諸島嶼国の規模が小さく、孤立
し、キャパシティが限られていることを踏まえて、
ADB は、資源を集約し、規模の経済を活用し、
開発成果をあげるために、地域協力・統合を推
進している。
海運輸送が経済的な生命線であるサモアは、地
域のハブ港として極めて重要な役割を果たし、ア
メリカ領サモア、クック諸島、ニウエ、トケラウ、
トンガ、およびツバルの近隣の島に必需品を配送
している。よって、ADB は同国の港湾開発プロ
ジェクトを支援し、アピア港の既存の防波堤の改
修・延伸、業務効率を高めるための港湾区域の
再編、および税関検査プロセスを合理化するため
の関連設備設置の準備作業に対して 300 万ドル
を資金提供している。
2018 年 9 月に、ADB は、太平洋地域の地域
協力・統合を推進するため、同地域の存在を高
め、最も小規模な開発途上加盟国 11 カ国の各
事務所のネットワークを構築する計画を承認した。
この拡張により、サモア、ソロモン諸島、トンガ、
バヌアツの四か所の派遣事務所が国担当事務所
に転換され、また、クック諸島、ミクロネシア連
邦、キリバス、マーシャル諸島、ナウル、パラオ、
およびツバルに国担当事務所が新設される。こ
れら 11 カ国が非常に脆弱で小規模な島国である
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ADB の記念的出版物『太平洋地域の女性とビジネス（Women and 
Business in the Pacific）』は、オーストラリア政府の支援を受けて作
成され、2018 年 8 月に発表された。太平洋地域 7 カ国の女性が民間
セクターの活動に従事する背景が分析されている。本書では、事業のス
タート・育成において女性が直面する課題が特定されているほか、女性
へのエンパワーメント、経済的機会の拡大、起業家精神の育成に関して、
多様で、革新的、実践的な方法が紹介されている。

『太平洋地域の女性とビジネス 
（Women and Business in the Pacific）』

ディリの東ティモール商業銀行（Banco Nacional de Comércio de Timor-Leste）の本店で、融資申込書を
熟読する女性起業家。ADB は資金を提供し、起業および小企業、特に女性が所有・運営する企業に対して銀行
がマイクロファイナンスを提供するよう支援。

ことを踏まえて、事務所新設により、各国と地域
全域に対し ADB がより活発で安定した存在とし
て、長期開発、政策対話および能力構築を支援
できるようになる。新たな国担当事務所により、
ADB、各国政府、および太平洋地域の開発パー
トナーの間でより効果的なコミュニケーションが可
能となる。

ナレッジの強化
ADB は、太平洋経済管理に関する技術協力プロ
ジェクトを通じて、年に 2 回『太平洋経済モニター

（Pacific Economic Monitor）』を発表してい

る。同モニターは、太平洋地域の経済開発の最
新情報を提供しており、『アジア経済見通し（Asian 
Development Outlook）』および見通し改訂
版（Asian Development Outlook Update）
と併せ、同地域のマクロ経済に対する監視・査察
がタイムリーかつ確実であることが示されている。
また、同出版物は、2018 年 7 月号で公益事業
改革、2018 年 12 月号の債務の持続可能性な
ど、時宜にかなった政策課題を取り上げるなど、
主なステークホルダー間における政策論議を支援
する。

22%

交通・運輸

37%

保健・医療

13%

情報通信技術

22%

公共セクター管理

ADB による太平
洋 地 域における
2018 年の四つの
重点投資分野
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南アジアは 2018 年、経済成長率 7% を達成し、
世界で最も成長率の高い地域となった。
同地域の多くの国では 2018 年度に投資と消費
が大幅に増加した。インドの経済成長率は 7.3%
で、新たなインフラに対する政府による資本支出
の増加が大きくけん引した一方で、消費が農村の
需要回復により下支えされた。バングラデシュの
経済成長率は過去 40 年以上で最高の 7.9% と
なり、送金が回復する中での民間消費の急増お
よびパドマ橋とダッカ・メトロ・レールなどの大型
インフラプロジェクトに対する公共投資の増加が
けん引した。同様にネパールでは、製造、建設
およびサービス業の回復に続き、発電と観光に対
する民間投資の増加にともなって消費が持続し、
固定資産投資が増加し、経済成長率は 5.9% と
なった。
モルディブは 2018 年の経済成長率は 6.7% と
好調で、観光客の訪問と建設の増加がけん引し
た。
ブータンは、工業と観光が予想を下回ったほか水
力発電量が若干減り、経済成長率に 6.7% にや
や緩まった。スリランカの経済成長率は 3.6% に
低下し、財政引き締めが農業の回復とサービスの
継続成長を相殺した。また、両国経済は建設の
減速の影響を受けた。
ADB の 2018 年の南アジアプログラムは、急速
な都市化、環境悪化、および失業への対応に加え、
質の高い教育および保健・医療サービスの提供、
気候・災害強靭性の強化に重点的に取り組んだ。
インドについて ADB は、2018 年に 30 億ドル
のソブリン融資にコミットし、同国でソブリン業務
が開始されて以来、最高水準の協力となった。ま
た、南アジア地域経済協力（SASEC）プログラ
ムを通じて、ADB はインフラ、連結、および貿
易ファシリティの支援に貢献した。

戦略的重点
南アジアにおける根強い貧困への対処と不平等
の是正に対する長期的措置として、ADB は教育
支援および保健・医療サービスの提供を増加した。

バングラデシュで、ADB は 2018 年、就学前か
ら 5 年生までの児童約 1,860 万名に質の高い初
等教育の提供を支援するために、5 億ドルをコミッ
トした。また、中等教育に対して進行中の改革に
も 2 億 2,500 万ドルをコミットした。ADB は中
等教育において、女生徒の就学・定着・修了の
増加に役立つプログラムを支援している。
スリランカおよびブータンでは、職業に直結する
スキルを提供し、若者の雇用可能性の上げること
を目的とした技術・職業教育およびトレーニング
の質を改善するために、1 億 1,500 万ドルをコミッ
トした。スリランカでは、付随するグラントにより、
同国の男性中心の経済分野における女性の参加
と就労支援を目的として、民間セクターとの協力
が可能となる。
ブータンで ADB は、貧しく、孤立し、脆弱なコミュ
ニティーにより良い保健・医療サービスを提供す
ることを目的として、ADB は、サテライト診療所
を設立し、既存のプライマリー・ヘルスケア・ファ
シリティを拡充し、（感染症などの）疾病監視と対
応の仕組みを改善し、保健・医療システムの能力
を強化し、一般衛生を推進するためにプログラム
に着手した。また、ADB は、スリランカでサービ
スが行き届かない四つの州における類似プログラ
ムにも 5,000 万ドルをコミットした。
ADB は、スリランカの女性に対して融資へのアク
セスを広げることで、ジェンダーの平等を推進し
ている。
ADB はスリランカの銀行に対して 7,500 万ドル
の長期融資をコミットし、コロンボ地区郊外に立
地し、サービスが届きにくい零細・中小企業、特
に女性経営企業や初めての借入者に融資した。
また ADB は、女性経営企業に対して融資元本の
返済を提供し、女性の融資へのアクセスを改善す
るプロジェクトに対する 1,250 万ドルのグラント
と技術協力にコミットした。また、同グラントは、
銀行および政府機関でより多くの女性を雇用・研
修・昇進させ、女性の起業家精神を高めるプロ
グラムを支援している。

地域別概況 | 南アジア
バングラデシュ、ブータン、インド、モルディブ、ネパール、スリランカ

数字で見る 
取り組み

コミットメント額
63億8,000万ドル

4,910万ドル
技術協力

協調融資
21億ドル

融資実行額
36億6,000万ドル
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ADB は 2018 年に南アジア全域で、気候変動へ
の対処、気候・災害強靭性の構築、環境の持続
可能性の向上に引き続きコミットした。
ADB はインドで、ブラマプトラ川沿い 90 ㎞
にわたる、ディブルガル、カジランガ、および
Palasbari-Gumi（パラスバリ・ガミ）の護岸を
強化するため、同国に対して 6,020 万ドルをコ
ミットした。これらのシステムにより、堤防劣化と
川岸の継続的な浸食により氾濫の被害を受けやす
くなっている地域の 100 万人の生計が守られる。
また、同プログラムにより洪水警報・予測システ
ムが導入される。
ネパールでは、2015 年の地震からの復興継続を
支援するため、1 億 6,390 万ドル（クリーンエネ
ルギー基金からの 500 万ドルの協調融資を含む）
をコミットした。同プロジェクトを通じて ADB は、
学校の再建・再整備を支援し、学校管理委員会
と地域コミュニティーメンバーにおける災害リスク
管理に重点的に取り組んでいる。

バングラデシュでは、クリーンエネルギーを生産
し、送電・分電網の効率を改善するために、計
8 億 5,000 万ドルの二つのエネルギー・プロジェ
クトに署名した。また、バングラデシュ鉄道の業
務効率を改善し、道路から鉄道輸送への移行（二
酸化炭素排出量を年間 12 万 96トン削減する
と期待される）を支援するために、ADB は 3 億
6,000 万ドルをコミットした。
より暮らしやすい都市づくりを目指して、ADB は、
南アジアの廃棄物処理、水供給および衛生の分
野で優先順位の高いニーズに対応するために、
複数のプロジェクトに融資した。
ネパールで ADB は、20 の行政機関の水・衛生
サービスを改善するために、1 億 3,000 万ドルを
提供している。同プロジェクトには、より公正な
水供給が可能になり、貴重な水資源が大切に使
用され、主要な設備が気候リスクに対して確実に
対応できるようにするアプローチが組み込まれる。

 南アジアのインフラ開発において、ADB は、耐久性を
高め、サービスの効率と質を改善し、環境および社会的影
響を最小限に抑える最新技術を推進している。

インドでは、ADB は、水管理を改善する新技術に融資し
ている。水源が高濃度のヒ素、フッ化物、塩分に脅かされ
ている西ベンガルでは、地上水の効率的な利用および水
道管システムへの移行（リスクの高い公共水栓または給水
所を回避）を通じて、安全な飲料水の提供に取り組んでい
る。。モニタリングと管理機器が自動化されたネットワーク・
スマート・ウォーター・グリッドは、水漏れ、過度の使用、
および水質問題に対処し、39 万世帯約 170 万人に、飲
料水を安定的かつ持続的に提供できるようになる。

ネパールでも ADB は、老朽化した配電システムに革新的
テクノロジーを適用している。同国の水道メーターはアナ
ログ式で、正しく計測できない可能性がある上、検針員は
遠隔地を頻繁に訪問しなければならない。ADB は、ネパー
ルがより正確で、信頼性が高く、遠隔地の利用者の検針
を可能にするスマート・メーターへ移行し、電力網を効率
化するよう支援する。

南アジアの革新的テクノロジー
給水所でペットボトルに水を満たす、
インド西ベンガルの学生。ADB は、
同州全域で安全な飲料水を提供す
るため、水道管インフラの構築に最
新技術を適用している。

1,860万人
バングラデシュに
おける質の高い
初等教育の提供
を目的とした 5 億
ドルの融資の恩恵
を受ける生徒数
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バングラデシュの難民の救済

2017 年 8 月以降、バングラデシュはミャンマーから 70 万
人を超える難民を受け入れた。この流入により、バングラデシュ
のコックスバザール地区の環境と地方経済に大きな負荷が加わ
り、同地区に広がる 32 のキャンプに食料、シェルター、保健・
医療、衛生、水、およびその他の必需品サービスを供給する
ことが大きな課題となった。

2018 年 5 月にバングラデシュ政府からグラントの要請を受け
てから 2 カ月足らずで、ADB は緊急支援 1 億ドルを承認した。
バングラデシュにはグラントを受ける資格がなかったが、人道
的危機に対処するための資金提供が緊急に必要であったため、
ADB は例外的に対応した。

同グラントにより、主な食糧分配・貯蔵センターを連結させる
ためのキャンプ内およびキャンプへの道路の修復、多目的サイ
クロン用シェルター、ポータブル水タンク、コミュニティーの入
浴施設、小型水道管システム、水管理機能、および水処理工
場の建設が支援されている。また、太陽光発電の街灯、キャ
ンプに届ける電力の変電所および電線の設置を支援している。

バングラデシュの難民キャンプ内で幼児を世話する難民女性。ADB は、コッ
クスバザールの 32 のキャンプの基本的アメニティ改善のために緊急支援を
行った。

インドで ADB は、タミル・ナードゥの 6 都市の水
供給、下水道および排水インフラを開発し、同国
初の太陽光による下水道処理施設を建設し、水
の損失の予防用にスマート水管理を導入するため
に、1 億 6,900 万ドルをコミットした。 約 400
万人が、水道管、下水道との接続、および排水
改善の恩恵を受ける。
ADB は 2018 年、農村開発と食料安全保障の
促進の手段として、南アジアの農村部と都市部の
接続向上に取り組んだ。ADB は、より多くの生
産者、農業関連企業、消費者が、国家、地域、
および世界の市場に参加できるよう、農村の道路
と物流センターの改善に重点的に取り組んだ。イ
ンドでは、ADB は、マディヤ・プラデシュの灌漑
網を拡張・最新化するために、3 億 7,500 万ド
ルをコミットした。同融資により、12 万 5,000
ヘクタールの新たな水効率の高い灌漑網が開発
され、400 を超える村で水の使用が改善され、
80 万人を超える住民が恩恵を受け、農家は高価
値の農産物を生産できる。またADBは、アッサム、
チャッティスガル、マディヤ・プラデシュ、オリッサ、
西ベンガルの各州における農村 4,600 か所のコ
ミュニティーに恩恵をもたらす全天候型の地方道
路の建設のため、3 億 6,000 万ドルを資金提供
した。ネパールでは、ADB は、農村部の地方道
路 300 ㎞を整備し、農業バリューチェーン開発地
域の交通アクセスを改善するために、1 億 300
万ドルをコミットした。
ADB のガバナンスと組織・制度面での能力強化
の取り組みには、農村の道路のエンジニア 500
名の研修および道路安全監査の支援が含まれる。
モルディブで ADB は、開発プログラムの優先順
位を決めるための、分析調査、戦略策定、およ
びその他の研究を実施するため、ナレッジ支援と
技術協力にコミットした。ブータンでの ADB によ
る中・小規模都市開発への支援には、自治体イ
ンフラ資産を運営・維持し、水道料金のガイドラ
インを策定するための組織力強化が含まれる。
南アジアで、ADB は、国境を越えたインフラに
対するニーズを支援することで、地域協力・統合
を推進している。交通回廊の貿易・経済回廊へ
の転換に取り組んでおり、これにより南アジア諸
国は地域および世界のバリューチェーンに参加し、
農業取引を推進し、地域観光を興すことができる。
2018 年に ADB は、インドとネパールの SASEC
道路回廊の主要箇所を整備するために、1 億
5,000 万ドルをコミットした。これらの投資により、
インドのマニプル州とミャンマーの間の接続が改
善され、インドのパニタンキとネパールのカーカル
ビッタの国境にインド・ネパール国際橋が建設さ
れ、ネパールにとって極めて重要な東西高速道路
の安全性が向上する。これらの投資を補完するた
め、ADB は、SASEC 諸国の貿易ファシリティの
担当官の専門知識を向上させるための技術協力
プロジェクトを承認した。
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2018 年 3 月 10 日、ADB は、アジア・太平洋地域、特に南アジアで
太陽光エネルギー開発を推進するために、インドを拠点とする国際太陽
光同盟（International Solar Alliance）との協力取極めに署名した。
取極めには、太陽光エネルギーのグリッドへの統合を目的とした、太陽
光発電、太陽光ベースのミニグリッド、および送電システムの支援が含
まれる。また、同協力の主要な目的には、1,000 ギガワットを超える太
陽光発電能力の国際的な開発、および 2030 年までの太陽光エネルギー
への 1 兆ドル超の投資が含まれる。

クリーンエネルギーの協力が未来を創造

ネパールのバグルン－Bartibang 道路の工事を見守る村民。ADB は同国の農村の道路約 300 ㎞の整備に投資し
ている。

ナレッジの強化
ADB は 2018 年、南アジア加盟国との重要なナ
レッジワークの協力を完了し、様々な国レベルお
よび地域レベルの開発課題に対応した。
インドで ADB は、産業・経済回廊の包括的な開
発計画策定を支援した。同計画には優先順位の
高い産業分野の詳細なマスター計画が追加され
た。ビシャー－チェンナイ産業回廊の二つの優先
分野のマスター計画が策定され、ADB は、チェ
ンナイ－カンニヤークマリ産業回廊の二つの優先
分野のマスター計画策定に対して融資する。
また、ADB は、インドのアッサム州のために、レ
ポート『アッサム：ASEAN への高速道路（Assam: 

Expressway to ASEAN）』を作成した。同レポー
トでは、質の高いインフラの構築と安定した事業
環境の創出により同州と東南アジア・東アジアの
国々を結ぶ、戦略的イニシアティブが概説されて
いる。
ADB は、ジェンダーの平等とインクルージョン、
女性の起業家精神、非伝統的セクターにおける
女性の雇用をテーマとした研究を発表した。ネパー
ルで ADB は、エネルギーセクターにおけるジェン
ダーの平等およびソーシャル・インクルージョンに
関する包括的な分析を行うための調査を行い、後
日、結果を発表した。ADB はスリランカで、中
小企業向けに政府主導のベンチャーキャピタル
ファンドを創設することを勧告する報告書を発表し
た。

ADB に よ る 南
アジアにおける
2018 年の四つ
の重点投資分野

27%

交通・運輸

21%

教育

16%

エネルギー

水道・その他の
都市インフラサービス

16%
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2018 年に東南アジアは緩やかな経済成長を遂げ
た。東南アジア 10 カ国の内、ブルネイ、ラオス、
マレーシア、ミャンマー、フィリピン、シンガポー
ルの 6 か国の 2018 年の経済成長率は 2017 年
を下回った。対照的に、カンボジア、インドネシア、
タイ、およびベトナムの経済は、輸出の大幅な伸
びと旺盛な内需に支えられ、力強い成長を維持し
た。
同地域の各国政府は、石油価格上昇、米ドル高、
天候不順・自然災害、および不安定な世界貿易
の影響を抑えるための措置を講じた。各国とりわ
けインドネシアとフィリピンの中央銀行は、米ドル
に対する通貨ルピアおよびペソの下落に対応する
ため、それぞれ公定歩合を引き上げた。インドネ
シアは、国際収支に対する圧力を緩和するために
積極的に利上げを行った。マレーシアとインドネシ
アでは、燃料補助金を増やしたため、インフレ率
が低水準に保たれた。一方、ラオス、ミャンマー、
およびフィリピンでは、燃料価格の上昇と自国通
貨下落によりインフレ圧力が高まった。ラオスと
フィリピンでは農業生産が豪雨の被害を受け、フィ
リピンは米供給に支障が生じた。ベトナムでは ､
医療サービス、教育、および交通に対する政府
管理料金の継続的な値上げがインフレ要因となっ
た。
インドネシアとフィリピンへの投資は、インフラ支
出に下支えされ引き続き高水準であった。またタ
イでは、政府が野心的なインフラ計画を推進する
中、公共投資が力強く回復した。しかしマレーシ
アでは、前政権が承認したいくつかの大型プロ
ジェクトの見直しを新政府が決定したため、インフ
ラ投資が鈍化した。ベトナムでは、信用の大幅な
伸びと好調な外国直接投資とを受け、民間投資
が引き続き堅調だっ、た。一方、ミャンマーでは、
経済改革推進の遅れおよび国家平和プロセスの
足踏みにより、外国直接投資が減少した。

戦略的重点 
2018 年 ADB は、東南アジアにおいて、不可欠
なインフラ、教育、災害支援、および水管理に
重点的に取り組んだ。ADB は、政府のインフラ

プログラム支援を重視する、フィリピンに対する
新たな支援戦略を策定した。一方、ADB は、タ
イの交通インフラ拡張を 8 年にわたり支援した
後、同国に初めてソブリン融資を提供した。この
ポートフォリオの下での各種技術協力プロジェクト
やサービスを通じ、ADB は、直接融資以外にも、
東南アジア地域の 50を超えるインフラプロジェク
トの組成も支援した。
開発途上加盟国（DMC）からのニーズに応える
ため、ADB は、特定セクターまたは開発テーマ
に特化する技術協力ファシリティを導入した。これ
らの地域ファシリティは、開発途上加盟国のプロ
ジェクト組成・実施、政策策定・調整、能力開発、
およびナレッジワークを支援する。
2018 年を通じ、東南アジアで今なお残る貧困へ
の対処と不平等の是正に対する ADB の取り組み
において、質の高い人材開発と雇用創造が焦点
となった。
ADBは、カンボジアが 36の中学校における科学・
技術の授業および図書館の充実を支援するため
に、5,000 万ドルをコミットした。同プロジェクト
により、科学、技術、工学、および数学の各教科で、
有用な学習環境が提供され、青少年はデジタル
化経済を生き抜く上で必要なスキルが身につく。
インドネシアでは、高等教育改革の第 1 フェーズ
として、スマトラの公立大学 3 校および西ジャワ
州バンドンの公立大学 1 校の拡充を支援するた
め 2 億ドルをコミットした。同プロジェクトにより、
学生 2 万名（女性が半数）が追加的に入学でき、
追加で 586 人の職員が研修を受ける。女性およ
び少女の質の高い教育へのアクセスを推進するた
めに、これらのプロジェクトではジェンダー面での
配慮が盛り込まれた。
ADB はフィリピンの社会的に恵まれない人の支援
にコミットし、紛争の影響を受けた同国南部のマ
ラウィの復旧・復興の緊急支援として、融資 2 件
とグラント2 件、計 4 億 800 万ドルにコミットし
た。30 万人を超える人が ADB の支援の恩恵を
受けると予想される。19 の村の 3 万を超える世
帯で水供給が復旧し、診療所が再建築されるほ
か、雇用・生活プログラムの拡充を通じて青少年
と成人約 3,600 名に経済的機会が広がり、また、
児童数千名がメンタルヘルスサポートと文化に配
慮した平和教育を受けることとなる。

地域別概況 | 東南アジア
ブルネイ、カンボジア、インドネシア、ラオス、マレーシア、ミャンマー、フィリピン、 
シンガポール、タイ、ベトナム

数字で見る 
取り組み

コミットメント額
51億3,000万ドル

4,170万ドル
技術協力

協調融資
14億4,000万ドル

融資実行額
34億7,000万ドル 
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ADBは2018年、同地域での気候変動への対処、
気候・災害強靭性の構築、環境の持続可能性の
向上として、水管理の改善と道路整備に重点を置
いた。
カンボジアで ADB は、トンレサップ湖周辺域にあ
るプレイヴェン州、シェムリアップ州、およびスヴァ
イリエン州において、洪水が起きやすく、危険な
道路 147 ㎞を改善するために、7,000 万ドルを
コミットした。同流域は最近、異常気象を経験し、
メコン河で氾濫が増えた。道路の気候耐性を高
めることで、遠隔地の脆弱なコミュニティーからの
物資輸送および通勤のアクセスが、通年で可能と
なる。
ADB は 2018 年に、より暮らしやすい都市づく
りへの投資を増やした。カンボジアのトンレサップ

湖周辺の 3 都市すなわちバッタンバン、セレイ・
サオポアン、およびスタエン・セーンの都市環境
インフラの改善を支援している。ADB は、3 都
市すべての主要区域を対象とする下水道網、各
都市の埋め立て、うち 2 都市の排水網の新設・
改良に対し、融資 8,900 万ドルをコミットした。
同プロジェクトは、関連機関が都市排水、廃水、
および廃棄物処理の政策を改善し、計画を策定
するよう支援する。
2018 年に東南アジア全域で農村開発と食料安
全保障を促進するにあたり、ADB は、農村部の
交通課題に対応するとともに、農業バリューチェー
ンを開発し、同時に気候変動の影響に対応するた
め、ハードとソフトのインフラ提供に取りかかった。

 2018 年、インドネシアでは 8 月にロンボク島で地震が
発生し、9 月にはスラウェシ島のパルが地震と津波の被害を
受けた。同災害による犠牲者は 2,600 名、負傷者は 1 万
8,000名、住居を失った人被災者は55万名を超えた。「One

（一つの）ADB」アプローチは、インドネシアに迅速かつ
効果的な支援を提供する上で不可欠であった。

ADB のエネルギー、水、衛生、交通、および公的融資の
専門家が協力し、損害調査を実施し、インドネシア政府の関
係者に技術的な助言を行った。支援が確実に女性や少女の
ニーズに対応し、災害への備えと対応のベストプラクティス
が採用されるよう、社会開発の専門家チームもサポートした。
また財政管理の専門家が、政府に対し、モニタリング、評価、
財務報告において効果的な手法が使われるよう支援した。

11 月 ADB は、政府の支援要請から 5 週間足らずで、復旧・
復興の取り組みを支援するために、緊急支援 5 億ドルを承
認した。

ロンボク島およびスラウェシ島で、約 3 万 6,000 世帯が気
候耐性型住宅および改善された水道・衛生サービスへのア
クセスの恩恵を受けることが見込まれる。約 5,000 人の農
家が灌漑用水を利用しやすくなり、65 万人を超える被災者
が生活支援および社会保障の恩恵を受けることとなる。

東南アジアにおける「ONE ADB」アプローチ
「One ADB」アプローチは、2018
年のインドネシアのロンボク島およ
びスラウェシ島での災害の後、人々
が元通りの生活に戻れるよう支援し
ている。

30万人
紛争の影響を受
けたフィリピン
南部マラウィ市
への緊 急 支 援
融 資 4 億 800
万ドルから恩恵
を受けた住民数
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  ベトナム北西のディエンビエン省の Lo Van Kim さんは、
将来獣医になることを夢見ていた。しかし、家族には畜産業
によるわずかな収入しかなく、毎日の食費を賄うのがやっとの
状態だった。彼は通学のため、空腹を抱えて毎日山を越えて
2 ㎞の道を歩かなければならなかった。6 年生になる頃には、
家族は彼を学校に通わせることができなくなっていた。

これは、ADB とベトナム政府が、同国の最貧の 17 省におけ
る中等教育改善のためのプロジェクトに合わせて 6,500 万ドル
を融資した理由の一例にすぎない。同プロジェクトでは、教室
820 室、図書館 61 施設、寄宿舎と寮 959 室、および教師
用宿舎 467 戸の建設に対して融資が行われた。計 3 万 3,190
名の教師が新カリキュラムの研修を受け、Lo Van Kim さんた
ち学生 225 名が奨学金を受けた。

この奨学金により、Lo Van Kim さんは日々の通学用にオー
トバイを購入し、食事と教材代を支払うことができた。彼は
獣医学を学ぶため、ソンラ農林大学（Son La College of 
Agriculture and Forestry）に進学後に、自身のコミュニティー
で唯一の獣医になるために故郷に戻った。

LO VAN KIMさんの苦戦

妻子が見守る中、動物福祉の記事を調べるベトナムの Lo Van Kim さん。
ADB の支援を受けて、Lo Van Kim さん他の 224 名の貧しい学生は、キャ
リア選択を追求するために奨学金を受けた。

ADB はカンボジアで、コンポンチャム、クラチ
エ、プレイヴェン、スヴァイリエン、トボーンクモ
ムの各州の約 360 ㎞の農村道路を改修するカン
ボジアの道路プロジェクトの第 3 フェーズに対し
て 6,000 万ドルをコミットした。農村道路網を活
性化することで、ADB は、所得獲得および基本
ニーズの充足がままならない農村コミュニティーに
安全な道路を提供し、市場およびその他社会サー
ビスに対して年間を通じてアクセスできるよう支
援している。同プロジェクトには定期的な保守シ
ステムとコミュニティーベースの道路安全のプロ
グラムにより補完される。
東南アジアにおける地域協力・統合を推進するた
め、ADB は、メコン河流域圏（GMS）全域の
農業バリューチェーンを開発し、カンボジア、ラオ
ス、ミャンマーの地方家計の収入と農業競争力を
高めるため、2 億 3,300 万ドル（協調融資 6,200
万ドルを含む）をコミットした。また ADB は、地
方の連結性と協力の強化を目的とした、GMS 高
速道路拡張（延伸）の第 2フェーズに対して9,940
万ドルをコミットした。域内の観光および経済的
な連結をさらに推進するために、ADB は、GMS
南北経済回廊に沿って、衛生、廃棄物処理、排水、
都市計画の改善を支援し、ラオスに4,800万ドル、
ミャンマーに 8,000 万ドルを投資した。
2018 年に東南アジアで、ADB はガバナンス
と組織・制度面での能力強化の支援を続けた。
ADB は、政策支援型融資と技術協力などの手法
を組み合わせて、公共セクター管理改革および財
政の安定化を支援した。
インドネシアの事業環境全般を改善するために、
ADB は、5 億ドルのプログラム融資を通じて、
事業活動コストの削減に貢献した。同融資により、
規制におけるベストプラクティス、煩雑な規制の
緩和、事業ライセンスと会社登記のプロセス簡素
化、新たな低コストのオンライン土地登記システ
ムの導入が支援された。ADB はインドネシア政
府と協力し、民間セクターのインフラ参加を促す
革新的な融資手法スキームの導入に取り組んでい
る。
また、ADB は、フィリピンの官民プロジェクトの
促進・開発・実施を目的とした体制・規制改革の
強化に着手し、3 億ドルの融資と技術協力を通じ
て、官民連携プログラムを支援している。また、
同国金融市場のインフラの改善を支援するために
技術協力を行い、自由で公正な競争を促すため
新たに制定された法律をフィリピン競争委員会が
施行するよう支援している。
2018 年にラオスで ADB は、保健・医療財政管
理、金融、および人材開発の改革継続のため、
3,000 万ドルをコミットした。同プロジェクトを通
じて、ADB は、ヘルスケア・サービスの提供の質、
効率性、およびアクセスの改善を、特に脆弱な人々
に対し支援している。
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ADB は 2018 年 11 月、70 名を超える政策責任者、ならびに民間
セクターおよび市民社会団体の代表者を招いて、ハイレベルセミナー
を開催した。参加者は第四次産業革命および地域協力が、いかにカ
ンボジアの構造変革を推進する可能性があるかを議論した。カンボジ
アの政策立案者が、デジタル化推進のための国家戦略の開発、イン
フラおよび人材の開発、メコン河流域圏におけるグリーン成長投資の
推進などを通じ、どのように第四次産業革命を迎えることができるか、
提言がなされた。

カンボジアの変革への道のり

ナレッジの強化

ナレッジ開発に対する地域技術協力を通じて、
ADB は、東南アジアの開発途上加盟国、および
東南アジア域内で、タイミングが重要なナレッジ
のニーズに、迅速で効果的な対応を提供するため
に、30 件のサブプロジェクトを実施した。
ADB は 2018 年フィリピンのマラウィにおける紛
争後のニーズ評価、インドネシア製造セクターの
成長促進に向けた主要戦略の政策提案書、グリー
ンなインフラ開発において民間セクター投資を推

進するイノベーションに関する三カ国の国別研究
（インドネシア、マレーシア、ベトナム）等に、ナレッ
ジ支援を提供した。また、ベトナムの中部高原の
技能・職業教育・研修官の調査を行い、隣接す
るカンボジアやラオスの州・省・県との協力推進
のための政策行動を提案した。

31%

公共セクター管理 *

24%

交通・運輸
フィリピンのマクタン・セブ国際空港の新設された第 2 ターミナルで搭乗を待つ乗客。同ターミナルは、450 万
人の乗客を収容可能で、ADB が支援する官民連携により建設された。

10%

産業・貿易

ADB の東南アジア
における 2018 年
の四つの重点投資
分野

農業、自然資源、農村開発

8%

* 緊急支援を含む
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世界各国経済の大部分において、民間セクター
が、成長推進、雇用創出、および開発の革新的
ソリューションの提供に関して、最も強力でダイナ
ミックな原動力である。極度の貧困を撲滅し、豊
かでインクルーシブ、強靭で持続可能なアジア・
太平洋地域の実現という ADB の新たな「ストラ
テジー 2030」の目標を達成する上で不可欠であ
ることは明白である。
民間セクターの極めて重要な役割を反映し、
ADB は 2024 年までに、民間セクターの業務を
全業務の 3 分の 1 まで拡大するとの目標を掲げ
た。ADB は、民間セクター業務において、開発
効果と収益性という二つの使命を追求し続ける。
ADB は、新たなフロンティア市場にその業務を拡
大・多様化し、農業関連企業への融資を拡大し、
保健・医療や教育などの社会セクターを支援する
予定である。また、交通・運輸、水、廃棄物・
衛生、情報通信技術などの分野に範囲を広げる
計画である。商品のイノベーションに関しては、
ADB は、追加性または付加価値を高めるために、
また、より多くの協調融資調達に向けた信用補完
のために、投資業務へのリソースを投入する計画
である。
ADB は、開発途上加盟国が事業環境を改善し、
民間セクターにおける競争力を高め、新規および
既存のビジネスが成功に向けた道筋を提供するよ
う引き続き支援している。2018 年 ADB は、主
要開発イニシアティブへの民間投資を増やすた
め、官民連携パートナーシップ（PPP）の支援を
さらに強化した。また、民間セクターの融資と専
門知識を呼び込むため、民間セクターのインフラ
プロジェクトを直接組成し、融資を続けた。貧し
く脆弱なコミュニティーの零細・中小企業（MSME）
を中心に、融資へのアクセス増加を支援するため、
ADB は、金融仲介機関を支援し、農業関連企業、
製造業、サービス業（保健・医療など）等の新
たなセクターにおける機会を模索した。
2018 年に、ADB の民間セクターへの投資額は
31 億 4,000 万ドルに増加した。2017 年には
23 億ドル、2016 年には 18 億ドルであった。ま
た、ADB の民間セクターの協調融資額は過去最
高の 71 億 7,000 万ドルとなり、うちほぼ半数は
長期融資案件だった。また、ADB はトランザクショ
ン・アドバイザリー・サービスから 2 億 5,000 万
ドルを確保した。

「ストラテジー 2030」の 
優先課題への貢献
根強い貧困への対処と不平等の是正
ADB は 2018 年、民間セクター業務において、
開発途上加盟国が貯蓄・信用などの金融サービ
スおよびヘルスケアへのアクセスを広げるよう引
き続き支援した。ADB の民間セクター業務の
19% は、貧困層に経済的機会を提供するインク
ルーシブな事業イニシアティブに注力した。
インドで ADB は、主に開発の遅れているまたは
低所得の州において物流・配送サービス分野の
MSME（零細・中小企業）に融資する全国的な
金融機関であるチョラマンダラム・インベストメン
ト・アンド・ファイナンス社に、1 億 5,000 万ド
ルの融資を提供した。インドの銀行において、貸
出がび悩んでいる状況を踏まえ、ADB はインド
政府の金融包摂（インクルージョン）アジェンダ
に対し有用な支援を提供している。
スリランカでは、MSME が融資によりアクセスで
きるよう DFCC 銀行（DFCC Bank）に中期資
金を提供している。借入を行っている MSME の
20% 以上がコロンボ以外に位置している。
さらに、ADB は、開発途上加盟国のマイクロファ
イナンス機関に対して現地通貨建て融資を促進す
るマイクロファイナンス・リスク・パーティシペー
ション・保証プログラムを通じ、金融包摂の達成
に貢献している。同プログラムにより、現地およ
び国際的な銀行が、債務不履行というリスクを共
有する協力関係を持つことで、商業ピラミッドの
底辺にいる企業や個人にとっての融資へのアクセ
スは広がる。2018 年に ADB は、126 万人を
超える貧しい借入者（大半は女性）に対し、新規
融資計 2 億 7,100 万ドルと協調融資 1 億 3,700
万ドルを支援した。また、ミャンマーではマイクロ
ファイナンス機関 2 行を加え、スリランカでも同
国初のマイクロファイナンスパートナーとしてハッ
トンナショナル銀行（Hatton National Bank）
を認定、同プログラム参加金融機関数はマイクロ
ファイナンス機関 21 行および提携金融機関 8 行
に広がった。

数字で見る 
取り組み

コミットメント額
31億4,000万ドル

融資額
28億6,000万ドル

2億7,400万ドル
出資額

協調融資
71億7,000万ドル

トランザクション・
アドバイザリー・
サービスを通じた 
資金確保額

2億5,000万ドル

7 件
官民連携プロジェ
クトの組成支援の
ため引き受けたト
ランザクション・
アドバイザリーの
新規受託案件数

支援を受けた貿易金
融とサプライチェー
ン 取 引 の 件 数。 
64 億 2,000 万ドル
相当

5,006 件

民間セクター開発
民間セクター業務および官民連携の推進3
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また、ADB は恵まれない人に質の高い保健・
医療サービスを提供する企業を支援している。
2018 年 ADB は、インドにおける人口透析およ
び関連サービスのリーダー企業であり、主に貧
しく不利な状況に置かれているコミュニティーに
サービスを提供している DCDC ヘルスサービス
社（DCDC Health Services）に対し、自らの
資金およびアジアインフラパートナーシップ信託
基金（LEAP）から 1,000 万ドルをコミットした。
ADB の投資により、同社はインドとスリランカ全
域に、最終的には東南アジアに業務を拡大する意
向である。2021 年までに、1 万人の患者にサー

ビスを提供する計画である。
アゼルバイジャンでは教育へのアクセスを拡大し、
不平等を是正するため、ADB は、バクー国立大
学とアゼルバイジャン国立石油化学大学との PPP
を通じて、学生用宿舎を試験的に提供している。
この試みは、全大学生の約 3 割を占めるとされる
貧しい学生がこうした大学への進学を希望する場
合、（）、手頃な住宅が早急に必要になるとのニー
ズに対応するものと期待される。

  2018 年 11 月に ADB は、カザフスタン最大の電力会社
サムルク・エネルゴ社（Samruk-Energy）との 8,000 万ドル
の融資合意に署名した。同社は政府系ファンドであるサムルク・
カズィナ（Samruk-Kazyna）が 100% 所有する国有企業であ
り、カザフスタン国内の発電容量の 31% を占めている。

カザフスタン政府の民営化計画の一環として、同社は 2020 年
までに新規株式公開を準備することを目標としている。

ADB はサムルク・エネルゴ社に対し、国内市場では調達が難
しいテンゲ建ての長期融資を提供している。同融資は、同社の
株式公開にあたって投資家を呼び込めるよう、外国為替リスク
を軽減し、業務効率を改善し、再生可能エネルギーのメリット
の特定を目的とした事業再編・変革計画を策定するよう支援す
る。

同融資契約はカザフスタンの国有企業と ADB との初のノンソ
ブリン契約であり、ADB 内の職員が部署の壁を越えて各自の
分野の知見を持ち寄り、一体となった成果を上げるため交流した

「One ADB」アプローチの一例である。専門知識を有する職
員は、セクターのステークホルダーに関与し、政策対話を推進
し、技術協力を提供してプロジェクトのコンセプトづくりおよび
デューデリジェンスを監督する一方、民間セクター開発の専門
家が主に契約上の財務構造と商業面でのなデューデリジェンス
を担当した。この取り組みの成功から得た教訓が、今後のプロ
ジェクト組成における共同的アプローチの指針になるものと期
待される。

電力セクターで大きな存在感を持つ国有企業の財務的柔軟性
を強化し、効率性向上を支援することで、カザフスタン経済に
影響が連鎖し、長期的には電気料金の値下げが期待される。

A カザフスタン最大の国有電
力会社の 1 つに対し、ADB
が再編と民営化を支援するこ
とで、国民 1,800 万人に対
する電気料金の値下げが期
待される。

民間セクター業務における 
「ONE ADB」アプローチ
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ジェンダーの平等の推進
2018 年を通じて、ADB は、保健・医療の分野
における民間セクター業務を加速することでジェ
ンダーの平等を推進した。また、融資および起業
機会へのアクセスを拡大することで、女性の経済
的エンパワーメントを支援した。
インドネシアで ADB は、同国で 28 の病院を経営
し、2780 床の病床数を有する PT Medikaloka 
Hermina 社に対し、自らの資金および LEAP か
ら 1,900 万ドルを出資した。同出資は、同社が
2020 年までに病院数を 40、病床数を約 4,000
まで拡大するよう支援する。同プロジェクトによ
り、政府の国民皆保険制度（ユニバーサル・ヘルス・
インシュアランス・プログラム）との連携を通じて、
質が高く低価格の妊婦・児童ヘルスケアおよび病
院サービス全般へのアクセスが改善される。
カンボジアでは、中小企業（SME）の融資への
アクセスとサービスを改善するため、BRED 銀行
カンボジア（BRED Bank Cambodia）に 1,000
万ドルの出資をコミットした。また、女性の起業家
としてのスキル向上に重点を置いた、デジタルファ
イナンスおよび女性向け銀行業務の特別プロジェ
クトを支援するため、50 万ドルを上限とする技術
協力を提供している。
インドで ADB は、同国最大のマイクロファイナン
ス機関の一つであるアンナプルナ・ファイナンス社

（Annapurna Finance）に対し、3,000 万ドル
を出資し、債券 2,000 万ドルを引き受けた。同
投資は、女性の顧客に対するマイクロファイナン
ス融資の提供を支援する。
中国で ADB は、四川省の MSME に無担保のマ
イクロファイナンスを提供していることで知られる
MicroCred China（美興中国有限責任公司）を
支援している。同投資は、1 万名を超える女性の
借入者に対しマイクロファイナンスを提供すること
を目的としている。

気候変動への対処、気候・災害強靭性の構
築、環境の持続可能性の向上
ADB の民間セクター業務はこれまで、 2018 年
に合計 220 万トンという開発途上加盟国の二酸
化炭素排出量削減目標達成に貢献した。クリーン・
エネルギー・プロジェクト以外にも、ADB は、気
候変動に大きな恩恵をもたらすインフラプロジェク
ト、水・農業関連イニシアティブに融資した。
ADB は、投資が最も少ないタイ南部で、ガル
フ・エナジー・デベロップメント社（Gulf Energy 
Development）が建設を予定している 25 メガ
ワット（MW）の廃棄物発電 (WTE) プラントを
支援している。同プロジェクトにより、1 日当た

り825トンの農業廃棄物が電力に変換される他、
WTE プロジェクトのメリットとその持続可能性に
ついてコミュニティーの認知度も向上する。
インドネシアで ADB は、アジア最大の独立系イ
ンフラ・プライベートエクイティ（PE）ファンドで
あるエクイス社（Equis Group）が支援する、
合計 42 MW の、同国初の事業規模の民間セク
ターによる太陽光プロジェクトに融資した。また
ADB は、合計 1,760 MW のコンバインドサイク
ル方式ガス火力発電所（ガス複合式火力発電所）
を西ジャワに建設・運営・保守しようとしている
PT Jawa Satu Power 社に、自らの資金および
LEAP から 3 億 500 万ドルをコミットした。この
支援は、インドネシアにおいて最初かつ最大の、
液化天然ガス（LNG）関連電力プロジェクトの一
つを支援することになり、同国の石炭への依存度
軽減に重点的に取り組む。
インドで ADB は、グジャラートの 250 MW の
風力発電プロジェクトの建設・運営に対しアクティ
ス・キャピタル社（Actis Capital）が管理し、
投資ファンドが所有する再生可能エネルギー企業
Ostro Kutch Wind 社に対し 1 億ドルを融資し
た。同プロジェクトは、新・再生可能エネルギー
省により2016 年に導入された最初の風力エネル
ギー入札を受注した。同入札により、風力電力の
コストが固定買取制度の時代よりも低下した。
ADB は、中国民生銀行（Minsheng Financial 
Leasing Company）が、貧困状況にある中央・
西部地域の交通渋滞と大気汚染の軽減を目的と
して、電気バス、バッテリー、充電所を増やす計
画に対し、2 億ドルの直接融資をコミットした。同
プロジェクトには、地球環境ファシリティ（GEF）
が融資する技術協力が提供されており、バス会
社が低公害車を運営・保守できるよう支援する。

より暮らしやすい都市づくり
2018 年に、ADB の民間セクター業務は、より
暮らしやすく、低コストで、持続可能な都市建設
を支援するソリューションの提供に重点的に取り
組んだ。これには、地熱による地域暖房、下水、
廃棄物処理が含まれる。
ベトナムで ADB は、中国光大国際有限公司

（China Everbright International）が 大 都 市
および中規模都市の WTE プラント（廃棄物発電
所）を運営し、廃棄物を 1 日当たり 7,500トン
処理するよう支援するため、1 億ドルをコミットし
た。これは、ベトナムで民間セクターが全額融資
する初の行政 WTE プロジェクトであり、国際基
準を満たす燃焼排ガス管理を含む、先端のクリー
ンテクノロジーが初めて使用される。

2018 年の民間セ
クター業務におけ
る四つの重点投資
分野

54%

エネルギー

29%

金融

6%

水道・その他
都市インフラサービス

農業、自然資源、農村開発

6%
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中国で ADB は、2 億ドルの融資を通じて、中国
水務集団による統合都市水管理プロジェクトの開
発・運営を支援している。これらのプロジェクトに
より、1 日当たり 1,000 万㎥超の水処理能力と
180 万㎥の廃水処理能力に引き上げられ、少な
くとも 5,000 ㎞の下水道が建設される。
また、中国において ADB は、シノぺック・グリー
ンエナジー・ジオサーマル社（中石化緑源地熱能
開発、Sinopec Green Energy Geothermal）
とアークティック・グリーンエナジー社（Arctic 
Green Energy）が地方政府との PPP 契約に基
づき、協力して地熱暖房システムの建設・取得・
修復・運営にあたるプロジェクトを支援するため、
2 億 5,000 万ドルを融資している。同システムに
より、住民、商業、産業の利用者に対してサービ
スが提供される一方、年間二酸化炭素 700 万ト
ン超相当の温室効果ガスが削減される見込みで
ある。
フィリピンでは、スマート技術を用いた同国初の
環境的に持続可能な都市となるニュー・クラーク・
シティのマスタープランに対する基地跡地再開発
公社の評価調査を支援した。また ADB は、耐
性に関するフレームワークも提供しており、このフ
レームワークには、公社が、スマートで、環境に
優しく、災害耐性があるかという観点からシティ
の構想を厳しく検討すべきとの指針、および、シ
ティの財政的実現可能性を強化すべきとの提言が
強調されている。さらに ADB は、ニュー・クラー
ク・シティの開発に必要なインフラパッケージに対
する公社のチェック・優先付けを支援し、適切な
上下水道インフラに関して助言している。実績の
ある地元企業と持続可能なインフラの分野で世界
的なリーディング企業とで構成されるコンソーシア
ムが受注し、公社は 12 月、このコンソーシアム
と 30 年の共同事業（JV）契約に署名した。

農村開発と食料安全保障の促進
ADB は、気候変動対応型農業および環境に関し
て責任ある行動を取っている食品加工業者・流通
配送業者を支援するため、民間セクターの農業関

連企業の業務を通じて、地域開発と食料安全保
障を継続的に推進している。
中国では、同国最大の肥料メーカー金正大生態
工程集団を支援しており、同社の 300 の農産物
生産サービスセンター設立、10 の関連肥料製造
工場の改修に、5,000 万ドルの融資と 3,000 万
ドルの出資を行っている。同センターは、六つの
貧しい省または遠隔の内陸の省を含む 8 省にお
ける 300 万人の小規模農家に対し、効率の高い
肥料やその他の農産物およびサービスが提供され
る。これら高効率で栄養素を多く含んだ肥料を使
用することで、全体的な農業用肥料の消費量は
減るものと見込まれる。
アルメニアでは、食品加工・輸出・物流業界のトッ
プ企業 Spayka 社に対し、輸出用トマトと赤唐辛
子の生産のため細流灌漑システムを備えた 30 ヘ
クタールの気候管理型グリーンハウス建設を支援
している。
地域レベルで ADB は、農業関連産業における
世界的リーダーであるオーラム・インターナショナ
ル社に対し、製品全般で現地の付加価値を高め、
バリューチェーンを推進することを支援している。
これには、インドネシア（コーヒーおよびカカオ）、
パプアニューギニア（コーヒーおよびカカオ）、東
ティモール（コーヒー）、ベトナム（コーヒー、カ
シュー、胡椒）の中流加工工場と運転資金に対
する融資が含まれる。また、同プロジェクトによ
り、戦略的には約 1 万 3,000 人の小規模農家が、
気温上昇・異常降雨、水耕栽培・細流灌漑、ペ
スト対策の集約化、資源保存、農薬・有機物の
使用、および汚染防止に関して研修を受ける。ま
た、農家が生産性を改善し、世界および地域の
農業バリューチェーンに参加し、気候変動および
環境悪化から生じるリスクにも対処できるよう支
援する。

220万トン
ADB の 民 間
セ クタ ー 業 務
支 援を通じて、
2018 年に開発
途上加盟国で削
減された二酸化
炭素排出量

ADB の貿易金融プログラムは、アジアの最も厳しい市場におけるすべ
ハイバル・パフトゥンハー州ての規模の輸入・輸出企業を支援するため、
200 超のパートナー銀行と協力している。これらの取引活動において社
会保障が保証され、誠実性リスクが回避され、ADB が禁止する行動に
関与しないことが不可欠である。2018 年末にシンガポールとトルコで、
ADB は初めて、環境、社会、誠実性のデューデリジェンスに関して、
プログラムに加盟している銀行から参加した約 160 名に対して研修を
実施した。

銀行のデューデリジェンスを支援
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ガバナンスと組織・制度面での能力強化
2018 年に融資および技術協力の業務を通じて
ADB は、開発途上加盟国が民間セクター開発に
対して事業環境を改善し、投資を呼び込み、PPP
を促進できるよう、組織力の強化を支援した。
パキスタンでは、国家プログラムの策定および
PPP に関するセミナーが開催され、様々なステー
クホルダーにおける PPP の理解を深め、こうした
パートナーシップに対して事業例を生み出すとい
う ADB の役割が強化された。
ADB は、民間事業に対する環境改善を目的とし
て、南アジア諸国における都市インフラと地方行
政の管理に対する新規投資にコミットした。インド
では、道路および再生可能エネルギーの PPP プ
ロジェクトに適した環境をつくるため、金融仲介
の第 3トランシェ融資にコミットした。
インドネシアでは、規制の統一、事業認可と会社
登記のプロセスの統合、および土地登記手続き
のオンライン化を目的としたプログラムを通じて、
事業コスト削減を支援した。さらに ADB は、プ
ログラム融資と技術協力を通じて、フィリピンの
PPP プログラムを支援した。
太平洋地域では、オーストラリア政府とニュージー
ランド政府の支援による民間セクター開発イニシ
アティブを通じて、融資へのアクセスを拡大し、
起業にかかる時間とコストを大幅に削減する政策
および立法改革を後押しした。

地域協力・統合の推進
貿易金融プログラム（TFP）を通じて、ADB は、
越境貿易金融の支援のために保証と融資を銀行
に提供することで、2017 年の時点で 1 兆 5,000
億ドルと推定されている世界貿易金融の市場の
ギャップ解消を支援している。2018 年に同プロ
グラムは 62 億ドル相当の 4,476 件の取引を促
進し、銀行、民間保険会社、および政府機関に
より 37 億 4,000 万ドルが協調融資された。取
引の内 3,476 件は中小企業向けであり、1,167
件は開発途上加盟国間の貿易向けである。TFP
の対象となる 21 カ国の中でも、アルメニア、バ
ングラデシュ、モンゴル、パキスタン、スリラン
カ、およびベトナムが最も活発であった。ADB
は 2018 年、同プログラムに対するニーズの高ま
りに対応するため、プログラムの上限額をこれま
でより 3 億 5,000 万ドル多い 13 億 5,000 万ド
ルに引き上げた。
2018 年に、ADB はサプライチェーン・ファイナ

ンス・プログラムを継続実施した。
同プログラムは、企業リスクを想定し、国内取引
と越境取引を発展させることで、TFP を補完して
いる。2018 年に、同プログラムは、2 億 1,700
万ドル相当の 530 件の取引を支援し、その内半
額の 1 億 900 万ドルがパートナーの金融機関に
よる協調融資であった。また、530 件の内 395
件の取引は中小企業向けであった。
ADB は 2018 年、中小企業の融資のギャップを
解消し、開発途上加盟国における中小企業の成
長を継続支援するため、同プログラムをこれまで
より1 億ドル多い 3 億ドルに引き上げた。

民間セクター開発のその他のアプローチ
融資可能な民間セクタープロジェクトの組成
ADB は 2018 年 10 月、アジア・太平洋地域の
持続可能な開発目標に資する技術と事業ソリュー
ションの特定、開発、規模拡大を目的とするマル
チドナー型信託基金、ADB ベンチャーズ・ファシ
リティを設立するため、地域技術協力プロジェク
トに対して 300 万ドルを承認した。同技術協力
により、市場に参入しようとしている地方のスター
トアップ企業、および新市場への参入を検討して
いるテクノロジー企業に対し、能力構築と資金が
提供される。
ADB によるインドネシアのランタウ・デダップ電
力プロジェクトへの組成支援が 2018 年に結実し
た。2014 年に ADB は、スプリーム・エナジー・
ランタウ・デダップ社（PT Supreme Energy 
Rantau Dedap）に対し、同プロジェクトの実現
可能性と範囲を決定づけることになる地熱資源の
探査のため、クリーンテクノロジー基金から譲許
的融資を行った。探索が成功し、同社はプロジェ
クトの実施段階に進み、ADB は 2018 年に 1 億
7,500 万ドルの融資およびクリーンテクノロジー
基金からの 5,000 万ドルの譲許的融資にコミット
した。
ADB は、投資家の関心を将来の機会に向けさせ
るため、インドネシアの再生可能エネルギー・プ
ロジェクトの採算性の確保において極めて重要な
役割を果たしている。
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金融セクターと資本市場の強化
ADB は 2018 年、 計 98.5 MW を供 給する、
タイの 16 の事業規模の太陽光発電所の借り換え
および建設を支援するため、B. グリム・パワー社
が発行した社債 1 億 5,500 万ドルを引き受けた。
ADB は、国際資本市場協会のグリーンボンド原
則に基づいた、タイのエネルギー企業による最
初のグリーンボンド起債であり、タイ初の気候変
動ボンドとして気候債券イニシアティブから認定
を受けることになっている同債券の発行を支援し
た。この経験に基づき、ADB は、タイおよび他
の ASEAN 諸国でも国際的に認証されたグリーン
ボンドが発行され、再生可能エネルギー・プロジェ
クトに対する民間投資家の参加が増えることを期
待している。

リーチ拡大のためにプライベート 
エクイティファンドを活用
巨額資金を借入・調達する能力があることから、

プライベートエクイティファンドは、ADB の支援に
とって重要な市場である。ADB は 2018 年、エ
グザクタ・キャピタル・パートナーズ社（Exacta 
Capital Partners）が管理し、目標額が 2 億
5,000 万ドルのプライベートエクイティファンド、
エグザクタ・アジア・インベストメント・ツー（Exacta 
Asia Investment II）に2,500万ドルを出資した。
同ファンドは、東南アジアで実績があり経営面で
も優れている中小企業および中堅企業を支援する
ことで、そうした企業の成長計画を実現し、よっ
て雇用創出、税収増、スキル移転の奨励、およ
び域内貿易促進につなげようとするものである。
同ファンドは、内需型企業（食品、飲料、ヘルス
ケア、BtoB サービス）および輸出指向のメーカー
に重点的に投資する。ADB はこの投資を通じ、
小規模および中規模企業にとってエクイティ成長
の目標額を達成しづらい東南アジア諸国の資本
市場育成を支援する。

 ADB は 2009 年、パキスタンで最初の風力発電プロジェ
クトである 56.4 メガワット（MW）の風力発電所の建設費
用 1 億 4,700 万ドルを支援するため、ゾルル・エネルジ・エ
レクトリック・ユレティムに対し米ドル建て長期融資を行った。

ADB のコミットメントおよび融資構成により、パキスタンの
再生可能エネルギーセクターへの投資に勢いがつき、2009
年から 2014 年までの間に計 310 MW となる風力発電プ
ロジェクト6 件が開発された。

最初のプロジェクトは毎年、価格競争力のある電力を 155
ギガワット時発電し、温室効果ガス排出量を年間10万2,525
トン削減することに貢献した。

同プロジェクトの成功により、ゾルル・エネルジ・エレクトリッ
ク社では 100 MW の太陽光発電所と関連インフラの設計・
建設・運営・保守のプロジェクトが続いた。

これらのプロジェクトは、クリーン電力供給へのアクセスの改
善、およびパキスタンの成長と貧困削減の取り組みを妨げる
深刻な電力不足の改善を支援している。また、同プロジェク
トは、再生可能エネルギーへのさらなる民間セクター投資を
推進している。

パキスタンに変化の風を吹かせる

パキスタンの風力発電所での点検員。パキスタンの再生可能エネルギー
セクターへの投資は、クリーンエネルギー供給へのアクセス改善および
電力不足の解消に役立っている。
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官民連携の支援規模の拡大
ADB は 7 月、フィリピン基地跡地再開発公社、
およびニュー・クラーク・シティにおける新国家政
府管理センター開発の民間セクターにおける営業
許可取得（認可）者との合意署名に対し、最初
のトランザクション・アドバイザリー・サービス受
託を完了した。同市の水供給および廃水処理施
設の開発に対する 2 件目の受託は 12 月に完了
した。
ADB は 12 月、2018 年で 3 件目となるアドバ
イザリー受託も完了し、ダッカ・バイパス道路の
開発を目的とするバングラデシュの PPP 当局によ
るコンセッションを受注・契約署名した。同アド
バイザリー受託はアジア・太平洋プロジェクト組
成ファシリティ（AP3F）の支援を受け、同国の
PPP 当局と道路・高速道路局に対するプロジェク
トの法的支援と能力構築を通じて行われる。本署
名は、ADB のトランザクション・アドバイザリー・
サービスと AP3F の間の初の協力成功事例となっ
た。
また ADB は 2018 年、バングラデシュ、ミャン
マー、パキスタン、およびフィリピンで、新たにト
ランザクション・アドバイザリー 7 件を無事受託
した。ニーズの高い交通・運輸、エネルギー、お
よび都市インフラの提供に加え、これらの契約に
は、各国およびセクターにおける PPP の将来業
務に向け、担当当部局の能力強化とテンプレー
ト作成が期待されている。フィリピンで ADB は、
天然ガス、電力、水のセクターの３件の契約に取
り組んでいる。ADB は、フィリピン国営石油によ
る同国で初の LNG ハブ建設に対し助言・支援し
ている。ADB は、その他の国でも民間セクター
のインフラ開発業者に対し助言サービスを開始し
ており、これにはバングラデシュの LNG ターミナ
ル、ミャンマーの LNG ターミナルおよびガス火力
発電所、パキスタンの水力発電プロジェクトが含
まれている。
AP3F は、開発途上加盟国の政府に対し、プロ
ジェクトの組成・構築、能力開発、政策改革、お
よびプロジェクトモニタリング、再編支援に対し
て技術協力を提供している。
2018 年に、同ファシリティは合計 470 万ドルの
技術協力に対する 7 件の申請を承認した。これ
ら承認された申請のうち、プロジェクト特定の支
援（特定のプロジェクトに対する予備フィージビリ
ティスタディ）が、カザフスタン、キルギス、お
よびインドネシアで提供されるほか、能力構築支
援が、クック諸島、フィリピン、およびベトナムで
行われる。また、サモア（規制者に対する関税設
定）および東ティモール（ティバール港 PPP 整備
計画（Tibar Bay Port PPP）に対する支援）へ
の AP3F からの技術協力が 2018 年に完了した。

財源の触媒機能と資金の呼び込み
アジア・太平洋地域の開発ニーズの広がりに対応
するため、ADB は、トランザクション・アドバイ
ザリー・サービスを含む長・短期の協調融資を呼
び込んでいる。
ADB は 2018 年、民間セクター業務に対して長・
短期の協調融資約 71 億 7,000 万ドルを確保（調
達）した。これには、1 億 3,500 万ドル相当の B
ローン（B ローンは、商業銀行およびその他の適
格金融機関が資金提供し、ADB が契約上の貸し
手となる、単独の借入者またはグラント受益者に
対する協調融資契約である）、25 億 5,000 万ド
ルのパラレル・ローン、合計 38 億 5,000 万ドル
の貿易金融およびサプライチェーンの協調融資、
1 億 3,700 万ドルの保証協調融資、および 1 億
3,500 万ドルのリスク移転が含まれる。ノンソブ
リンのオフィシャルな協調融資は計 3 億 5,600 万
ドルであった。また、ADB は、トランザクション・
アドバイザリー・サービスを通じて 2 億 5,000 万
ドルを確保した。
ADB は 2018 年に次の 4 件の主な協調融資を
行った。
ミャンマーでは、初の B ローンとなる 3,500 万ド
ルを、ヤンゴンで住居およびオフィススペースを
提供するミーヤタ・デベロップメント社（Meeyatha 
Development）に提供した。
ベトナムでは、これも同国初となるBローンとして、
ベトナム投資開発銀行に 1 億ドルを提供したが、
倍の申し込みがあった。
タイでは、東部経済回廊の 2,500 MW のチョン
ブリー・ガス火力発電所に対し、国際協力銀行お
よび商業銀行から 9 億 2,300 万ドルの融資を調
達した。
フィリピンでは、ニュー・クラーク・シティの新国
家政府管理センター開発に対する PPPトランザク
ション・アドバイザリー委託完了により2 億 5,000
万ドルを確保した。
アジア・太平洋地域全般の民間セクターインフラ
プロジェクトにおける資金活用の長い経験を活か
して、ADB は、ドナー国政府に代わり複数の資
金を管理している。現在、これらの資金は合計
20 億ドルを超え、気候に優しく、質が高く、持
続可能なインフラプロジェクトに対して譲許的融
資を組み合わせた融資、および長期協調融資を
提供している。

アジア・太平洋
地域の開発ニー
ズ の 拡 大 に 対
応するために、
ADB は 自ら の
資金以上の長期
協調融資を確保
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民間セクター開発

対話の活発なプラットフォームとして、インフラプ
ロジェクトへの民間セクター参加のレベルと質を
高めることを目的としている。
第 2 版には、新たな開発途上加盟国 3 カ国

（ジョージア、パキスタン、スリランカ）が新た
に加わり、カバーされている対象国が 12 カ国に
増えた。2018 年版では、バングラデシュ、パ
プアニューギニア、ジョージア、フィリピン、お
よびタイにおける規制および金融環境における
好ましい変化が報告された。
ADB は 5 月、ADB 貿易金融パートナーシップ
に関するジェンダー監査調査結果を発表した。
同調査にはオーストラリアが共同出資し、民間銀
行セクターにおける女性の活用状況について調
査が行われた。
同報告書では、プログラムのパートナー銀行に
対し、銀行業務での女性の採用・定着、女性が
キャリアを伸ばすためのエンパワーメントの付与
方法の開発、リーダーシップを伴う役職への登
用、および組織的なジェンダーの平等の推進方
法に関して、個別に実用的な提言が示されてい
る。

ADB は 2018 年、第三者融資に合計 3 億 5,600
万ドルを提供した。この融資は、インドネシアの
地熱発電所に対するクリーンテクノロジー基金か
らの 5,000 万ドル、インドネシアの太陽光発電所
4 件に対するアジア民間セクターのためのカナダ
気候基金 II からの 2,200 万ドル、およびインド、
インドネシアその他の国のクリーンエネルギープロ
ジェクトと保健・医療プロジェクトに対し、日本の
国際協力機構が資金提供する LEAP からの 2 億
900 万ドルで構成されている。
また、ADB は、域内の農業関連企業のバリュー
チェーンプロジェクトに対し、日本の国際協力機
構から 7,500 万ドルの直接融資を確保した。

ナレッジの強化 
2018 年に、ADB は『PPP モニター（Public.- 
Private Partnership Monitor）』第 2 版を発行
した。同出版物は、PPP の事業環境開発を追跡
調査し、アジア・太平洋地域全域で実施されてい
る PPP の課題点を概説している。
同出版物は、公共部門セクターと民間企業間の

20億ドル
気候に優しく、
質 が 高く、 持
続可能なインフ
ラプロジェクト
に融 資するた
めに、ADB が
ドナー国 政 府
に代わり管理
している金額

顧客に対応する東ティモールの銀行マネージャー。ADB は 2018 年、アジア・太平洋地域の民間銀行セクターにおける女性の
活用状況について、ジェンダー監査調査を実施した。
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「ストラテジー 2030」の 
運用開始と成果モニタリング 
ADB は全部局の職員を総動員し、「ストラテジー
2030」の運用開始に向けた準備を進めている。
ADB の 15 のセクター別、およびテーマ別グルー
プからメンバーを集めて組織された各チームが、
同戦略が掲げる優先課題の業務計画を作成中で
ある。これらの業務計画は 2019 年中に完成予
定で、戦略的重点や個別の取り組み分野、アプ
ローチ、および各優先分野で要求される広範なス
キルを明記される。
国別支援戦略（CPS）は「ストラテジー 2030」
と足並みをそろえているほか、9 月に承認された
ADBの業務計画・予算枠組み（2019～2021年）
でも同戦略に沿った業務リソースと重点項目が反
映されている。
ADB は 2019 ～ 2024 年の新たな組織成果枠
組みを策定すべく、2018 年を通して協議を実施
した。この成果枠組みでは成果指標やベースライ
ン、および目標を用いて、「ストラテジー 2030」
の優先事項達成におけるパフォーマンスをフォ
ローアップする。

ADB 加盟国へのサービス強化
業務プロセスの最新化と業務効率の向上
ADB は、2018 年も業務効率と業務プロセスの
改善のための取り組みを引き続き実施した。具体
的には、(i) リアルタイム ADB 情報テクノロジー

（IT）改革を通じてデジタル移行を進め、次の 5
年間の IT 資本投資計画を承認したほか、(ii) 新
たな調達フレームワークに関するガイダンスノート
を作成し、職員と政府当局を対象に研修を行った。
また、(iii) 情報公開政策を承認し、ADB の過去
の情報の一般公開を拡大した。
ADB は、開発途上加盟国（DMC）のニーズに
より迅速に応え、革新的なソリューションを提供
すべく、各国の現地事務所に対する権限委譲を
進めた。
本部の地域局は、インフラプロジェクトにおける
設計・調達への準備を進める対策を講じ、業務
処理とサービス提供までの期間をさらに改善した。

ADB はさらに、複数の資金提供手法および技
術協力に関する業務マニュアルと職員向け指示
書（説明書）の見直しを行い、成果連動型融資

（RBL）に関する職員向けガイダンスを改訂した。
また、融資の書類や国別支援戦略（CPS）、国別
業務実施計画（COBP）の質的審査プロセスを
強化し、CPS や COBP、およびプロジェクト提案
書のフォーマットを「ストラテジー 2030」に沿っ
て改訂した。

各国で強い存在感を維持 
ADB は 2018 年、現地事務所の能力強化を目
的として、本部地域局の職員数の 59％に相当す
る 900 名余りを、開発途上加盟国内に配置した。
また小島嶼開発途上国に分類される太平洋地域
の 11 カ国に現地事務所を開設し、現地事務所で
のポストを増やして本部職員を派遣したため、こ
うした国における ADB のプレゼンスは高まった。
また人員配置を柔軟化することで、職務と技能を
適切にマッチさせ、各局は新規事業や各国のニー
ズにしっかりと対応できるようになった。
ADB は現地事務所の増員を支援すべく、職場で
の改良型 OJT や目標を定めた学習活動を組み合
わせて実施している。特にプロジェクトの設計・
実行・評価における現地事務所の職員のスキル
開発に注力している。2018 年は 150 名以上の
職員が研修活動参加のため、ADB 本部を訪問し
た。2018 年に実施された研修プログラム 105
件のうち、現地事務所の職員の 87％が 1 件以上
を受講した。

ADB の金融商品を改善
ADB は開発途上加盟国のニーズや要請の変化に
対してより効果的に対応すべく、金融商品や提供
手法を改善した。7 月、ADB はプロジェクト準備
融資、小額支出に対する融資ファシリティ、グルー
プ A 国（譲許的支援のみ）向けを含む政策支援
型保証、官民連携スタンドバイ融資ファシリティ
を導入した。これらの金融商品は、ADB の機動
力や対応力の向上、融資能力の強化、官民連携
への支援拡大を念頭に設計されている。現在、
ADB の地域局は、プロジェクトの進行や展開に
おいて、こうした新たな手法を活用している。

ADB は業務効
率と業務プロセ
ス改善のための
取り組みを継続

効果的な組織の実現
ADB をより強く、より良く、より迅速な組織とするために4
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効果的な組織の実現

ADB は 4 月、成果連動型融資（RBL）プログラ
ムの財源配分の上限を、通常資本財源（OCR）
とアジア開発基金（ADF）への割り当て総額の
10％に引き上げた。この引き上げは、RBL のパ
イロットフェーズ（2016 ～ 2019 年）の最後
の 3 カ年に適用される。RBL は成果達成に応じ
て融資が実行されるため、開発プロジェクトにお
ける動機付けと説明責任が強化される。パイロッ
トフェーズは 2019 年 6 月に終了予定のため、
ADB は RBL プログラムを主流化するために必要
な準備作業を終えつつある。また、対象国の災
害への耐性向上を目的とする政策支援型融資の
下で、緊急災害融資の選択肢が正式に決定しつ
つある。
ADB は 11 月、2019 年および 2020 年の譲許
的支援に対する基本配分額を年間 600 万ドルか
ら 1,300 万ドルに引き上げることを承認した。こ
れにより、対象となる小島嶼開発途上国をはじめ
とする貧しい開発途上加盟国がこの 2 年間に利
用できる譲許的財源額は、50％以上増加する。
ADB はトレーニングやアウトリーチ関連のプログ
ラムを増強し、融資手法に関する知識やスキルの
向上を図った。2018 年には、職員 922 名と外
部ステークホルダー向けに、37 件の学習セッショ
ンを実施した。また、ガイダンスノートやクイック

ガイド、よくある質問（FAQ）に対する回答文書
などの学習教材も改良した。ADB はトレーニン
グおよびアウトリーチの効果をさらに高めるべく、
需要に応じた職員教育カリキュラムに取り組んで
いる。

タイムリーな調達と 
バリューフォーマネーの達成
2017 年に承認された調達政策が実施され、
ADB は融資業務の増加や調達・提供システムの
改善、他の国際開発金融機関との協調といった
面で、開発途上加盟国およびその他のステークホ
ルダーのニーズの変化に対応した。新たな調達
方針は、原則主義アプローチを調達に導入するこ
とにより、バリューフォーマネー（金額に見合う価
値）と品質を高め、効果的なリスク評価と契約管
理を通じて調達成果を得るまでの時間を短縮する
ソリューションを提供している。
新たな調達フレームワークは、政策、規約、ガイ
ダンスノートをカバーする他、入札の標準となる
文書、ユーザーガイド、職員向け指示書をサポー
トしており、ADB および開発途上加盟国の成果
向上をもたらすこととなる。この枠組みによって、
プロジェクト入札に参加するサプライヤーの質向
上や取引額の低減、ADB の顧客とサプライヤー
との関係改善が後押しされることが期待される。

ADB のポートモレスビー現地事務所（パプアニューギニア）で休憩する職員。ADB は 2018 年も引き続き現地事務所の増員
を行い、各国でのプレゼンスを強化した。
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国別セーフガードの強化と使用
ADB は 2018 年、セーフガード政策文書の規定
に従い、全プロジェクトについて環境・社会的影
響評価を行った。ADB は、大気汚染、騒音、振
動、水質への影響、また非自発的住民移転やそ
れに伴う生計回復の分野において、一般的なオリ
エンテーションから専門家研修を含むセーフガード
トレーニングプログラムを実施した。ADB はセー
フガードの合同実践コミュニティを通じて、多国間
金融機関とパートナー機関の代表者と、地域にお
ける知識共有を推進した。国レベルでは、ADB
支援案件における国別セーフガード適用を要請し
たインド、インドネシア、スリランカの政府に対し、
国別セーフガードシステム策定を継続支援してい
る。

ADB プロジェクトの影響に対する懸念払拭
ADB のアカウンタビリティ・メカニズムは、ADB
が支援するプロジェクトにより悪影響を受ける
人々が、不服申し立てや問題解決を求めること
ができる独立した場である。このメカニズムは、
ADBの開発効果とプロジェクトの質的向上を目的
として確立された。コンプライアンス・レビュー・
パネル（CRP）が業務方針に関わるコンプライア
ンスを扱い、特別案件促進部（OSPF）が問題
解決を取り扱う。
OSPF は 2018 年に 11 件の不服申し立てを受理
した。うち4 件を問題解決手続きに適格と判断し、
その他の案件については関連業務部署に対策を
講じるよう委ねた。それぞれの申し立ての内容と
状況は ADB のウェブサイトに掲載されている。
CRP は、ジョージアの水力発電プロジェクトに関
する適格審査報告書を ADB 理事会に提出した。
また、ジョージアの交通・運輸プロジェクト、イ
ンドとフィリピンの発電プロジェクト、およびカン
ボジアの鉄道プロジェクトに対し、是正措置の実
施モニタリングも行った。CRP はインドの道路連
結プログラムについて受理した不服申し立てを調
査した一方（最終的に申し立て人が取り下げ）、
ジョージアの都市交通プログラムに対する不服申
し立て人 2 名はその審査結果を認めなかった。
OSPF は苦情処理メカニズムと問題解決ツールに
関するトレーニングプログラムをアルメニア、イン
ド、インドネシア、カザフスタン、キルギス、パ
キスタン、フィリピンで計 10 回実施した。CRPは、
カンボジア、カナダ、インド、モンゴル、ネパール、
中国、ソロモン諸島、東ティモール、および米国
でワークショップを開催した。また、コンプライア
ンス・レビューに関するガイドブック 4 点も作成し
た。
ADB は 2018 年、開発途上加盟国からの要請
に応じ、プロジェクト実施中の苦情処理および紛
争解決に関する能力構築について、技術協力も
承認した。

ADB の組織強化
情報公開と透明性の強化
2018 年は、プロジェクト文書、主要研究書、専
門報告書、研究報告書（ワーキングペーパー）、
およびその他の出版物など 4 の文書・報告書
4,755点が DBの公式ウェブサイトに掲載された。
ADB は、外部から 4,043 点の文書に関する公
式依頼を受け、そのうち 71％について 20 日以
内に対応を行った。
ADB が 9 月に承認した新たな情報アクセス政策
は、従来の情報公開政策に代わるものとして、ス
テークホルダーとの広範な協議の成果を踏まえて
策定された。この新政策は、前政策における主
要な情報開示と共有原則、適用除外は保持しつ
つ、原則的にすべての情報やアイデアは公開さ
れ、共有されるようコミットするとの前提の下で、
明確で迅速、適切に情報を開示するという新たな
包括的原則を取り入れた。ADB は情報公開の分
野を一部拡大した。一例として、ADB による 20
年の保有期間終了後に開示可能となる歴史的情
報に、国別財務情報や ADB が管理する信託基
金に関する外部監査報告書も一部含まれるように
なった。ADB は 2018 年の援助透明性調査にお
いて 98.6％のスコアを獲得し、45 の開発機関の
中で最上位となった。この調査は、非営利組織「パ
ブリッシュ・ホワット・ユー・ファンド」が援助の
透明性を独自に測定したものである。

法務
法務部（OGC）では、ADB の理事会や総裁、
経営陣、スタッフに対し、ADB の業務や財務、
管理に関する法的事項や法令遵守、関連する方
針について助言や支援を行っている。
OGC は 2018 年、新規金融商品・提供手法に
関する政策や情報アクセス政策、信託基金ガイド
ライン、新調達政策に関する 24 のガイダンスノー
トと 4 つの職員向け指示書といった主要方針・ガ
イドラインの策定に寄与した。OGC はまた、理
事会と経営陣間の機能的関係の改革を進める特
別な取り組みも主導した。
また OGC は、ADB のソブリン・ノンソブリン業
務やトランザクション・アドバイザリー契約の進行
に加え、2018 年借入計画の実行も支援した。

ADB は 2018 年
の援助透明性調査
において 98.6％
のスコアを獲得し、
45 の開発機関中、
最上位となった
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汚職防止とインテグリティ
ADB の汚職防止・公正管理部（OAI）は、ADB
のすべての資金がそれぞれ意図された目的に使用
されるよう、その徹底を図っている。各種調査や
インテグリティ・デューディリジェンス、調達関連
レビューのほか、トレーニングやワークショップ、
E ニュースレター、オンラインコースなどのアウト
リーチ活動も実施している。
2018 年には 96 の事業体が ADB の汚職防止方
針に抵触し、除外処分を受けた。この方針による
取り締まりは他の事業体に対しても抑止力となっ
ている。
OAI はプロジェクト調達に関して 6 件のレビュー
を実施し、監視や透明性強化を通じて、ADB の
プロジェクトにおける不正・汚職リスクの抑制を
図った。
また OAI に付属する、互いに尊重し合う職場
推進室（RWU）が 2017 年に業務を開始し、
ADB の多様な職場環境におけるプロの社会人と
して互いを尊重する行動の奨励に取り組んでい
る。RWU は 2018 年、様々な助言や方針決定、
啓蒙活動を実施した。
また ADB は、内部統制を徹底するためのパイロッ
トプログラムを導入し、コンサルタントの採用に
おける潜在的なインテグリティ（公正性）リスク
や風評被害のリスクの問題把握と対処に取り組ん
だ。
OAI は 2018 年を通じて、トレーニング・学習イ
ベントを 117 件実施し、4,398 名にのぼる ADB
職員とその他ステークホルダーがこれに参加した。
トレーニングイベントでは、インテグリティ・リスク、
汚職防止、職場での尊重意識がテーマとなった。
また、汚職防止と職場での尊重についての E ラー
ニング研修を補完的に実施し、職員の 98％以上
がこれを履修した。
OAI は 4 月、汚職防止に関する説明動画を作成
し、汚職やその他公正性を損なう行為がプロジェ
クトに及ぼす影響を取り上げた。また援助執行機
関および実施機関向け参考ガイドとして、「プロ
ジェクト・インテグリティのための資産管理」を公
表した。

強固な財源基盤の確保
財務
ADB は 2018 年、130 件の中・長期の借入取
引を実行し 230 億ドル超を調達した。借入通貨
は 17 種類と、これまでの ADB の借入プログラ
ムの中でも最も多様な資金調達となった。

 独立評価局（IED）は ADB の方針、戦略、業務の効果を評価し、
組織の強化に貢献している。

2018 年には、国有企業と ADB との契約に関する評価、農業・自然
資源・農村開発分野におけるセクター別評価、政策支援型融資の実
績や成果、実設計上の問題点のレビューを通じて、ADB の戦略・業
務面の方向付けに寄与した。

IED は、事業環境や融資へのアクセス、バリューチェーン、ビジネス
における女性に注目して、ADB が行う中小企業支援を評価した。ま
たネパールの水供給プロジェクトの影響評価や、ADB の都市衛生プ
ロジェクトの成果レビューも実施した。

また年間を通じ、キルギス、ソロモン諸島、
ウズベキスタンの国別支援戦略（CPS）の
最終評価検証を実施した。この検証結果は、
CPSと業務計画の作成と立案に活かされた。
2 月には、太平洋民間セクター開発イニシア
ティブの評価を通じて、同プログラムの第３
フェーズのロードマップ、および第４フェーズ
に向けた戦略的枠組みの策定を支援した。

7 月には、アジアにおける南南学習の促進
を目的とした国際イベントをソウルで共催し、
20カ国から約150名が参加した。9月には、
アジア太平洋金融開発機構（AFDI）と協
力し、第 3 回「Asian Evaluation Week」
を開催した。同イベントはアジアで有数の評価フォーラムとみなされ、
2018 年は説明責任や学習面を促進する公共政策を策定する上で評
価が果たす役割の増大について議論が交わされた。3 月と11 月には、
国際開発金融機関の独立評価関係者で構成される評価協力グループ

（ECG）の年 2 回の会合を主催し、評価実務の調和促進を図った。

IED は ADB 理事会直属の機関であり、理事会は外部からみた IED
のレビュー結果を発表した。レビュー結果では、IED の評価は他の類
似機関と同等かそれ以上の水準であるとする一方、評価方針の改訂
や IED の成果枠組み、評価報告書の品質および利便性の向上、なら
びに職員評価スキルの向上など、改善すべき分野も指摘された。

独立評価

ASIAN DEVELOPMENT BANK

AN EXTERNAL REVIEW  
OF THE INDEPENDENT 
EVALUATION DEPARTMENT 
DEVELOPMENT EFFECTIVENESS COMMITTEE 

OCTOBER 2018

この報告書は、IED の業
務の質および妥当性、提
言事項の実施状況、それ
による ADB 業務への影
響の面から、IED の実効
性を評価している。
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ADB は、スウェーデン・クローナ建ておよびユー
ロ建てのグリーンボンドを初めて発行した。また
新セーフキーピング・ストラクチャー形式のユーロ
建てベンチマーク債も初めて発行した。同形式の
債券は欧州中央銀行（ECB）のレポ適格を満た
す。ADB は、代替可能なベンチマーク債への移
行に向け、英ポンド建て市場においてポンド翌日
物指数平均金利連動債を初めて発行した。これ
は ADB によるポンド建て起債としては過去最大
となった。現地通貨建て債券市場では、利益が
本国に還流されオンショア投資に回るアルメニア・
ドラム連動債を初めて発行した。
ADB が 2018 年に現地通貨建てで調達した金額
は、5 種類の通貨建て（中国人民元、インド・ル
ピー、カザフスタン・テンゲ、マレーシア・リンギッ
ト、およびタイ・バーツ）で、約 6 億 3,000 万
ドルと過去最大規模となった。

監査 
監査部（OAG）は、独立性のある監査・アドバ
イザリー業務を通じて、リスク管理と ADB の開
発目標達成に関わる内部統制が効果的かつ効率
的に働いているかを判断している。
OAG は 2018 年、業務・管理・業務支援や財務・
リスク、および IT を対象とする 16 件の監査報
告書を作成した。また、ガバナンスやリスク、統
制に関する8 件のアドバイザリー契約を完了した。
OAG は 11 月、公的部門の内部監査におけ
るデジタルテクノロジーの活用促進を目的とし
た 国 際 会 議「iaTech 2018」を 2 日 間 に わ
たり主 催した。 同 会 議 では、OAG が 2017
年 4 月に立ち上げたオンラインコミュニティー

「AuditWithoutWalls!」のメンバーが 初めて
一堂に会した。会議には 29 カ国から 200 名を
超えるメンバーのほか、デジタルソリューションプ
ロバイダーやマニラのファーイースタン大学で内
部監査を学ぶ学生達も参加した。同会議では、
監査人にとって、データ解析やコンピューター学
習、ロボティクスのスキルを習得し、デジタルテ
クノロジーの進歩に後れをとらないよう積極的に
知識共有を行う必要性があることが強調された。
OAG は 2018 年、人工知能（AI）テクノロジー
を活用して、監査が必要な国々を判断するカント
リーリスク監査モデルの実証作業を行った。この
モデルでは、コンピューター学習の技術を用いて、
複数のリスク指標に基づき、対象となる現地事務
所を自動的にグループ分けする。

リスク管理
ADB はリスクに敏感な組織風土を維持し、業務
に伴う個別のリスクを各部局や事務所が監視、軽
減、管理できるよう業務プロセスを実施している。

ADB は信用リスク、市場リスク、業務リスクを管
理する上で潤沢なリソースを投入し続けている。
2018 年には、信用リスク管理機能を業種別に
再編した。リスク専門家を業種ごとに特化させる
ことにより、「ストラテジー 2030」に沿って拡大
するノンソブリン業務への支援が強化されること
となる。また ADB は、地域金融機関に対し、リ
スク管理に関する知識や能力を高めるための技術
協力も引き続き提供した。

管理費
ADB は、内部管理費の合理化と対費用効果の向
上を引き続き進めている。コスト効率化に最も寄
与している要因としては、情報テクノロジー（IT）
改革への継続的取り組みや業務効率改善、およ
び ADB の事務管理業務における予算管理の強
化やリソースの効率的利用の向上といった措置が
挙げられる。また ADB は、柔軟なポジション管
理など引き続き人事改革を進め、全体的な予算
効率化にもつなげた。
2018 年の内部管理費は 6 億 3,600 万ドルとな
り、予算執行率は 94.6％であった。

ADBの情報テクノロジーシステムの最新化、
データ管理の強化、およびデジタル化の進
展
ADB は 2018 年、IT システムとインフラの最新
化を引き続き進めた。職場で使用する機器がデス
クトップパソコンからノートパソコン、タブレットに
もなるハイブリッド型、およびスマートデバイスへ
と切り替えられたことに伴い、IT 機器に関する新
基準が導入された。音声・ビデオ・クラウド型の
電話システムの導入により、組織内連携の円滑
化や柔軟な就労形態が可能となった。ウェブベー
スの連携プラットフォームである SharePoint を本
部と現地事務所に展開し、情報交換の向上を図っ
た。また財務業務を支援すべく、新たな取引後
処理・価格設定ソリューションを導入し、複雑なス
トラクチャードファイナンス商品の管理能力向上を
図った。技術協力のオンライン支払い手続きシス
テムの導入により、会計処理の手作業が軽減さ
れた。職員情報の管理向上や、人事に関する問
い合わせ対応の改善を目的として、2 つの人事管
理システムが新たに導入された。IT セキュリティ
もオンライン研修、および調査・保護対策の追加
導入により一層強化された。ADB の組織改革を
支援すべく、1,500 件以上の IT システム強化と
アップグレードが実施された。
ADB は IT インフラとシステムの向上を補完する
形で、データの品質、適時性、整合性の向上に
も取り組んだ。2018 年は、IT・データ委員会の
下にあるデータ管理小委員会がデータガバナンス
導入の取り組みを主導した。

230億ドル
17 種類の通貨
建 て 債 券 発 行
で調 達された、
ADB の 強 固 な
財源基盤の額
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ADB のデジタル改革は今後数年間にさらに進
展 する予 定 で ある。ADB は 10 月、「Digital 
Agenda 2030」 の 第１ス テ ー ジ 1 とし て、
2019 ～ 2023 年に 1 億 1,830 万ドルの IT 設
備投資を行うことを承認した。業務、財務、総務、
コーポレートサービスの最適化促進、デジタルワー
クプレイスの確立、およびデータガバナンスとデー
タへのリアルタイムアクセスを含むデータ配信が
投資優先事項となっている。

人材の強化
人事管理
ADB は 2018 年、639 件のポストについて公
募を行った。それに対して加盟 67 カ国から 4 万
5,554 件の応募があり、ADB で働くことに対す
る関心の高さがうかがわれた。ADB の出向制度
では出向者 16 名を、またインターンシップ制度
では大学院生 35 名を受け入れた。2018 年には
採用の積極化と強化、合理化により、ヤングプロ
フェッショナル 22 名を含む新規職員 370 名が採
用され、過去最高の採用者数となった。4 回開
催されたオンライン説明会のうち 2 回は高技能の
女性を対象としたもので 445 名が参加した。ソー
シャルメディアを活用した人材発掘も引き続き行っ
た。
ADB は、女性職の新規採用と定着化を重視し、
2018 年も様々な部署においてジェンダーバラン
スとインクルージョンを改善するための措置を講
じ、目標を達成した。国際職員に占める女性の
割合は 36％に達し、2022 年末までに 40％まで
引き上げる目標に向けて順調に推移している。
また「ストラテジー 2030」の実施を支援すべく、
エキスパート・プール・プログラムを拡充し、優
先分野におけるスキルギャップの解消を図った。
このプログラムでは、官民セクターにおいて主導
的立場にある機関・組織から基本的に 2 ～ 3 年
の任期付で専門家を受け入れ、プロジェクト設計・
実施と ADB の専門家の知識強化を手助けしても
らうというものである。
ADB はすべての職員のキャリアアップを後押しす
るための手段を提供している。また職員が異な
る任地や担当業務、部署においてスキルを広げ、
経験を積めるよう、人事異動の枠組みの下、ロー
テーションプログラムと短期的任務プログラムを
提供している。この枠組みによりADB の部局間、
また本部と現地事務所の間で知識と専門性の共
有が促され、「One ADB」のアプローチも後押
しされている。

アジア開発銀行研究所

 アジア開発銀行研究所（ADBI）は、開
発途上加盟国の政策立案者に知見や支援を
提供する ADB のシンクタンクである。中・
長期的な開発課題に関する研究を行うほか、
ADB の開発途上加盟国において開発業務
に従事する機関や組織の能力向上を支援す

るため、能力開発やトレーニングも行っている。

管理・運営・調整
ADBI はインドネシア、中国、韓国からの資金拠出を確保し、引き
続き資金源の強化と多様化を図った。また前年に続いて、ビル＆メ
リンダ・ゲイツ財団および日本の交通経済研究所による支援を受け
た。12 月には、2019 年 6 月下旬に日本で開催予定の G20 サミッ
トの準備作業の一環として、G20 各国のシンクタンクが参加する
Think20 の連携形成において主導的役割を果たした。

調査研究
ADBI の研究部門は 2018 年、ナレッジパー
トナーシップの裾野を広げたほか、政策立
案者やその他ステークホルダーへのアウト
リーチを目的とした会議やイベントを主催し、
プロジェクト実施コストを削減した。また引
き続き、開発途上加盟国における革新的な
政策ソリューションの採用を支援するため、
質の高いナレッジ成果物を作成した。同部
門は 12 点のオープンアクセス書籍、110
点以上の研究報告書、52 件のブログ記事、
17 本の学術的記事を発表した。また、政策
立案者やその他ステークホルダーを対象とし
た研究会議や普及イベントを計 49 回開催し
た。アジアにおける生産性の原動力やグリー
ンファイナンス、金融包摂と金融リテラシー、
サービス主導の開発、インクルーシブな成
長のための人的資本といった分野に焦点が
当てられた。

能力開発およびトレーニング
ADBI は 2018 年、ADB の「ストラテジー 2030」における七つ
の優先課題について、55 回の能力開発およびトレーニングイベント
を実施した。こうしたイベントは、会議やワークショップ、ラウンド
テーブル、官民対話といった形で、ステークホルダーが互いの経験
やベストプラクティスを共有するよう促進し、新たな政策アイデアを
引き出し、その実施を促す場となっている。これらのイベントは東京
にある研究所内やその他のアジア都市でも開催され、1,962 名が
参加した。ADBIは、研究部門によって新たに分かったことや提言を、
広く伝えるために分かりやすくまとめた政策概要も作成した。

この書籍は、いくつか
の国別研究とともに、イ
ンフラ整備がいかに生
産、税金、貿易、企業
の生産性を向上させる
かについて述べている。
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ADB が 2018 年に実施した業績評価は、ADB
の目標と個々の職員の業務計画をより密接に結
びつけ、フィードバックの頻度を増やした枠組みと
なっている。一方、上級の国際職員に対し 360
度評価が 2017 年に導入され、リーダーシップの
強化に役だっている。

学習・能力開発 
ADB は、組織が有する知識が「ストラテジー
2030」の成功の鍵であると捉え、職員のトレー
ニングや能力開発に投資し、継続的な学習、ア
カウンタビリティ、イノベーション、およびリーダー
シップが組織風土として醸成するよう取り組んで
いる。  
ADB は 2018 年、129 件の学習・能力開発プ
ログラムを提供し、7,725 名（うち 5,567 名は
マニラの ADB 本部職員、2,158 名は現地事務
所職員）が受講した。
2018 年中に、ADB の管理職職員約 100 名が、
リーダーシップ能力開発プログラムを終えた。ま
た、管理職とそれ以外の一般職員が、フィードバッ
クとコーチングを通じ、パフォーマンスについてよ
り効果的な対話ができるよう、新たな主要プログ
ラムも立ち上げた。このプログラムには 550 名
を超える職員が参加した。2016 年以降、850
名以上のマネージャーや一般職員が、職場におけ
る無意識の偏見について認識を促し、偏見をなく
し、客観的な意思決定を支援する実践的ツールを
提供するトレーニングを受講した。
ADB 内の各事務所と部局との連携に基づき、
ADB は、2018 年には 37 の E ラーニングコー
スを提供し、学術研究機関や政府、NGO、民間
セクター、国際機関の関係者およそ 1 万 929 名
が受講した。
ADB は「ストラテジー 2030」の下で民間セクター
業務が増加していることを踏まえ、株式投資や企
業与信、財務モデリング、コーポレートガバナン
スに関する研修を通じ、民間セクターにおける資
金調達スキルの構築にも注力した。

紛争管理
オンブズパーソン部（OOMP）は ADB 内コミュ
ニティに対し、職場における問題解決を支援する
ため、守秘義務をもって中立的かつ非公式な解
決策を提示する。
2018 年、OOMP は 16 のマネジメントチーム、
ADB 本部内の 42 部署、現地事務所 10 カ所を
訪問し、職場の業務に対する意識向上や、職場

で起きる問題の傾向やパターンの共有を図った。
OOMP は、ADB 内の人々が、ADB の組織文
化の課題やその強化について話し合える場を設け
た。オンブズパーソンは ADB の経営陣に対し、
組織的な問題点について報告し、その解決法を
提案した。こうした活動の結果、支援を求める、
あるいは問題を提起する職員の数が大幅に増加
した。複数の部署や現地事務所からも、OOMP
に対しトラブル解決に関する知識共有を望む声が
あった。

効果的な総務サービスの提供
ADB は 2018 年中も引き続き、組織対応力の強
化を進めた。
ADB はマニラ本部に人材や業務プロセス、IT と
いった主要リソースが集中しているというリスクを
軽減すべく、重要プロセスを徐々に分散させてい
る。2018 年は地域ごとの財務ハブ立ち上げや、
融資実行を処理する 2 次拠点の設置、現地事務
所への IT 担当職員派遣、代替執務環境の確保、
業務部局への事業継続体制の拡大を行った。3
月には財務データをオンラインで複製するオフショ
アデータセンターをジュネーブに設置し、災害時
の復旧体制を強化した。ADB は 2018 年、セキュ
リティ業務センターの改良・拡充を通じて、マニ
ラ本部および現地事務所の職員の安全・危機管
理体制をさらに強化した。

「ストラテジー 2030」では、ADB が官民セクター
に一体化したソリューションを提供するには現地事
務所の強化が重要とされており、ADB はこの点
を踏まえ、各国の駐在員事務所支援室を総務部
内に設置した。同部署は、現地事務所の新設や
移転、拡張、および安全・危機管理について専
門的な助言を行うことにより、現地事務所をより
強力にサポートする。
ADB は 9 月、組織全体の調達システム「E プロ
キュアメント」の実施の第 2 フェーズを完了した。
2017 年 7 月の使用開始以来、このシステムに
より、発注承認にかかる平均処理時間が 96％短
縮された。自動化されたワークフローや 2 回目以
降の購買ではカタログを使用するなどにより、職
員の生産性も向上した。また調達手順の検査が
可能となったため、調達の強化やコンプライアン
スとガバナンスの改善、透明性の向上がもたらさ
れた。2019 年の最終フェーズでは、現地事務所
にシステムが導入される予定である。

129
37のEラーニン
グに加え、2018
年に ADB 職員
に提供された学
習・能力開発プ
ログラムの数
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効果的な組織の実現

パートナーシップの構築
開発のためのパートナーシップ

「ストラテジー 2030」では、多様な機関とのパー
トナーシップ強化を構想している。ADB は 2018
年、この構想を後押しする複数の取り組みに着
手し、手始めとして、協調融資を算定する際、
ADB のプロジェクトおよびプログラムの成果達成
に貢献した分のみが考慮されるよう、協調融資の
定義を制限した。また開発パートナーと接する際、
より相手に合わせたアプローチを採用した。例え
ばカナダ政府に対しては、ADB の複数の部署か
らの協力を活かし、同国の「フェミニスト国際援
助政策」に沿って的を絞った六つの案件を提案し
た。
協調融資業務部は、バングラデシュやカンボジア、
ネパール、パキスタン、ウズベキスタンの国別支
援戦略（CPS）や国別業務計画（COBP）の策
定にあたり、地域局とも密接に連携することで、
パートナーとの早期関与を図っている。信託基金
の業務およびアカウンタビリティ向上のため、同
部は、申請手順の自動化や IT によるサポート提
供を通じたドナー機関情報へのアクセス拡大、新
規資金を呼び込むためのアウトリーチ活動の強化
などの取り組みに着手した。その効果は、アフガ
ニスタン・インフラ信託基金にさっそく表れている。

5 月にマニラで開催された ADB 年次総会には、市民社会団体の代表者 200 名以上が参加した。会議では、市民社会団体が
ADB プロジェクトの設計・実施・モニタリングにおいて、積極的な役割を果たす機会が増えたことが強調された。

市民社会団体との連携強化
ADB は 2018 年も、市民社会団体（CSO）と
の協力を強化し、その助言が ADB プロジェクト
に活かされるよう促進した。
ADB は、市民社会団体や政府当局向けにナレッ
ジ関連プロダクトやサービスを提供し、市民社会
団体が ADB 業務の質的改善にいかに貢献できる
かを紹介するとともに、CSO に対しても ADB 業
務に対する知見や視点を求めた。
5 月には「ストラテジー 2030」に関する協議ワー
クショップを開催し、開発途上加盟国における市
民社会団体の代表者 130 名以上が参加した。9
月にはアジア開発銀行研究所と ADB の持続的開
発・気候変動局が、持続可能な開発目標（SDGs）
の進展のための市民社会団体の関与について
フォーラムを開催した。モンゴルでは、「ゲル地区
マッピングセンター」と「ユニバーサルプログレ
ス自立生活センター（Tugeemel Hugjil）」（障
害を持つ人々が運営する NGO）の 2 団体と連
携し、ウランバートルのゲル地区（天幕住居地域）
における交通機関利用者の潜在的ニーズや課題
を洗い出すための調査を行った。
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付属資料 1：ADBの国別コミットメント額（2018年） （単位：百万ドル）
融資、グラント、その他 技術協力b 協調融資c

合計国 (アルファベット順)
一般
OCR

譲許的
OCR

ADF
グラント

その他
のSF 小計

プロジェ
クト TA 小計

アフガニスタン  -  -  623.2  -  623.2  1.6  75.0  0.5  75.5  700.3 
アルメニア  112.0  -  -  -  112.0  2.6  66.8  -  66.8  181.3 
アゼルバイジャン  250.0  -  -  -  250.0  0.5  100.0  -  100.0  350.5 
バングラデシュ  1,264.0  841.0  100.0  -  2,205.0  12.5  2,619.1  4.1  2,623.2  4,840.7 
ブータン  -  38.4  59.3  -  97.6  1.0  -  -  -  98.6 
カンボジア  40.0  560.5  8.5  -  609.0  1.2  169.1  3.5  172.6  782.8 
中国  2,624.1  -  -  -  2,624.1  19.2  942.5  3.0  945.5  3,588.7 
クック諸島  15.0  -  -  -  15.0  -  22.0  -  22.0  37.0 
ミクロネシア連邦  -  -  -  -  -  -  -  -  -  - 
フィジー  15.0  -  -  -  15.0  1.2  15.0  0.3  15.3  31.5 
ジョージア  294.8  -  -  -  294.8  3.4  1,052.9  -  1,052.9  1,351.0 
インド  3,529.8  -  -  -  3,529.8  17.0  330.0  6.6  336.6  3,883.4 
インドネシア  2,082.1  -  -  3.0  2,085.1  1.1  2,295.7  8.6  2,304.3  4,390.5 
カザフスタン  120.0  -  -  -  120.0  3.1  -  1.2  1.2  124.3 
キリバス  -  -  24.1  -  24.1  -  7.4  -  7.4  31.5 
キルギス  -  114.0  39.1  -  153.1  2.7  -  -  -  155.8 
ラオス  -  -  196.0  -  196.0  1.5  -  1.8  1.8  199.3 
マレーシア  -  -  -  -  -  -  30.4  -  30.4  30.4 
モルディブ  -  -  33.1  -  33.1  1.3  2.0  1.0  3.0  37.3 
マーシャル諸島  -  -  12.7  -  12.7  -  -  -  -  12.7 
モンゴル  385.0  45.0  -  -  430.0  7.0  108.0  4.2  112.2  549.1 
ミャンマー  10.0  614.1  -  -  624.1  3.9  72.0  5.3  77.3  705.4 
ナウル  -  -  36.3  -  36.3  -  41.0  -  41.0  77.3 
ネパール  -  582.2  10.0  -  592.2  2.7  7.6  5.3  12.9  607.8 
パキスタン  1,036.1  18.5  -  -  1,054.6  9.1  1,129.2  12.4  1,141.6  2,205.4 
パラオ  15.0  -  -  -  15.0  -  -  -  -  15.0 
パプアニューギニア  145.1  49.9  -  1.0  196.0  2.7  8.0  2.7  10.7  209.4 
フィリピン  1,380.0  -  -  -  1,380.0  7.4  361.3  2.3  363.6  1,751.0 
サモア  -  -  3.0  -  3.0  0.8  -  -  -  3.8 
ソロモン諸島  -  -  11.0  -  11.0  -  16.4  -  16.4  27.4 
スリランカ  379.0  128.5  12.5  -  520.0  5.0  904.0  3.5  907.5  1,432.5 
タジキスタン  -  -  214.7  -  214.7  2.7  5.0  -  5.0  222.3 
タイ  515.0  -  -  -  515.0  -  965.6  -  965.6  1,480.6 
東ティモール  19.0  25.0  -  -  44.0  2.7  -  0.2  0.2  46.9 
トンガ  -  -  16.2  1.0  17.2  -  3.4  -  3.4  20.5 
トルクメニスタン  500.0  -  -  -  500.0  0.9  -  1.5  1.5  502.4 
ツバル  -  -  17.9  -  17.9  -  -  -  -  17.9 
ウズベキスタン  750.0  388.0  -  -  1,138.0  5.6  1,080.5  2.8  1,083.3  2,226.9 
バヌアツ  -  -  -  0.5  0.5  0.8  -  -  -  1.3 
ベトナム  402.0  467.0  -  0.3  869.3  0.8  1,174.1  5.0  1,179.1  2,049.2 
域内複数国a  403.0  -  -  -  403.0  119.7  261.0  53.9  314.9  837.6 
ADB合計  16,286.0  3,872.0 1,417.5  5.8  21,581.4  241.2 13,864.9  129.9  13,994.8 35,817.3 
ADB＝ アジア開発銀行、ADF＝アジア開発基金、OCR＝通常資本財源、SF＝特別基金、TA＝技術協力 
注：コミットメント額は、ADBの理事会または経営陣により承認され、借り手や受益者あるいは被投資会社とADBが合意署名した投融資額。投融資契約上の金額であり、署名時の
為替レートにより承認額と異なる場合がある。公的・民間を問わず、ADBが管理しない協調融資のうち、その契約額が速やかに確認できないものについては、承認額が用いられて
いる。
a 「域内複数国」には、2カ国以上が関与するノンソブリン業務、ならびにすべての地域技術協力が含まれる。
b 技術協力特別基金およびその他の特別基金を指す。
c 信託基金を含む。
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次のページに続く

付属資料2：コミットメント済の融資およびグラント（2018年）
一般通常資本財源および譲許的財源のコミットメント額 （単位：百万ドル）

地域/国/融資・グラント案件名 提供方法 一般OCR 譲許的OCR ADFグラント 合計
A．ソブリン業務  13,150.2  3,872.0  1,417.5  18,439.7 

中央・西アジア  2,880.9  520.5  877.0  4,278.4 
アフガニスタン  -  -  623.2  623.2 

Energy Supply Improvement Investment Program – Tranche 3  MFF  -  -  44.8  44.8 
Qaisar–Dari Bum Road プロジェクト  -  -  330.0  330.0 
Road Asset Management - Additional Financing プロジェクト  -  -  30.0  30.0 
Horticulture Value Chain Development Sector プロジェクト  -  -  75.0  75.0 
Energy Supply Improvement Investment Program – Tranche 5  MFF  -  -  143.4  143.4 

アルメニア  50.0  -  -  50.0 
Public Efficiency and Financial Markets Program (Subprogram 2)  PBL  50.0  -  -  50.0 

アゼルバイジャン  250.0  -  -  250.0 
Improving Governance and Public Sector Efficiency Program 

(Subprogram 1)
 PBL  250.0  -  -  250.0 

ジョージア  294.8  -  -  294.8 
East–West Highway (Khevi–Ubisa Section) Improvement プロジェクト  294.8  -  -  294.8 

キルギス  -  114.0  39.1  153.1 
Central Asia Regional Economic Cooperation Corridors 1 and 3 

Connector Road (Phase 2) - Additional Financing
プロジェクト  -  68.5  9.5  78.0 

Issyk-Kul Wastewater Management プロジェクト  -  23.7  12.8  36.5 
Climate Change and Disaster-Resilient Water Resources Sector プロジェクト  -  21.8  16.8  38.6 

パキスタン  1,036.1  18.5  -  1,054.6 
Khyber Pakhtunkhwa Provincial Roads Improvement プロジェクト  121.5  18.5  -  140.0 
Second Power Transmission Enhancement Investment Program – 

Tranche 2
 MFF  260.0  -  -  260.0 

Enhancing Public–Private Partnerships in Punjab プロジェクト  100.0  -  -  100.0 
Jalalpur Irrigation プロジェクト  274.6  -  -  274.6 
Second Power Transmission Enhancement Investment Program – 

Tranche 3
 MFF  280.0  -  -  280.0 

タジキスタン  -  -  214.7  214.7 
Central Asia Regional Economic Cooperation Corridors 2, 5, and 6 

(Dushanbe–Kurgonteppa) Road - Additional Financing
プロジェクト  -  -  90.0  90.0 

Water Resources Management in the Pyanj River Basin - Additional 
Financing

プロジェクト  -  -  6.5  6.5 

National Disaster Risk Management プロジェクト  -  -  10.0  10.0 
Reconnection to the Central Asian Power System プロジェクト  -  -  35.0  35.0 
Dushanbe Water Supply and Sanitation プロジェクト  -  -  41.2  41.2 
Maternal and Child Health Integrated Care プロジェクト  -  -  32.0  32.0 

トルクメニスタン  500.0  -  -  500.0 
National Power Grid Strengthening プロジェクト  500.0  -  -  500.0 

ウズベキスタン  750.0  388.0  -  1,138.0 
Power Generation Efficiency Improvement プロジェクト  450.0  -  -  450.0 
Economic Management Improvement Program (Subprogram 1)  PBL  300.0  -  -  300.0 
Horticulture Value Chain Development - Additional Financing プロジェクト  -  198.0  -  198.0 
Primary Health Care Improvement プロジェクト  -  45.0  -  45.0 
Western Uzbekistan Water Supply System Development プロジェクト  -  145.0  -  145.0 

東アジア  2,200.6  45.0  -  2,245.6 
中国  1,815.6  -  -  1,815.6 

Mountain Railway Safety Enhancement プロジェクト  180.0  -  -  180.0 
Xinjiang Changji Integrated Urban–Rural Infrastructure Demonstration プロジェクト  150.0  -  -  150.0 
Shandong Spring City Green Modern Trolley Bus Demonstration プロジェクト  150.0  -  -  150.0 
Public–Private Partnerships Demonstration Program to Transform 

Delivery of Elderly Care Services in Yichang, Hubei
 RBL  50.0  -  -  50.0 

Heilongjiang Green Urban and Economic Revitalization プロジェクト  310.0  -  -  310.0 
Guangxi Regional Cooperation and Integration Promotion Investment 

Program – Tranche 2
 MFF  180.0  -  -  180.0 

Air Quality Improvement in the Greater Beijing–Tianjin–Hebei Region—
Regional Emission-Reduction and Pollution-Control Facility

プロジェクト  495.6  -  -  495.6 

Chongqing Longxi River Basin Integrated Flood and Environmental Risk 
Management

プロジェクト  150.0  -  -  150.0 

Hunan Xiangjiang River Watershed Existing Solid Waste Comprehensive 
Treatment

プロジェクト  150.0  -  -  150.0 

モンゴル  385.0  45.0  -  430.0 
Ensuring Inclusiveness and Service Delivery for Persons with Disabilities プロジェクト  -  25.0  -  25.0 
Sustaining Access to and Quality of Education During Economic 

Difficulties
プロジェクト  50.0  -  -  50.0 

Ulaanbaatar Air Quality Improvement Program  PBL  130.0  -  -  130.0 



59

付属資料

付属資料2の続き

次のページに続く

地域/国/融資・グラント案件名 提供方法 一般OCR 譲許的OCR ADFグラント 合計
Regional Road Development and Maintenance プロジェクト  60.0  -  -  60.0 
Strengthening Information and Communication Technology Systems for 

Efficient and Transparent Public Investment and Tax Administration
プロジェクト  25.0  -  -  25.0 

Upscaling Renewable Energy Sector プロジェクト  40.0  -  -  40.0 
Southeast Gobi Urban and Border Town Development - Additional 

Financing
プロジェクト  20.0  -  -  20.0 

Ulaanbaatar Green Affordable Housing and Resilient Urban Renewal 
Sector

プロジェクト  60.0  20.0  -  80.0 

太平洋a  209.1  74.9  121.2  405.2 
クック諸島  15.0  -  -  15.0 

Improving Internet Connectivity for the South Pacific プロジェクト  15.0  -  -  15.0 
フィジー  15.0  -  -  15.0 

Sustained Private Sector-Led Growth Reform Program (Subprogram 1)  PBL  15.0  -  -  15.0 
キリバス  -  -  24.1  24.1 

Improving Internet Connectivity for Micronesia プロジェクト  -  -  21.6  21.6 
Strengthening Economic Management Reform Program (Subprogram 2)  PBL  -  -  2.5  2.5 

マーシャル諸島  -  -  12.7  12.7 
Energy Security プロジェクト  -  -  12.7  12.7 

ナウル  -  -  36.3  36.3 
Improving Internet Connectivity for Micronesia プロジェクト  -  -  15.0  15.0 
Sustainable and Climate-Resilient Connectivity プロジェクト  -  -  21.3  21.3 

パラオ  15.0  -  -  15.0 
Disaster Resilience Program  PBL  15.0  -  -  15.0 

パプアニューギニアb  145.1  49.9  -  195.0 
Health Services Sector Development Program (Subprogram 1)  SDP  145.1  49.9  -  195.0 

サモア  -  -  3.0  3.0 
Port Development  PDA  -  -  3.0  3.0 

ソロモン諸島  -  -  11.0  11.0 
Transport Sector Project Development Facility プロジェクト  -  -  6.0  6.0 
Improved Fiscal Sustainability Reform Program  PBL  -  -  5.0  5.0 

東ティモール  19.0  25.0  -  44.0 
Baucau to Viqueque Highway プロジェクト  19.0  25.0  -  44.0 

トンガc  -  -  16.2  16.2 
Cyclone Gita Recovery  EAL  -  -  6.8  6.8 
Outer Island Renewable Energy - Additional Financing プロジェクト  -  -  5.5  5.5 
Systems Strengthening for Effective Coverage of New Vaccines in the 

Pacific
プロジェクト  -  -  3.9  3.9 

ツバル  -  -  17.9  17.9 
Outer Island Maritime Infrastructure - Additional Financing プロジェクト  -  -  15.4  15.4 
Systems Strengthening for Effective Coverage of New Vaccines  

in the Pacific
プロジェクト  -  -  2.5  2.5 

南アジア  4,578.2  1,590.1  214.8  6,383.1 
バングラデシュ  1,204.0  841.0  100.0  2,145.0 

Railway Rolling Stock Operations Improvement プロジェクト  354.0  6.0  -  360.0 
Rupsha 800-Megawatt Combined Cycle Power Plant プロジェクト  500.0  -  -  500.0 
Emergency Assistance  EAL  -  -  100.0  100.0 
Secondary Education Sector Investment Program – Tranche 3  MFF  -  225.0  -  225.0 
Southwest Transmission Grid Expansion プロジェクト  350.0  -  -  350.0 
Supporting Fourth Primary Education Development Program  RBL  -  500.0  -  500.0 
Urban Primary Health Care Services Delivery - Additional Financing プロジェクト  -  110.0  -  110.0 

ブータン  -  38.4  59.3  97.6 
Phuentsholing Township Development プロジェクト  -  28.7  24.3  53.0 
Secondary Towns Urban Development プロジェクト  -  9.6  -  9.6 
Health Sector Development Program  SDP  -  -  20.0  20.0 
Skills Training and Education Pathways Upgradation プロジェクト  -  -  15.0  15.0 

インド  3,030.2  -  -  3,030.2 
Second Rural Connectivity Investment Program – Tranche 1  MFF  250.0  -  -  250.0 
Bihar Urban Development Investment Program – Tranche 2  MFF  84.0  -  -  84.0 
Railway Sector Investment Program – Tranche 3  MFF  120.0  -  -  120.0 
Himachal Pradesh Skills Development プロジェクト  80.0  -  -  80.0 
Madhya Pradesh Irrigation Efficiency Improvement プロジェクト  375.0  -  -  375.0 
Karnataka State Highways Improvement III プロジェクト  346.0  -  -  346.0 
South Asia Subregional Economic Cooperation Road Connectivity 

Investment Program – Tranche 2
 MFF  150.0  -  -  150.0 

Kolkata Environmental Improvement Investment Program – Tranche 3  MFF  100.0  -  -  100.0 
Madhya Pradesh Skills Development プロジェクト  150.0  -  -  150.0 
West Bengal Drinking Water Sector Improvement プロジェクト  240.0  -  -  240.0 



60

ADB 年次報告 2018

付属資料2の続き

次のページに続く

地域/国/融資・グラント案件名 提供方法 一般OCR 譲許的OCR ADFグラント 合計
Second Rural Connectivity Investment Program – Tranche 2  MFF  110.0  -  -  110.0 
Accelerating Infrastructure Investment Facility in India – Tranche 3  MFF  300.0  -  -  300.0 
Himachal Pradesh Clean Energy Transmission Investment Program –  

Tranche 3
 MFF  105.0  -  -  105.0 

Tamil Nadu Urban Flagship Investment Program – Tranche 1  MFF  169.0  -  -  169.0 
Bihar State Highways III プロジェクト  200.0  -  -  200.0 
Karnataka Integrated Urban Water Management Investment Program – 

Tranche 2
 MFF  75.0  -  -  75.0 

Odisha Skills Development プロジェクト  85.0  -  -  85.0 
Infrastructure Development Investment Program for Tourism –  

Tranche 4
 MFF  31.0  -  -  31.0 

Assam Integrated Flood and Riverbank Erosion Risk Management 
Investment Program – Tranche 2

 MFF  60.2  -  -  60.2 

モルディブ  -  -  33.1  33.1 
Greater Malé Environmental Improvement and Waste Management プロジェクト  -  -  33.1  33.1 

ネパール  -  582.2  10.0  592.2 
Rural Connectivity Improvement プロジェクト  -  103.3  -  103.3 
Disaster Resilience of Schools プロジェクト  -  148.9  10.0  158.9 
South Asia Subregional Economic Cooperation Highway Improvement プロジェクト  -  180.0  -  180.0 
South Asia Subregional Economic Cooperation Power System Expansion 

- Additional Financing
プロジェクト  -  20.0  -  20.0 

Urban Water Supply and Sanitation (Sector) プロジェクト  -  130.0  -  130.0 
スリランカ  344.0  128.5  12.5  485.0 

Small and Medium-Sized Enterprises Line of Credit - Additional 
Financing

プロジェクト  75.0  -  -  75.0 

Skills Sector Enhancement Program - Additional Financing  RBL  40.0  60.0  -  100.0 
Mahaweli Water Security Investment Program – Tranche 2  MFF  179.0  31.0  -  210.0 
Rooftop Solar Power Generation プロジェクト  50.0  -  -  50.0 
Health System Enhancement プロジェクト  -  37.5  12.5  50.0 

東南アジア  3,281.4  1,641.6  204.5  5,127.5 
カンボジア  -  560.5  8.5  569.0 

Provincial Water Supply and Sanitation プロジェクト  -  50.0  -  50.0 
Road Network Improvement プロジェクト  -  70.0  -  70.0 
Tonle Sap Poverty Reduction and Smallholder Development - Additional 

Financing
プロジェクト  -  45.7  4.3  50.0 

Climate-Friendly Agribusiness Value Chains Sector プロジェクト  -  90.0  -  90.0 
Rural Roads Improvement III プロジェクト  -  58.5  1.5  60.0 
Fourth Greater Mekong Subregion Corridor Towns Development プロジェクト  -  78.5  1.5  80.0 
Second Greater Mekong Subregion Tourism Infrastructure for Inclusive 

Growth
プロジェクト  -  30.0  -  30.0 

Second Upper Secondary Education Sector Development Program  SDP  -  50.0  -  50.0 
Second Urban Environmental Management in the Tonle Sap Basin プロジェクト  -  87.7  1.3  89.0 

インドネシアd  1,700.0  -  -  1,700.0 
Fiscal and Public Expenditure Management Program (Subprogram 2)  PBL  500.0  -  -  500.0 
Stepping Up Investments for Growth Acceleration Program 

(Subprogram 3)
 PBL  500.0  -  -  500.0 

Emergency Assistance for Recovery and Rehabilitation from Recent 
Disasters

 EAL  500.0  -  -  500.0 

Advanced Knowledge and Skills for Sustainable Growth Investment プロジェクト  200.0  -  -  200.0 
ラオス  -  -  196.0  196.0 

Health Sector Governance Program (Subprogram 2)  PBL  -  -  30.0  30.0 
Climate-Friendly Agribusiness Value Chains Sector プロジェクト  -  -  40.5  40.5 
Fourth Greater Mekong Subregion Corridor Towns Development プロジェクト  -  -  48.0  48.0 
Second Greater Mekong Subregion Tourism Infrastructure for Inclusive 

Growth
プロジェクト  -  -  47.0  47.0 

Water Supply and Sanitation Sector - Additional Financing プロジェクト  -  -  30.5  30.5 
ミャンマー  -  614.1  -  614.1 

Third Greater Mekong Subregion Corridor Towns Development プロジェクト  -  80.0  -  80.0 
Climate-Friendly Agribusiness Value Chains Sector プロジェクト  -  40.5  -  40.5 
Greater Mekong Subregion Highway Modernization プロジェクト  -  194.7  -  194.7 
Power Network Development プロジェクト  -  298.9  -  298.9 

フィリピン  1,380.0  -  -  1,380.0 
Improving Growth Corridors in Mindanao Road Sector プロジェクト  380.0  -  -  380.0 
Expanding Private Participation in Infrastructure Program  

(Subprogram 2)
 PBL  300.0  -  -  300.0 

Inclusive Finance Development Program (Subprogram 1)  PBL  300.0  -  -  300.0 
Emergency Assistance for Reconstruction and Recovery of Marawi  EAL  400.0  -  -  400.0 
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地域/国/融資・グラント案件名 提供方法 一般OCR 譲許的OCR ADFグラント 合計
タイ  99.4  -  -  99.4 

Greater Mekong Subregion Highway Expansion Phase 2 プロジェクト  99.4  -  -  99.4 
ベトナムe  102.0  467.0  -  569.0 

Basic Infrastructure for Inclusive Growth in the Northeastern  
Provinces Sector

プロジェクト  -  150.0  -  150.0 

Secondary Green Cities Development プロジェクト  50.0  120.0  -  170.0 
Basic Infrastructure for Inclusive Growth in the North Central Provinces 

Sector
プロジェクト  52.0  97.0  -  149.0 

Water Efficiency Improvement in Drought-Affected Provinces プロジェクト  -  100.0  -  100.0 

B．ノンソブリン業務  3,135.8  -  -  3,135.8 
アルメニア  62.0  -  -  62.0 

Strengthening the Banking Sector for Financial Inclusion エクイティ  30.0  -  -  30.0 
High-Efficiency Horticulture and Integrated Supply Chain 融資  32.0  -  -  32.0 

バングラデシュ  60.0  -  -  60.0 
Cornerstone Investment in a Leading Power Developer エクイティ  60.0  -  -  60.0 

カンボジア  40.0  -  -  40.0 
Expanding Micro, Small, and Medium-Sized Enterprise Lending 融資  40.0  -  -  40.0 

中国  808.5  -  -  808.5 
Environmentally Sustainable Agricultural Input Distribution 融資/エク

イティ
 80.0  -  -  80.0 

Integrated Urban Water Management 融資  200.0  -  -  200.0 
Geothermal District Heating 融資  250.0  -  -  250.0 
Green Transport Finance 融資  200.0  -  -  200.0 
Financing Micro, Small, and Medium-Sized Enterprises in the Western 

Region
融資  19.7  -  -  19.7 

Small and Medium-Sized Enterprises Finance in Underdeveloped 
Regions

融資  58.8  -  -  58.8 

インド  499.6  -  -  499.6 
ReNew Clean Energy 融資  54.1  -  -  54.1 
Expanding Credit Delivery for Micro-, Small- and Medium-Sized 

Enterprises
 ODS  150.0  -  -  150.0 

Kutch Wind 融資  93.0  -  -  93.0 
Expanding Micro-, Small- and Medium Enterprise Lending  ODS  148.0  -  -  148.0 
Supporting Access to Finance for Women in Rural Areas エクイティ  19.6  -  -  19.6 
Multiples Private Equity Fund III Limited エクイティ  35.0  -  -  35.0 

インドネシア  382.1  -  -  382.1 
Rantau Dedap Geothermal Power (Phase 2) 融資  175.3  -  -  175.3 
Eastern Indonesia Renewable Energy Project (Phase 2) 融資  12.5  -  -  12.5 
Maternity and Child Care Hospital エクイティ  9.3  -  -  9.3 
Jawa-1 Liquefied Natural Gas-to-Power 融資  185.0  -  -  185.0 

カザフスタン  120.0  -  -  120.0 
Samruk Energy Restructuring and Transformation 融資  120.0  -  -  120.0 

ミャンマー  10.0  -  -  10.0 
Ascent Myanmar Growth Fund I L.P. エクイティ  10.0  -  -  10.0 

域内複数国向け  403.0  -  -  403.0 
ASEAN Distributed Power (Phase 2) 融資  235.0  -  -  235.0 
Agricultural Value Chain Development 融資  88.0  -  -  88.0 
DCDC Dialysis Network エクイティ  5.0  -  -  5.0 
Exacta Asia Investment II, L.P. エクイティ  25.0  -  -  25.0 
Creador IV, L.P. エクイティ  50.0  -  -  50.0 

スリランカ  35.0  -  -  35.0 
Improving Access to Finance for Micro, Small, and Medium-Sized 

Enterprises
融資  35.0  -  -  35.0 

タイ  415.6  -  -  415.6 
Southern Thailand Waste-to-Energy 融資  35.2  -  -  35.2 
Chonburi Natural Gas Power 融資  227.7  -  -  227.7 
Thailand Green Bond  ODS  152.7  -  -  152.7 

ベトナム  300.0  -  -  300.0 
Municipal Waste-to-Energy 融資  100.0  -  -  100.0 
Mainstreaming Small and Medium-Sized Enterprises Lending 融資  200.0  -  -  200.0 

合計  16,286.0  3,872.0  1,417.5  21,575.6 
ADF＝アジア開発基金、ASEAN＝東南アジア諸国連合、EAL＝緊急支援融資、MFF＝マルチトランシェ融資ファシリティ、OCR＝通常資本財源、ODS＝その他の債券、PBL＝政策支
援型融資、PDA＝プロジェクト設計前渡金、RBL＝成果連動型融資、SDP＝セクター開発プログラム
注：上記プロジェクト一覧には、アジア開発基金以外の特別基金によるプロジェクトは含まれない。小数点以下の処理により合計と一致しない場合がある。
a ADBはバヌアツの第2次マナロ火山災害対応支援のため、アジア太平洋災害対応基金より50万ドルのグラントも供与した。
b ADBは上記に加え、同国の地震緊急対応支援のため、アジア太平洋災害対応基金より100万ドルのグラントも供与した。
c ADBは上記に加え、同国の熱帯サイクロン「ジータ」緊急対応支援のため、アジア太平洋災害対応基金より100万ドルのグラントも供与した。
d ADBは上記に加え、同国のスラウェシ島津波緊急対応支援のため、アジア太平洋災害対応基金より300万ドルのグラントも供与した。
e ADBは上記に加え、同国の干ばつ被災地域（州）の水利用効率化を支援するため、気候変動基金より30万ドルのグラントも供与した。
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付属資料3：ADBの承認額（2014～2018年） （単位：百万ドル）
項目 2014a 2015a 2016a 2017a 2018
融資、グラントなど

融資、グラントなど
一般通常資本財源  10,334  12,731  13,964  16,707  14,108 

融資  10,132  12,256  13,422b  15,887c  13,345d 
出資  182e  134  27  390  235 
保証  20  291  515  330  78 
貿易金融プログラム  -  -  -  -  350 
サプライチェーン金融プログラム  -  -  -  -  100 
マイクロファイナンス・プログラム  -  50  -  100  - 

譲許的財源  3,091  2,869  3,071  2,267  5,205 
融資  2,686  2,514  2,554  1,715  4,165f 
グラント  405  355  518  551  1,040 

特別基金g  0  7  9  2  6 
グラント  0  7  9  2  6 

小計  13,425  15,607  17,044  18,976  19,319 

業務別
ソブリン  11,571  13,159  14,640  15,922  15,642 

融資  11,166  12,796  13,613  15,369  14,596 
保証  -  -  500  - - 
グラント  405  362  527  553  1,046f

ノンソブリン  1,854  2,448  2,405  3,054  3,677 
融資  1,652  1,973  2,363b  2,234c  2,914d

出資  182e  134  27  390  235 
保証  20  291  15  330  78 
貿易金融プログラム  -  -  -  -  350 
サプライチェーン金融プログラム  -  -  -  -  100 
マイクロファイナンス・プログラム  - 50  -  100  - 

小計  13,425  15,607  17,044  18,976  19,319 

技術協力
ソブリン  148  135  162  196  200 
ノンソブリン  11  5  7  9  15 
小計  158  141  169  205  215 

協調融資（信託基金を含む）
ソブリン  4,218  6,092  8,110  3,657  6,449 

ADBが管理する信託基金  147  205  399  143  151 
二国間  902  2,232  3,258  1,899  2,222 
多国間  2,735  3,442  4,140  1,214  3,357 
その他h  434  213  314  400  720 

ノンソブリンi  4,806  4,568  5,836  5,947  7,358 
小計  9,023  10,660  13,947  9,604  13,807 

合計  22,607  26,407  31,160  28,785  33,340 
－ ＝ゼロ、0＝50万ドル未満
注：小数点以下の処理により合計と一致しない場合がある。
a 失効した融資、グラント、出資、保証、技術協力を除く。
b 会計基準に従って、財務諸表では債券に分類された2億2,500万ドルを含む。
c 会計基準に従って、財務諸表では債券に分類された3億ドルを含む。
d 会計基準に従って、財務諸表では債券に分類された2,000万ドルを含む。
e 会計基準に従って、財務諸表では債券に分類された1,000万ドルを含む。
f 2018年4月に承認されたプロジェクト設計前渡金300万ドルを含む。
g アジア太平洋災害対応基金や気候変動基金など、アジア開発基金（ADF）以外の特別基金。
h 「その他」には、財団や企業の社会的責任（CSR）プログラムを通じた民間セクターの協調融資のほか、各国の開発銀行など公的な協調融資に該当しないすべての公的財源を

含む。
i ノンソブリン協調融資には、貿易金融プログラム協調融資、Bローン、パラレルローンなどの民間協調融資が含まれる。

ADBの地域別承認額（2018年）           
地域 2014 2015 2016 2017 2018
中央・西アジア  5,161  7,276  8,066  7,517  5,923 
東アジア  2,796  3,125  3,065  4,291  3,849 
太平洋  202  403  817  532  512 
南アジア  6,688  7,497  7,864  7,932  10,797 
東南アジア  7,185  7,569  11,153  7,280  11,370 
地域  576  537  195  1,234  890 
合計  22,607  26,407  31,160  28,785  33,340 
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付属資料4：ADBの加盟国

アルメニア*

ジョージア*

アゼルバイジャン*

トルクメニスタン*

ウズベキスタン*
カザフスタン*

スリランカ*
モルディブ

バングラデシュ*

ミャンマー*
タイ*

ラオス*

モンゴル*

中国*

ベトナム*

香港

台湾

ブルネイ

ネパール*

インド*

ブータン*

パキスタン*

アフガニスタン*

タジキスタン

キルギス*

カンボジア*

マレーシア

韓国

フィリピン*

ニュージーランド

シンガポール
東ティモール*

インドネシア*

パプアニューギニア*

マーシャル諸島*

ミクロネシア連邦*

ソロモン諸島*

バヌアツ*

キリバス*

トンガ*

ナウル*

ツバル*

パラオ*

サモア*

クック諸島*

フィジー*

日本*

オーストラリア*

         

域外加盟国（19カ国）

オーストリア、ベルギー、カナダ、デンマーク、フィンランド、フランス、
ドイツ*、アイルランド、イタリア、ルクセンブルク、オランダ、
ノルウェー、ポルトガル、スペイン、スウェーデン、スイス、トルコ、
英国、米国*

－ 先進加盟国または支援対象から卒業した加盟国

* 事務所所在国
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付属資料5：加盟国、資本金、および議決権
（2018年12月31日現在）

加盟年
応募済資本a 
（構成比％）

議決権b  
（構成比％）

域内
アフガニスタン 1966 0.034 0.325
アルメニア 2005 0.298 0.537
オーストラリア 1966 5.773 4.917
アゼルバイジャン 1999 0.444 0.653
バングラデシュ 1973 1.019 1.114
ブータン 1982 0.006 0.303
ブルネイ 2006 0.351 0.580
カンボジア 1966 0.049 0.338
中国 1986 6.429 5.442
クック諸島 1976 0.003 0.301
フィジー 1970 0.068 0.353
ジョージア 2007 0.341 0.571
香港（中国） 1969 0.543 0.733
インド 1966 6.317 5.352
インドネシア 1966 5.434 4.646
日本 1966 15.571 12.756
カザフスタン 1994 0.805 0.942
キリバス 1974 0.004 0.302
韓国 1966 5.026 4.320
キルギス 1994 0.298 0.537
ラオス 1966 0.014 0.310
マレーシア 1966 2.717 2.472
モルディブ 1978 0.004 0.302
マーシャル諸島 1990 0.003 0.301
ミクロネシア連邦 1990 0.004 0.302
モンゴル 1991 0.015 0.311
ミャンマー 1973 0.543 0.733
ナウル 1991 0.004 0.302
ネパール 1966 0.147 0.416
ニュージーランド 1966 1.532 1.524
パキスタン 1966 2.174 2.037
パラオ 2003 0.003 0.301
パプアニューギニア 1971 0.094 0.373
フィリピン 1966 2.377 2.200
サモア 1966 0.003 0.301
シンガポール 1966 0.340 0.570
ソロモン諸島 1973 0.007 0.304
スリランカ 1966 0.579 0.761
台湾 1966 1.087 1.168
タジキスタン 1998 0.286 0.527
タイ 1966 1.358 1.385
東ティモール 2002 0.010 0.306
トンガ 1972 0.004 0.302
トルクメニスタン 2000 0.253 0.501
ツバル 1993 0.001 0.300
ウズベキスタン 1995 0.672 0.836
バヌアツ 1981 0.007 0.304
ベトナム 1966 0.341 0.571
小計 63.390 65.040

加盟年
応募済資本a 
（構成比％）

議決権b  
（構成比％）

域外
オーストリア 1966 0.340 0.570
ベルギー 1966 0.340 0.570
カナダ 1966 5.219 4.474
デンマーク 1966 0.340 0.570
フィンランド 1966 0.340 0.570
フランス 1970 2.322 2.156
ドイツ 1966 4.316 3.752
アイルランド 2006 0.340 0.570
イタリア 1966 1.803 1.741
ルクセンブルク 2003 0.340 0.570
オランダ 1966 1.023 1.117
ノルウェー 1966 0.340 0.570
ポルトガル 2002 0.340 0.570
スペイン 1986 0.340 0.570
スウェーデン 1966 0.340 0.570
スイス 1967 0.582 0.764
トルコ 1991 0.340 0.570
英国 1966 2.038 1.929
米国 1966 15.571 12.756
小計 36.610 34.960
合計 100.000 100.000
注：小数点以下の処理により合計と一致しない場合がある。その他の詳細については、
年次報告2018の財務諸表にある応募済資本金・議決権計算書（OCR-8）の表を参照。
a  応募済資本とは、ADBの資本に対する加盟国の応募済持分をいう。
b  各加盟国の総議決権は、基本議決権と比例議決権からなる。各加盟国の基本議決権

は、全加盟国の基本議決権と比例議決権の合計の20％を全加盟国に均等に配分し
た議決権数である。各加盟国の比例議決権数は、当該加盟国が保有するADBの株
式の数と同じである。
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付属資料6：アジア開発基金（ADF）に対する拠出額 （単位：百万ドル）

拠出国（ABC順）
コミットメント済

の実効額a
うちADF第10次財源補充

（ADF XI 2013～2016年）
うちADF第11次財源補充

（ADF 12 2017～2020年）b

オーストラリア  2,668  589  275 
オーストリア  294  40  19 
ベルギー  244  32 – 
ブルネイ  21  6  0 
カナダ  2,035  179  84 
中国  183  41  82 
デンマーク  265  23  11 
フィンランド  201  27  11 
フランス  1,410  119  47 
ドイツ  1,933  179  71 
香港（中国）  123  31  14 
インド  64  30  34 
インドネシア  26 –  12 
アイルランド  107  25  12 
イタリア  1,193  85  40 
日本  12,888  1,875  929 
カザフスタン  8  5  3 
韓国  643  155  73 
ルクセンブルク  60  10  7 
マレーシア  33  9  4 
ナウル  0 – – 
オランダ  774  75  13 
ニュージーランド  187  30  13 
ノルウェー  310  47  22 
ポルトガル  92  0  0 
シンガポール  25  8  4 
スペイン  476  62 –c 
スウェーデン  490  73  20 
スイス  404  49  23 
台湾  115  21  10 
タイ  19  4  2 
トルコ  124  5  2 
英国  1,692  290  136 
米国  4,677  331  155 
合計  33,786  4,455  2,126 
0＝50万ドル未満、ADF＝アジア開発基金
注：小数点以下の処理により合計と一致しない場合がある。
a 総務会が決定した為替レートに基づく。2018年12月31日現在におけるADF Iから12までの提出・承認済拠出文書に基づく。移転資産額293億900万ドルにおけるADFドナー

の比例持分（2017年1月1日現在）を含み、技術協力特別基金への累積配分額16億1,200万ドルを除く。
b ADF 12がADF XI前回財源補充から大幅に減少したのは、2017年1月1日付でADFの融資業務が通常資本財源に統合され、それまで譲許的融資とグラントで構成されていた

ADF業務の内容がグラントのみとなったため。
c スペインによるADF12への拠出額652万ユーロは、ADB理事会の受諾承認が2019年2月5日となったため、上記には含まれていない。
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付属資料7：信託基金および特別基金 （単位：百万ドル）

基金名（各設立年順） パートナー 設立年
2018年の
拠出額b

2018年12月31日
現在の累積拠出額c

2018年12月
31日現在の
未コミット残d

コミットメント
済（2018年の
合意署名済）

シングルパートナー信託基金
日本奨学金プログラムg 日本 1988  4.3  182.3  11.6  NA 
技術協力グラント基金（フランス） フランス 1989  -  25.8  0.4  0.1 
技術協力グラント基金（ノルウェー） ノルウェー 1991  -  4.4  0.0  - 
オーストラリア技術協力グラント オーストラリア 1993  -  61.7  3.6  - 
コンサルティング・サービスのためのスイス

協力基金
スイス 1998  -  2.3  0.0  - 

技術協力のためのデンマーク協力基金 デンマーク 2000  -  4.9  0.0  - 
貧困削減日本基金g 日本 2000  25.6  814.1  105.5  37.1 
技術協力のためのスペイン協力基金g スペイン 2000  0.4  12.7  2.5  - 
気候変動カナダ協力基金 カナダ 2001  -  3.4  0.0  - 
農村地域における再生可能エネルギーおよ

びエネルギー効率化のためのデンマーク
協力基金

デンマーク 2001  -  7.1  0.3  - 

情報通信技術日本基金g 日本 2001  -  10.7  2.7  - 
メコン河流域圏およびその他の特定のア

ジア諸国におけるプロジェクト準備協力
基金g

フランス 2004  1.2  6.3  1.0  1.0 

公共政策トレーニング日本基金g 日本 2004  -  22.0  7.4  - 
中国の貧困削減および地域協力基金g 中国 2005  -  90.0  43.7  8.6 
韓国e-アジアおよび知識パートナーシップ

基金g
韓国 2006  15.0  102.2  46.7  9.6 

水関連融資パートナーシップ・ファシリティに
基づくオランダ信託基金g

オランダ 2006  -  44.2  9.5  2.1 

クリーンエネルギー融資パートナーシップ・
ファシリティに基づくアジア・クリーンエネ
ルギー基金g

日本 2008  -  55.7  11.3  5.5 

地域協力・統合融資パートナーシップ・ファシ
リティに基づく投資環境整備基金g

日本 2008  -  31.5  9.3  - 

クリーンエネルギー融資パートナーシップ・
ファシリティに基づくアジア民間セクター
のためのカナダ気候基金g

カナダ 2013  -  77.8  7.9  0.4 

統合的な災害リスク管理基金g カナダ 2013  -  9.7  0.9  - 
水関連融資パートナーシップ・ファシリティ

に基づく衛生融資パートナーシップ信託
基金g

ビル＆メリンダ・ゲイツ
財団

2013  1.0  16.0  3.2  1.0 

二国間クレジット制度日本基金g 日本 2014  8.9  61.8  39.0  23.0 
アジアインフラパートナーシップ信託基金g 日本 2016  15.0  310.7e  NA  209.2 
アジア民間セクターのためのカナダ気候

基金IIg
カナダ 2017  -  110.7f  76.4  21.9 

アジア域内貿易・接続のための英国基金g 英国 2018  27.1  27.1  24.0  2.5 
マルチパートナー信託基金 
ガバナンス協力基金g カナダ、デンマーク、

アイルランド、ノルウェー
2001  -  7.2  0.3  - 

ジェンダーと開発の協力基金 オーストラリア、カナダ、
デンマーク、アイルランド、

ノルウェー

2003  -  11.9  0.1  - 

地域貿易・金融安全保障イニシアティブ協
力基金g

オーストラリア、日本、
米国

2004  -  3.0  0.6  - 

開発成果管理支援協力基金 カナダ、オランダ、
ノルウェー

2004  -  2.9  0.0  - 

金融セクター開発パートナーシップ基金 ルクセンブルク 2006  -  6.4  0.2  - 
水関連融資パートナーシップ・ファシリティに

基づくマルチドナー信託基金g
オーストラリア、

オーストリア、ノルウェー、
スペイン、スイス

2006  -  51.7  1.2  0.2 

次のページに続く
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付属資料7の続き

基金名（各設立年順） パートナー 設立年
2018年の
拠出額b

2018年12月31日
現在の累積拠出額c

2018年12月
31日現在の
未コミット残d

コミットメント
済（2018年の
合意署名済）

クリーンエネルギー融資パートナーシップ・
ファシリティに基づくクリーンエネルギー
基金g

オーストラリア、
ノルウェー、スペイン、
スウェーデン、英国

2007  2.3  110.2  22.1  14.9 

未来炭素基金g ベルギー、ENECOエネル
ギー・トレード、フィンラン

ド、韓国、POSCO、
スウェーデン

2008  -  85.7  76.5  NA 

クリーンエネルギー融資パートナーシップ・
ファシリティに基づく二酸化炭素回収・貯
留基金g

オーストラリア、英国 2009  -  64.1  48.4  5.0 

都市融資パートナーシップ・ファシリティに基
づく都市環境インフラ基金g

スウェーデン 2009  -  21.5  0.7  0.7 

アフガニスタン・インフラ信託基金 ANA信託基金、日本、
ドイツ、英国、米国

2010  -  794.6  116.3  60.5 

信用保証・投資ファシリティ ADB、ブルネイ、カンボジ
ア、インドネシア、日本、韓
国、ラオス、マレーシア、ミ
ャンマー、中国、フィリピ
ン、シンガポール、タイ、

ベトナム

2010  389.2  1,098.2  NA  NA 

保健融資パートナーシップ・ファシリティに基
づく、地域の脅威となるマラリアおよびそ
の他感染症対策基金g

オーストラリア、カナダ、
英国

2013  -  29.6  0.6  - 

都市融資パートナーシップ・ファシリティに基
づく都市気候変動対策信託基金g

ロックフェラー財団、スイ
ス、英国

2013  -  131.0  41.0  32.7 

アジア太平洋プロジェクト組成ファシリティg オーストラリア、カナダ、
日本

2014  -  53.1  34.4  - 

太平洋事業投資信託基金 オーストラリア 2014  -  4.6  0.1  - 
台風ヨランダ災害マルチドナー信託基金 フィンランド、英国 2014  -  8.5  2.3  - 
プロジェクト準備促進信託基金 北欧開発基金 2016  -  7.8  -  2.4 
国内資源動員信託基金g 日本 2017  2.0  4.0  2.0  - 
高度技術信託基金g 日本 2017  19.9  39.4  24.6  10.9 
アジア太平洋気候ファイナンス基金g ドイツ 2017  -  33.3  32.5  - 
アジア信託基金のための都市開発イニシ

アティブg
オーストリア、スイス 2017  6.3  6.3  6.2  - 

特別基金a

日本特別基金 日本 1988  -  1,124.7  109.4  - 
ADB研究所 ADB、オーストラリア、イ

ンドネシア、日本、韓国、
中国

1996  15.0  281.7  16.3  NA 

地域協力およびインフラ基金 ADB、日本 2007  -  69.6  9.7  5.3 
金融セクター開発パートナーシップ特別

基金
ADB、ルクセンブルク 2013  1.7  16.3  4.2  3.1 

－ ＝ゼロ、0＝5万ドル未満、NA＝該当なし
Note:  
a  特別基金（日本特別基金を除く）への拠出は、通常資本財源からの移転により行われている。特別基金一覧には、アジア開発基金（ADF）、技術協力特別基金（TASF）、気候変動

基金、アジア太平洋災害対応基金は含まれていない。ADFへの拠出金は付属資料6に記載されている。TASFへの拠出金は、加盟国から直接支払われる任意の拠出金とADFへ
の拠出金からの配分で構成される。また、外部パートナーは気候変動基金およびアジア太平洋災害対応基金への拠出は行わない。

b 2018年の拠出額には、同年中になされた追加および新規コミットメント額のみが含まれ、該当する場合には報告日時点の再評価額に基づき換算されている。
c 2018年12月31日の累積拠出額はキャンセルされたコミットメント額を差し引いたものであり、該当する場合には報告日時点の再評価額に基づき換算されている。
d 新規プロジェクトに利用可能な残高。基金を管理する担当からの配分要請額でADBが未承認のものは含まない。拠出金の未払いがある場合はその分も含まれ、該当する場合に

は報告日時点の再評価額に基づき換算されている。
e パートナーより実際に支払われた金額。
f パートナーより支払われた実額1億4,850万カナダドル。
g 新規プロジェクト／イニシアティブのための残高がある信託基金。
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独立評価局3

M.Taylor-Dormond局長
監察審査部2

D.Tang部長

総務会

理事会

アジア開発銀行研究所
吉野　直行 所長

汚職防止・公正管理部
J.Versantvoort部長

監査部
H.Ong 監査部長

オンブズパーソン部
W.Blair　オンブズパーソン

官民連携部
森下　洋司 部長

特別案件促進部
W.Evans 特別案件
ファシリテーター

戦略政策・パートナーシップ局
木村　知之 局長

副総裁
（ナレッジ管理・持続的開発担当）

B.Susantono

広報局
V.Tan主任ディレクター

持続的開発・気候変動局
W.Um局長

経済調査・地域協力局
澤田　康幸

チーフ・エコノミスト兼局長

副総裁（業務1地域担当）
S.Chen

南アジア局
H.Kim局長

中央・西アジア局
W.Liepach局長

東アジア局
A.Leung局長

副総裁
（業務2地域担当）

S.Groff

東南アジア局
R.Subramaniam局長

太平洋局
C.Locsin局長

副総裁
（民間部門・協調融資担当）

D.Gupta

民間セクター業務局
M.Barrow局長

協調融資業務部
K.Preugschat部長

副総裁
（財務・リスク管理担当）

I.van Wees

リスク管理部
A.Agha部長

会計局
C.Kim局長

財務局
P.Van Peteghem局長

副総裁
（総務・組織運営担当）

D.Stokes

官房
E.Zhukov官房長

総務部
C.L.Menon主任ディレクター

法務部
C.Stephens部長

予算・人事・経営システム局
高村　泰夫 局長

調達・ポートフォリオ・
財務管理局

R.Z.Teng局長

情報システム技術部
S.Hamid主任ディレクター

総裁
中尾　武彦

総裁特別上級顧問
小西　歩
X.Yao

付属資料8A：ADB組織図1

（2018年12月31日現在）

1 経営陣および幹部職員の連絡先は、http://www.adb.org/contacts/management-senior-staffを参照。
2 監察審査部は理事会に直接報告を行う。
3 独立評価局は開発効果委員会を通じて理事会に報告を行う。
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独立評価局3

M.Taylor-Dormond局長
監察審査部2

D.Tang部長

総務会

理事会

アジア開発銀行研究所
吉野　直行 所長

汚職防止・公正管理部
J.Versantvoort部長

監査部
H.Ong 監査部長

オンブズパーソン部
W.Blair　オンブズパーソン

官民連携部
森下　洋司 部長

特別案件促進部
W.Evans 特別案件
ファシリテーター

戦略政策・パートナーシップ局
木村　知之 局長

副総裁
（ナレッジ管理・持続的開発担当）

B.Susantono

広報局
V.Tan主任ディレクター

持続的開発・気候変動局
W.Um局長

経済調査・地域協力局
澤田　康幸

チーフ・エコノミスト兼局長

副総裁（業務1地域担当）
S.Chen

南アジア局
H.Kim局長

中央・西アジア局
W.Liepach局長

東アジア局
A.Leung局長

副総裁
（業務2地域担当）

S.Groff

東南アジア局
R.Subramaniam局長

太平洋局
C.Locsin局長

副総裁
（民間部門・協調融資担当）

D.Gupta

民間セクター業務局
M.Barrow局長

協調融資業務部
K.Preugschat部長

副総裁
（財務・リスク管理担当）

I.van Wees

リスク管理部
A.Agha部長

会計局
C.Kim局長

財務局
P.Van Peteghem局長

副総裁
（総務・組織運営担当）

D.Stokes

官房
E.Zhukov官房長

総務部
C.L.Menon主任ディレクター

法務部
C.Stephens部長

予算・人事・経営システム局
高村　泰夫 局長

調達・ポートフォリオ・
財務管理局

R.Z.Teng局長

情報システム技術部
S.Hamid主任ディレクター

総裁
中尾　武彦

総裁特別上級顧問
小西　歩
X.Yao
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テーマ

 
 

水
T.Panella
水セクター
グループ長

教育
B.Panth
教育セクター
グループ長

エネルギー
Y.Zhai
エネルギーセク
ターグループ長

金融
AC Schou-Zibell
金融セクター
グループ長

保健・医療
P.Osewe
保健セクター
グループ長

 
交通・運輸
J.Leather
交通セクター
グループ長

都市
M.Sharma
都市セクター
グループ長

気候変動・災害
リスク管理
P.Bhandari
気候変動・災害リ
スク管理テーマ別
グループ長

環境
D.Ponzi
環境テーマ別
グループ長

ジェンダー平等
田中そのみ
ジェンダー平等
テーマ別グルー
プ長

ガバナンス
（空席）
ガバナンステーマ別
グループ長

官民連携
S.Sampath
官民連携テーマ別
グループ長

地域協力・統合
A.Goswami
地域協力・統合
テーマ別
グループ長

農村開発・
食料安全保障 
（農業）
A.Siddiq
農村開発・食料安
全保障テーマ別
グループ長

社会開発
W.Walker
社会開発テーマ別
グループ長

セクター

付属資料8B：ADBのセクター別・テーマ別グループ
（2018年12月31日現在）



71

付属資料

付属資料9：ADB活動報告書

A. 主な活動概要報告書
• Development Effectiveness Review Report
• Development Effectiveness Report  

(Private Sector Operations)
• ADB Sustainability Report 
• Annual Evaluation Review

B. 財務とリスク管理
• 2018 Information Statement

C. 業務
1. ADB業務の概要

• Statement of the Asian Development Bank’s 
Operations 

• ADB Projects and Tenders: Project Data 
Sheets for Loans, Grants, Technical 
Assistance 

2. ポートフォリオ報告書
• Annual Portfolio Performance Report
• Quarterly Portfolio Updates 

3. 国別業務
• ADB Member Fact Sheets 
• Report on the Country Performance 

Assessment Exercise 
4. ドナー報告書

• Partnering for Development: Annual Donors’ 
Report 

• Annual Report of ADB–Japan Scholarship 
Program

• Japan Fund for Poverty Reduction Annual 
Report 

• People’s Republic of China Regional 
Cooperation and Poverty Reduction Fund: 
Annual Report 

5. パートナーシップ報告書
• Clean Energy Financing Partnership Facility  

Annual Report 
• Annual Report of the e-Asia and Knowledge 

Partnership Fund 
• Financial Sector Development Partnership 

Special Fund Annual Report 
• Future Carbon Fund (print only)
• Gender and Development Cooperation 

Fund  
Progress Report 

• Japan Fund for Joint Crediting Mechanism  
(print only) 

• Regional Malaria and Other Communicable 
Disease Threats Trust Fund: Final Report

• Urban Financing Partnership Facility 
Annual Report 

• Water Financing Partnership Facility 
Annual Report and Semiannual Progress 
Report 

• High-Level Technology Fund Annual 
Progress Report (print only)

D. 企画・予算
• Work Program and Budget Framework 
• Budget of the Asian Development Bank 

E. アカウンタビリティ
• ADB Accountability Mechanism Annual 

Report 
• Learning Report on the Implementation of 

the Accountability Mechanism Policy

F. 監査 
• Annual Report of the Audit Committee of 

the Board

G. 主な経済・金融調査
• Asian Development Outlook 
• Asia Bond Monitor 
• Key Indicators for Asia and the Pacific 
• Basic Statistics 
• Asian Economic Integration Report 
• Asian Development Review 
• ADB Economics Working Papers 

H. ADB研究所
• ADBI Year in Review 
• ADBI Three-Year Rolling Work Program and 

Budget
• ADBI Working Papers
• ADBI Policy Briefs 

I. その他の報告書
• Office of Anticorruption and Integrity: 

Annual Report 
• Annual Report on the Implementation of 

the Public Communications Policy 
• Highlights of the ADB Annual Meeting 
• Highlights of ADB’s Cooperation with Civil 

Society Organizations 
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ソブリンおよびノンソブリン a・コミットメント額（2017/2018年）
（単位：百万ドル）
項目 2017 2018
プロジェクト

ソブリン 17,407.7 18,445.5
融資 16,716.7 17,022.2
グラント b 192.7 1,423.3
保証 498.3 -

ノンソブリン 2,286.7 3,135.8
融資 c 1,999.6 2,862.0
出資 287.1 273.9

小計 19,694.4 21,581.4

技術協力
ソブリン 191.9 227.2
ノンソブリン 9.0 14.0
小計 200.9 241.2

協調融資（信託基金を含む）
ソブリン d 5,975.7 6,827.5

ADBが管理する信託基金 85.6 216.1
二国間 3,460.0 2,187.3
多国間 2,119.7 3,304.2
その他e 310.4 1,119.9

ノンソブリン 5,946.8 7,167.2
プロジェクト 2,906.9 3,173.3
技術協力 0.8 2.3
リボルビング型プログラム f 3,039.1 3,991.6

小計 11,922.5 13,994.8
合計 g 31,817.9 35,817.3
-＝ゼロ
注：小数点以下の処理により合計と一致しない場合がある。
a

b

c

d

e

f

g

年次報告2018
www.adb.org/ar2018

Keywords: キーワード：融資、コミットメント、公的融資、ソブリン、協調融資、ノンソブリン、民間セクター

ADBが資金支援を行うノンソブリン業務には、ノンソブリンの公的・民間セクター向け融資、出資、保証、貿易金融プログ
ラム、サプライチェーン金融プログラム、マイクロファイナンス・プログラム、および技術協力が含まれる。
2017年2月に回付されたADB業務報告書2017における調整に基づく値。2017年の調整済み金額は、アフガニスタン向け
コミットメント3件について、署名権限を有する担当者／機関に関する相反する政令に対する決議を受け、プロジェクト合
意が再署名されたため、計4億500万ドルが差し引かれている。
会計基準に基づき、財務諸表内で「債務証券」に分類される2億9,800万ドルを含む。
2017年2月に回付されたADB業務報告書2017における調整に基づく値。2017年調整済み金額は、パキスタン向けグラン
ト協調融資が7,500万ドルから1億5,000万ドルになったことによる増額分が含まれるが、アフガニスタン向けグラント2件
について、署名権限を有する担当者／機関に関する相反する政令に対する決議を受け、プロジェクト合意が再署名された結
果として計7,500万ドルが差し引かれている。
「その他」は、コンセッション等の民間セクター協調融資（2018年は1億2,000万ドル）のほか、各国の開発銀行など公的
協調投資に該当しないすべての公的財源（2017年は3億1,000万ドル、2018年は10億ドル）を含む。
2018年のリボルビング型プログラムによる協調融資は、貿易金融プログラムからの37億ドル（2017年は28億ドル）、サ
プライチェーン金融プログラムからの1億900万ドル（同1億1,800万ドル）、マイクロファイナンス・プログラムからの1
億3,700万ドル（同1億900万ドル）を含む。こうしたリボルビング型プログラムの大半は短期である。
合計額はリスク移転を含み、リスク移転額は、2017年5億6,600万ドル、2018年1億3,500万ドルである。リスク移転に
より借入国に対する融資総額は増加しないが、その構成が多様化する。
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機材、工事、およびコンサルティングサービス調達の概要（2018年）
プロジェクト／プログラム融資、グラント、技術協力案件にかかる機材・サービス原産国別内訳

（単位：百万ドル）

アフガニスタン
アルメニア
オーストラリア
オーストリア
アゼルバイジャン
バングラデシュ
ベルギー
ブータン
ブルネイ
カンボジア
カナダ
中国
クック諸島
デンマーク
フィジー
フィンランド
フランス
ジョージア
ドイツ
香港（中国）
インド
インドネシア
アイルランド
イタリア
日本
カザフスタン
キリバス
韓国
キルギス
ラオス
ルクセンブルク
マレーシア
モルディブ
マーシャル諸島
ミクロネシア連邦
モンゴル
ミャンマー
ナウル
ネパール
オランダ
ニュージーランド
ノルウェー
パキスタン
パラオ
パプアニューギニア
フィリピン
ポルトガル
サモア
シンガポール
ソロモン諸島
スペイン
スリランカ
スウェーデン
スイス
台湾
タジキスタン
タイ
東ティモール
トンガ
トルコ
トルクメニスタン
ツバル
英国
米国
ウズベキスタン
バヌアツ
ベトナム
域内複数国

- - - - 5.78 6.68 27.61 4.90 0.61 0.27 0.45 0.01 34.45 0.26
0.30 0.08 7.99 0.10 - - 2.55 0.45 0.35 0.15 0.56 0.02 11.74 0.09
7.01 1.82 3.78 0.05 5.92 6.84 15.99 2.84 23.56 10.46 84.06 2.31 140.32 1.06
0.52 0.14 - - - - - - 1.55 0.69 39.71 1.09 41.78 0.32
0.04 0.01 47.71 0.57 - - - - 1.33 0.59 14.75 0.41 63.83 0.48

14.63 3.81 466.66 5.59 0.85 0.99 44.04 7.82 3.09 1.37 42.80 1.18 572.06 4.32
- - - - 0.15 0.17 - - 1.51 0.67 25.21 0.69 26.87 0.20

5.63 1.46 13.09 0.16 - - 2.17 0.39 0.33 0.15 0.24 0.01 21.46 0.16
- - - - - - - - - - 3.06 0.08 3.06 0.02

5.15 1.34 43.39 0.52 1.36 1.57 6.70 1.19 0.68 0.30 0.83 0.02 58.12 0.44
0.54 0.14 0.87 0.01 0.12 0.14 - - 3.41 1.51 29.70 0.82 34.63 0.26

15.33 3.99 2,345.08 28.10 0.57 0.65 173.23 30.77 8.76 3.89 769.76 21.15 3,312.72 25.01
- - - - - - - - - - - - - -

1.67 0.43 128.01 1.53 3.41 3.94 - - 0.53 0.24 6.06 0.17 139.69 1.05
- - 8.82 0.11 0.62 0.72 7.03 1.25 0.35 0.16 16.32 0.45 33.14 0.25
- - 0.31 0.00 5.07 5.86 - - 1.53 0.68 11.73 0.32 18.64 0.14

36.19 9.42 196.29 2.35 0.05 0.06 20.62 3.66 21.79 9.67 58.86 1.62 333.81 2.52
0.27 0.07 66.00 0.79 - - - - 0.96 0.43 19.38 0.53 86.61 0.65
4.72 1.23 575.24 6.89 7.32 8.45 35.84 6.37 7.04 3.13 155.15 4.26 785.30 5.93
0.52 0.14 0.02 0.00 - - 0.80 0.14 5.16 2.29 56.68 1.56 63.18 0.48

47.42 12.34 2,006.02 24.03 2.85 3.29 96.75 17.18 17.23 7.65 93.43 2.57 2,263.69 17.09
2.74 0.71 451.93 5.41 0.53 0.61 0.51 0.09 4.45 1.98 51.35 1.41 511.51 3.86
0.70 0.18 0.31 0.00 2.00 2.31 - - 1.93 0.86 4.51 0.12 9.46 0.07

29.64 7.71 95.79 1.15 2.27 2.63 9.78 1.74 0.95 0.42 82.46 2.27 220.90 1.67
0.08 0.02 22.53 0.27 - - 5.67 1.01 12.14 5.39 299.26 8.22 339.68 2.56
- - 19.91 0.24 - - - - 2.20 0.98 65.32 1.79 87.42 0.66
- - - - 0.01 0.01 0.12 0.02 0.03 0.01 2.50 0.07 2.66 0.02

83.75 21.79 67.88 0.81 5.93 6.85 0.90 0.16 1.02 0.45 263.61 7.24 423.09 3.19
0.11 0.03 1.83 0.02 1.29 1.49 8.34 1.48 0.43 0.19 13.61 0.37 25.62 0.19
2.05 0.53 42.79 0.51 6.76 7.81 23.81 4.23 0.49 0.22 0.76 0.02 76.66 0.58
- - - - - - - - - - 0.61 0.02 0.61 0.00

15.40 4.01 4.33 0.05 - - - - 1.16 0.52 147.74 4.06 168.64 1.27
- - - - 0.01 0.01 7.96 1.41 0.08 0.04 0.00 0.00 8.05 0.06
- - - - 0.57 0.66 0.09 0.02 0.06 0.02 - - 0.71 0.01
- - - - 0.16 0.18 - - - - - - 0.16 0.00

8.98 2.34 28.53 0.34 1.04 1.20 3.69 0.66 2.32 1.03 0.02 0.00 44.57 0.34
2.60 0.68 6.28 0.08 0.99 1.14 4.10 0.73 0.70 0.31 2.11 0.06 16.78 0.13
- - - - - - - - - - 0.00 0.00 0.00 0.00

2.77 0.72 111.31 1.33 1.82 2.10 14.13 2.51 2.40 1.06 0.79 0.02 133.21 1.01
1.64 0.43 0.43 0.01 3.33 3.84 0.02 0.00 8.62 3.83 32.74 0.90 46.78 0.35
4.94 1.29 1.77 0.02 3.39 3.92 9.69 1.72 5.93 2.63 28.38 0.78 54.11 0.41
1.83 0.48 - - - - - - 0.74 0.33 14.13 0.39 16.69 0.13

10.95 2.85 362.17 4.34 - - 9.54 1.69 5.33 2.37 6.55 0.18 394.54 2.98
- - - - - - - - - - 0.00 0.00 0.00 0.00

1.10 0.29 24.79 0.30 5.47 6.32 5.63 1.00 0.10 0.05 1.63 0.04 38.74 0.29
2.11 0.55 303.81 3.64 3.61 4.16 0.39 0.07 12.34 5.48 19.19 0.53 341.44 2.58
- - - - - - - - 0.43 0.19 1.21 0.03 1.64 0.01
- - - - 0.54 0.62 0.49 0.09 0.06 0.03 0.29 0.01 1.38 0.01

0.07 0.02 0.72 0.01 2.06 2.38 - - 2.79 1.24 293.36 8.06 298.99 2.26
- - 2.85 0.03 0.62 0.72 0.22 0.04 0.07 0.03 5.12 0.14 8.88 0.07

8.23 2.14 2.35 0.03 - - 6.75 1.20 4.14 1.84 19.31 0.53 40.79 0.31
1.79 0.47 218.46 2.62 0.44 0.51 3.34 0.59 3.43 1.52 3.55 0.10 231.00 1.74
- - 61.06 0.73 0.03 0.03 - - 0.68 0.30 15.55 0.43 77.31 0.58

0.98 0.26 0.17 0.00 0.04 0.05 - - 4.04 1.79 47.91 1.32 53.14 0.40
- - 1.34 0.02 - - - - - - 77.85 2.14 79.19 0.60
- - 3.20 0.04 2.50 2.89 4.90 0.87 0.39 0.17 0.47 0.01 11.45 0.09

2.10 0.55 72.19 0.86 0.77 0.89 0.41 0.07 0.36 0.16 182.61 5.02 258.43 1.95
- - 0.14 0.00 0.08 0.09 0.17 0.03 0.42 0.19 - - 0.80 0.01
- - 0.05 0.00 - - 2.11 0.37 0.07 0.03 6.16 0.17 8.39 0.06
- - 179.08 2.15 2.49 2.88 - - 0.25 0.11 138.84 3.81 320.67 2.42
- - - - - - - - 0.03 0.01 2.91 0.08 2.94 0.02
- - - - - - - - - - - - - -

49.23 12.81 1.05 0.01 0.56 0.65 0.02 0.00 17.10 7.59 83.33 2.29 151.30 1.14
4.14 1.08 6.60 0.08 0.65 0.76 5.00 0.89 22.93 10.18 239.67 6.59 278.99 2.11
1.26 0.33 119.31 1.43 - - - - 0.95 0.42 1.35 0.04 122.88 0.93
- - 4.75 0.06 0.22 0.25 1.02 0.18 0.30 0.13 - - 6.29 0.05

4.94 1.29 217.83 2.61 1.76 2.03 0.96 0.17 3.59 1.59 53.86 1.48 282.93 2.14
0.31 0.08 - - 0.56 0.64 - - - - - - 0.87 0.01

合計 384.38 100.00 8,346.81 100.00 86.57 100.00 563.06 100.00 225.23 100.00 3,639.33 100.00 13,245.39 100.00

注：
1. 小数点以下の処理により合計と一致しない場合がある。
2. 本書で「＄」（または「ドル」）という場合には米ドルを指す。

-＝ゼロ、0.00＝0.01％未満

コンサルティングサービス
機材、工事、および
その他関連サービス コンサルティングサービス

機材、工事、および
その他関連サービス コンサルティングサービス 政策支援型融資 調達合計

機材・サービスの原産国

融資

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

グラント 技術協力

年次報告2018
www.adb.org/ar2018
キーワード：契約、契約受注
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機材、工事、およびコンサルティングサービス調達の概要（2018年）
プロジェクト／プログラム融資、グラント、技術協力案件にかかる加盟国別内訳

（単位：百万ドル）

金額
アフガニスタン
アルメニア
オーストラリア
オーストリア
アゼルバイジャン
バングラデシュ
ベルギー
ブータン
ブルネイ
カンボジア
カナダ
中国
クック諸島
デンマーク
フィジー
フィンランド
フランス
ジョージア
ドイツ
香港（中国）
インド
インドネシア
アイルランド
イタリア
日本
カザフスタン
キリバス
韓国
キルギス
ラオス
ルクセンブルク
マレーシア
モルディブ
マーシャル諸島
ミクロネシア連邦
モンゴル
ミャンマー
ナウル
ネパール
オランダ
ニュージーランド
ノルウェー
パキスタン
パラオ
パプアニューギニア
フィリピン
ポルトガル
サモア
シンガポール
ソロモン諸島
スペイン
スリランカ
スウェーデン
スイス
台湾
タジキスタン
タイ
東ティモール
トンガ
トルコ
トルクメニスタン
ツバル
英国
米国
ウズベキスタン
バヌアツ
ベトナム
域内複数国

- - - - 5.95 6.88 27.61 4.90 0.61 0.27 - - 34.17 0.26
0.30 0.08 7.99 0.10 - - 2.55 0.45 0.35 0.15 50.00 1.37 61.18 0.46
7.20 1.87 3.75 0.04 6.04 6.98 15.99 2.84 23.56 10.46 - - 56.54 0.43
0.52 0.14 - - - - - - 1.55 0.69 - - 2.07 0.02
0.04 0.01 112.47 1.35 - - - - 1.33 0.59 425.00 11.68 538.85 4.07

15.13 3.94 660.54 7.91 0.68 0.79 44.04 7.82 3.09 1.37 40.84 1.12 764.31 5.77
- - - - 0.15 0.17 - - 1.51 0.67 - - 1.66 0.01

5.63 1.46 3.45 0.04 - - 2.17 0.39 0.33 0.15 - - 11.58 0.09
- - - - - - - - - - - - - -

5.15 1.34 42.53 0.51 1.36 1.57 6.70 1.19 0.68 0.30 3.25 0.09 59.67 0.45
1.13 0.29 - - 0.12 0.14 - - 3.41 1.51 - - 4.66 0.04

15.05 3.92 2,343.79 28.08 0.57 0.65 173.04 30.73 8.76 3.89 - - 2,541.21 19.19
- - - - - - - - - - - - - -

1.67 0.43 127.93 1.53 3.41 3.94 0.52 0.09 0.53 0.24 - - 134.07 1.01
- - 8.82 0.11 0.62 0.72 7.03 1.25 0.35 0.16 15.00 0.41 31.82 0.24
- - - - 5.07 5.86 - - 1.53 0.68 - - 6.61 0.05

36.19 9.42 40.79 0.49 0.05 0.06 20.62 3.66 21.79 9.67 - - 119.45 0.90
0.27 0.07 1.23 0.01 - - - - 0.96 0.43 - - 2.46 0.02
3.81 0.99 567.94 6.80 7.32 8.45 - - 7.04 3.13 - - 586.11 4.43
0.52 0.14 - - - - - - 5.16 2.29 - - 5.69 0.04

47.42 12.34 1,966.89 23.56 2.85 3.29 96.75 17.18 17.23 7.65 257.50 7.08 2,388.64 18.03
3.80 0.99 464.94 5.57 1.07 1.24 0.51 0.09 4.45 1.98 1,400.00 38.47 1,874.77 14.15
0.70 0.18 - - 2.00 2.31 - - 1.93 0.86 - - 4.63 0.03

29.64 7.71 94.20 1.13 2.27 2.63 9.78 1.74 0.95 0.42 - - 136.86 1.03
0.08 0.02 16.80 0.20 0.96 1.11 5.47 0.97 12.14 5.39 - - 35.44 0.27
- - 19.91 0.24 - - - - 2.20 0.98 - - 22.11 0.17

Kiribati - - - - 0.01 0.01 0.12 0.02 0.03 0.01 2.50 0.07 2.66 0.02
92.32 24.02 69.93 0.84 5.93 6.85 0.90 0.16 1.02 0.45 - - 170.11 1.28
0.01 0.00 1.83 0.02 1.32 1.52 8.34 1.48 0.43 0.19 7.00 0.19 18.93 0.14
0.99 0.26 41.10 0.49 2.81 3.25 18.44 3.28 0.49 0.22 34.37 0.94 98.19 0.74
- - - - - - - - - - - - - -

15.40 4.01 1.58 0.02 - - - - 1.16 0.52 - - 18.14 0.14
- - - - 0.01 0.01 7.96 1.41 0.08 0.04 - - 8.05 0.06
- - - - 0.57 0.66 0.09 0.02 0.06 0.02 - - 0.71 0.01
- - - - 0.16 0.18 - - - - - - 0.16 0.00

4.02 1.04 32.30 0.39 1.36 1.57 3.88 0.69 2.32 1.03 150.00 4.12 193.88 1.46
1.51 0.39 6.42 0.08 0.99 1.14 4.26 0.76 0.70 0.31 - - 13.87 0.10
- - - - - - - - - - - - - -

2.77 0.72 123.67 1.48 1.26 1.45 14.13 2.51 2.40 1.06 - - 144.22 1.09
2.23 0.58 0.03 0.00 3.33 3.84 0.02 0.00 8.62 3.83 - - 14.22 0.11
4.94 1.29 1.77 0.02 4.84 5.59 10.21 1.81 5.93 2.63 - - 27.70 0.21
1.83 0.48 - - - - - - 0.74 0.33 - - 2.56 0.02

10.42 2.71 340.85 4.08 - - 45.19 8.03 5.33 2.37 - - 401.80 3.03
- - - - - - - - - - - - - -

1.10 0.29 54.20 0.65 5.43 6.27 5.63 1.00 0.10 0.05 100.00 2.75 166.47 1.26
1.48 0.38 303.81 3.64 4.59 5.30 0.31 0.05 12.34 5.48 600.00 16.49 922.51 6.96
- - - - - - - - 0.43 0.19 - - 0.43 0.00
- - - - 0.54 0.62 - - 0.06 0.03 - - 0.60 0.00

0.43 0.11 7.37 0.09 2.06 2.38 - - 2.79 1.24 - - 12.65 0.10
- - 2.85 0.03 0.62 0.72 0.22 0.04 0.07 0.03 5.00 0.14 8.77 0.07

8.23 2.14 1.89 0.02 - - 6.75 1.20 4.14 1.84 - - 21.01 0.16
1.11 0.29 218.83 2.62 0.44 0.51 3.34 0.59 3.43 1.52 125.00 3.43 352.15 2.66
- - 60.38 0.72 0.03 0.03 - - 0.68 0.30 - - 61.08 0.46

0.98 0.26 - - 0.04 0.05 - - 4.04 1.79 - - 5.06 0.04
- - - - - - - - - - - - - -
- - 3.20 0.04 2.16 2.49 5.69 1.01 0.39 0.17 - - 11.43 0.09

0.06 0.02 72.13 0.86 0.80 0.93 - - 0.36 0.16 - - 73.35 0.55
- - 0.14 0.00 0.13 0.15 0.17 0.03 0.42 0.19 - - 0.86 0.01
- - 0.05 0.00 - - 1.59 0.28 0.07 0.03 6.00 0.16 7.71 0.06
- - 178.31 2.14 2.49 2.88 - - 0.25 0.11 - - 181.06 1.37
- - - - - - - - 0.03 0.01 - - 0.03 0.00
- - - - - - - - - - - - - -

48.95 12.73 0.06 0.00 1.15 1.33 0.51 0.09 17.10 7.59 - - 67.77 0.51
5.51 1.43 1.63 0.02 0.60 0.69 4.94 0.88 22.93 10.18 - - 35.62 0.27
1.16 0.30 119.31 1.43 - - - - 0.95 0.42 300.00 8.24 421.42 3.18
- - 0.66 0.01 0.14 0.16 1.02 0.18 0.30 0.13 - - 2.12 0.02

4.35 1.13 218.55 2.62 1.72 1.99 6.58 1.17 3.59 1.59 117.88 3.24 352.66 2.66
0.31 0.08 - - 0.56 0.64 - - - - - - 0.87 0.01

合計 384.38 100.00 8,346.81 100.00 86.57 100.00 563.06 100.00 225.23 100.00 3,639.33 100.00 13,245.39 100.00
-＝ゼロ、0.00＝0.01％未満
注：
1. 小数点以下の処理により合計と一致しない場合がある。
2. I本書で「＄」（または「ドル」）という場合には米ドルを指す。

調達合計

グラント

金額

コンサルティングサービス

構成比 金額 構成比

機材、工事、および
その他関連サービス

構成比

政策支援型融資
およびグラント

金額 構成比

コンサルティングサービス

技術協力

金額 構成比加盟国

融資

金額 構成比

コンサルティングサービス

金額 構成比

機材、工事、および
その他関連サービス
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総務会
（2018年12月31日現在）

加盟国 総務 総務代理
アフガニスタン
アルメニア
オーストラリア
オーストリア
アゼルバイジャン
バングラデシュ
ベルギー
ブータン
ブルネイ
カンボジア
カナダ
中国
クック諸島
デンマーク
フィジー
フィンランド
フランス
ジョージア
ドイツ
香港（中国）
インド
インドネシア
アイルランド
イタリア
日本
カザフスタン
キリバス
韓国

Mohammad Humayon Qayoumi 1

Atom Janjughazyan 3

Josh Frydenbert 4

Hartwig Löger 6

Samir Sharifov
Abul Maal A. Muhith
Johan Van Overtveldt
Namgay Tshering 9

Dato Amin Liew Abdullah 10

Aun Pornmoniroth
Chrystia Freeland
Liu Kun 12

Mark Brown
Morten Jespersen
Aiyaz Sayed-Khaiyum
Elina Kalkku
Bruno Le Maire
Ivane Matchavariani 14

Norbert Barthle 16

Paul Chan Mo-po
Arun Jaitley
Sri Mulyani Indrawati
Paschal Donohoe
Ignazio Visco
麻生 太郎
Timur Suleimenov
Teuea Toatu
Hong Nam-Ki 18

Zahid Hamdard 2

Armen Hayrapetyan
Stuart Robert MP 5

Christoph Pesau 7

Shahin Mustafayev
Monowar Ahmed 8

Alexander De Croo
Nim Dorji
Ahmaddin Abdul Rahman
Vongsey Vissoth
Rick Stewart 11

Zou Jiayi 13

Garth Henderson
Jan Top Christensen
Ariff Ali
Satu Santala
Odile Renaud-Basso
Giorgi Kobulia 15

Marianne Kothe
James Lau 17

Subhash Chandra Garg
Bambang P.S. Brodjonegoro
Paul Ryan
Gelsomina Vigliotti
黒田 東彦
Ruslan Bekatayev
Saitofi Mika
Juyeol Lee

1 8月にEklil Hamad Hakimiの後任として就任。
2 12月にMohammad Khalid Payendaの後任として就任。
3 6月にVache Gabrielyanの後任として就任。
4 8月にScott Morrison MPの後任として就任。
5 8月にKelly O’Dwyer MPの後任として就任。
6 1月にJohann Georg Schellingの後任として就任。
7 6月にElisabeth Gruberの後任として就任。
8 10月にKazi Shofiqul Azamの後任として就任。
9 11月にLyonpo Namgay Dorjiの後任として就任。
10 3月にPehin Dato Abdul Rahman Ibrahimの後任として就任。
11 10月にRob Stewartの後任として就任。
12 3月にXiao Jieの後任として就任。
13 6月にShi Yaobinの後任として就任。
14 7月にNikoloz Gaguaの後任として就任。Nikoloz Gaguaは6月にMamuka Bakhtadzeの後任として就任していた。
15 7月にDimitry Kumsishviliの後任として就任。
16 4月にHans-Joachim Fuchtelの後任として就任。
17 4月にNorman Chanの後任として就任。
18 12月にDong Yeon Kimの後任として就任。

年次報告2018
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続き

加盟国 総務 総務代理
キルギス
ラオス
ルクセンブルク
マレーシア

モルディブ
マーシャル諸島
ミクロネシア連邦
モンゴル
ミャンマー
ナウル
ネパール
オランダ
ニュージーランド
ノルウェー
パキスタン
パラオ
パプアニューギニア
フィリピン
ポルトガル
サモア
シンガポール
ソロモン諸島
スペイン
スリランカ
スウェーデン
スイス
台湾
タジキスタン
タイ
東ティモール

Baktygul Jeenbaeva 19

Somdy Douangdy
Pierre Gramegna
YB Tuan Lim Guan Eng 21

Ahmed Munawar
Brenson S. Wase
Sihna N. Lawrence
Khurelbaatar Chimed
Soe Win 23

David Adeang MP
Yuba Raj Khatiwada 24

S.A.M. (Sigrid) Kaag
Grant Robertson
Jens Frølich Holte 27

Asad Umar 29

Elbuchel Sadang
Charles Abel
Carlos G. Dominguez III
Mário Centeno
Sili Sâlâ Epa Tuioti
Heng Swee Keat
Manasseh Damukana Sogavare
Nadia Calviño 32

Mangala Samaraweera
空席 35

Raymund Furrer
Jain-Rong Su 37

Davlatali S. Said
Apisak Tantivorawong
Santina J.R.F. Viegas-Cardoso

Oleg Pankratov 20

Vathana Dalaloy
Arsène Jacoby
YBhg. Datuk Ahmad
 Badri Mohd Zahir 22

Abdulla Ali
Maybelline A. Bing
Lorin Robert
Nadmid Bayartsaikhan
Tun Tun Naing
Martin Hunt
Rajan Khanal 25

R.M. (Reina) Buijs 26

Gabriel Makhlouf
Bjorn Brede Hansen 28

Noor Ahmed 30

Casmir Remengesau
Dairi Vele
Nestor A. Espenilla, Jr.
Eurico Brilhante Dias
Lavea Tupa’imatuna lulai Lavea
Tan Ching Yee
Mckinnie Dentana 31

Ana de la Cueva 33

K.D.S. Ruwanchandra 34

Magnus Lennartsson
Franziska Freiburghaus 36

Nan-Kuang Chen 38

Nematullo Khikmatullozoda 
Prasong Poontaneat 39

Helder Lope

19 12月にAdylbek Aleshovich Kasymalievの後任として就任。
20 4月にArtem Novikovの後任として就任。
21 5月にDato’ Sri Mohd Najib Bin Tun Haji Abdul Razakの後任として就任。
22 9月にYBhg. Datuk Seri Dr. Ismail Hj Bakarの後任として就任。YBhg Datuk Seri Dr. Ismail Hj Bakarは6月にTan Sri Dr. 

Mohd Irwan Serigar bin Abdullahの後任として就任していた。
23 7月にKyaw Winの後任として就任。
24 2月にGyanendra Bahadur Karkiの後任として就任。
25 4月にShankar Prasad Adhikariの後任として就任。
26 6月にA.C.C. (Christiaan) Rebergenの後任として就任。
27 2月にMarianne Hagenの後任として就任。
28 5月にAlsak Brunの後任として就任。
29 9月にMiftah Ismailの後任として就任。Miftah Ismailは1月にMohammad Ishaq Darの後任として就任していた。
30 11月にSyed Ghazanfar Abbas Jilaniの後任として就任。Syed Ghazanfar Abbas Jilaniは3月にArif Ahmed Khanの後任

として就任していた。
31 12月にHarry Degruit Kumaの後任として就任。
32 6月にRoman Escolano Olivaresの後任として就任。Roman E. Olivaresは3月にLuis de Guindos Juradoの後任として就

任していた。
33 6月にIrene Garridoの後任として就任。
34 1月にM I M Rafeekの後任として就任。
35 7月までUlrika Modeerが総務を務めた。
36 8月にDenise Lüthi Crisanの後任として就任。
37 9月にYu-Jer Sheuの後任として就任。
38 3月にTzung-Ta Yenの後任として就任。
39 5月にSomchai Sujjapongseの後任として就任。
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続き

加盟国 総務 総務代理
トンガ
トルコ
トルクメニスタン
ツバル
英国
米国
ウズベキスタン
バヌアツ
ベトナム

Pohiva Tu’i’onetoa
Bülent Aksu 40

Merdan Annadurdyyev
Maatia Toafa
Penny Mordaunt MP
Steven T. Mnuchin 43

Sukhrob R. Kholmuradov
Gaetan Pikioune
Le Minh Hung

Pilimilose Balwyn Fa’otusia
Kemal Cağatay Imirgi 41

Serdar Gubandurdyyev 42

Talavai Iona
Lord Bates
空席
Azim I. Akhmedkhadjaev
Letlet August
Nguyen Thi Hong

40 9月にOsman Celikの後任として就任。
41 9月にRaci Kayaの後任として就任。
42 2月にMuhammetgeldi Atayevの後任として就任。
43 3月にHeath Tarbert（臨時総務）の後任として就任。Heath Tarbertは3月にAndrew Baukolの後任として就任していた。
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理事会および代表する加盟国
（2018年1-12月）

理事 理事代理 代表する加盟国
Kshatrapati Shivaji Mahbub Ahmed アフガニスタン、バングラデシュ、ブータン、

インド、ラオス、タジキスタン、
トルクメニスタン

Syurkani Ishak Kasim Mario Di Maio アルメニア、クック諸島、フィジー、
インドネシア、キルギス、ニュージーランド、
サモア、トンガ

Mathew Fox
（2018年7月1日付で
　Anthony Kenneth
　McDonaldに交代）

Scott Dawson オーストラリア、アゼルバイジャン、
カンボジア、ジョージア、香港（中国）、
キリバス、ミクロネシア連邦、ナウル、
パラオ、ソロモン諸島、ツバル

Helmut Fisher Philip Rose オーストリア、ドイツ、ルクセンブルク、
トルコ、英国

Pierre-Emmanuel Beluche Johannes Schneider
（2018年8月4日付でEnrique 
　Martínez Galánに交代）

ベルギー、フランス、イタリア、ポルトガル、
スペイン、スイス

Anuar bin Ariffin Som Lal Subedi
（2018年7月19日付でRam 
　Saran Pudasainiに交代）

ブルネイ、マレーシア、ミャンマー、
ネパール、シンガポール、タイ

Kris Panday
（2018年4月16日付）

Joar Strand
（2018年9月1日付でLeena 
　Viljanenに交代）

カナダ、デンマーク、フィンランド、
アイルランド、オランダ、ノルウェー、
スウェーデン

Zhijun Cheng Wenxing Pan
（2018年2月7日付でJin 
　Luに交代）

中国

栗原　毅 田部　真史 日本

Muhammad Sami Saeed
（2018年4月1日付でShahid 
　Mahmoodに交代）

Paul Dominguez カザフスタン、モルディブ、マーシャル諸島、
モンゴル、パキスタン、フィリピン、
東ティモール

In-chang Song Bobur Khodjaev 韓国、パプアニューギニア、スリランカ、
台湾、ウズベキスタン、バヌアツ、ベトナム

Swati Dandekar
（2017年7月2日以降空席）

Michael Strauss
（2018年8月1日付でJason 
　Chungに交代）

米国

年次報告2018
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加盟国別経営陣および職員数
（2018年12月31日現在）

国際職員
および
理事会職員 現地職員／事務職員加盟国 経営陣 a 合計

域内
アフガニスタン
アルメニア
オーストラリア
アゼルバイジャン
バングラデシュ
ブータン
ブルネイ
カンボジア
中国
クック諸島
フィジー
ジョージア
香港（中国）
インド
インドネシア
日本
カザフスタン
キリバス
韓国
キルギス
ラオス
マレーシア
モルディブ
マーシャル諸島
ミクロネシア連邦
モンゴル
ミャンマー
ナウル
ネパール
ニュージーランド
パキスタン
パラオ
パプアニューギニア
フィリピン
サモア
シンガポール
ソロモン諸島
スリランカ
台湾
タジキスタン
タイ
東ティモール
トンガ
トルクメニスタン
ツバル
ウズベキスタン
バヌアツ
ベトナム

0 1 25 26
0 5 9 14
1 71 9 81
0 2 9 11
0 7 50 57
0 3 4 7
0 1 0 1
0 0 29 29
1 66 61 128
0 1 0 1
0 1 17 18
0 3 14 17
0 11 0 11
1 90 70 161
1 30 31 62
1 156 3 160
0 10 13 23
0 0 0 0
0 71 1 72
0 10 14 24
0 2 22 24
0 18 0 18
0 0 0 0
0 0 0 0
0 1 0 1
0 3 25 28
0 2 7 9
0 0 0 0
0 17 39 56
0 24 0 24
0 38 47 85
0 0 0 0
0 0 15 15
0 45 1,469 1,514
0 1 1 2
0 13 1 14
0 0 1 1
0 11 33 44
0 6 0 6
0 3 15 18
0 9 12 21
0 0 8 8
0 3 1 4
0 0 4 4
0 0 0 0
0 12 18 30
0 1 1 2
0 11 51 62

小計 5 759 2,129 2,893

年次報告2018
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キーワード：加盟国
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加盟国別経営陣および職員数
（2018年12月31日現在）

国際職員
および
理事会職員 現地職員／事務職員加盟国 経営陣 a 合計

域内
アフガニスタン
アルメニア
オーストラリア
アゼルバイジャン
バングラデシュ
ブータン
ブルネイ
カンボジア
中国
クック諸島
フィジー
ジョージア
香港（中国）
インド
インドネシア
日本
カザフスタン
キリバス
韓国
キルギス
ラオス
マレーシア
モルディブ
マーシャル諸島
ミクロネシア連邦
モンゴル
ミャンマー
ナウル
ネパール
ニュージーランド
パキスタン
パラオ
パプアニューギニア
フィリピン
サモア
シンガポール
ソロモン諸島
スリランカ
台湾
タジキスタン
タイ
東ティモール
トンガ
トルクメニスタン
ツバル
ウズベキスタン
バヌアツ
ベトナム

0 1 25 26
0 5 9 14
1 71 9 81
0 2 9 11
0 7 50 57
0 3 4 7
0 1 0 1
0 0 29 29
1 66 61 128
0 1 0 1
0 1 17 18
0 3 14 17
0 11 0 11
1 90 70 161
1 30 31 62
1 156 3 160
0 10 13 23
0 0 0 0
0 71 1 72
0 10 14 24
0 2 22 24
0 18 0 18
0 0 0 0
0 0 0 0
0 1 0 1
0 3 25 28
0 2 7 9
0 0 0 0
0 17 39 56
0 24 0 24
0 38 47 85
0 0 0 0
0 0 15 15
0 45 1,469 1,514
0 1 1 2
0 13 1 14
0 0 1 1
0 11 33 44
0 6 0 6
0 3 15 18
0 9 12 21
0 0 8 8
0 3 1 4
0 0 4 4
0 0 0 0
0 12 18 30
0 1 1 2
0 11 51 62

小計 5 759 2,129 2,893

年次報告2018
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キーワード：加盟国

続き

域外
オーストリア
ベルギー 
カナダ 
デンマーク 
フィンランド
フランス 
ドイツ 
アイルランド
イタリア 
ルクセンブルク
オランダ 
ノルウェー 
ポルトガル
スペイン 
スウェーデン
スイス 
トルコ 
英国 
米国 

0 9 0 9
0 7 0 7
0 51 0 51
0 4 0 4
0 5 0 5
0 42 1 43
0 44 1 45
0 7 0 7
0 28 0 28
0 1 0 1
1 19 0 20
0 0 0 0
0 9 0 9
0 24 0 24
0 4 0 4
0 9 0 9
0 6 0 6
0 71 0 71
1 143 1 145

小計 2 483 3 488
合計 7 1,242 2,132 3,381

注：a 理事会職員は理事補にあたる。

国際職員
および
理事会職員 現地職員／事務職員加盟国 経営陣 a 合計
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現地事務所の定員数（2018年12月31日現在）

国際職員 現地職員 事務職員 合計

I．業務1地域
南アジア

バングラデシュ
ブータン
インド
ネパール
スリランカ

10 26 31 67
2 3 4 9

17 47 38 102
6 19 20 45
5 17 17 39

中央・西アジア
アフガニスタン
アルメニア
アゼルバイジャン
ジョージア
カザフスタン
キルギス
パキスタン
タジキスタン
トルクメニスタン
ウズベキスタン

7 13 15 35
3 5 5 13
3 6 5 14
6 7 7 20
4 8 5 17
2 7 10 19
9 24 23 56
2 6 11 19
1 3 1 5
3 10 11 24

II．業務2地域
東アジア

中国
モンゴル

16 35 33 84
4 11 12 27

東南アジア
カンボジア
インドネシア
ラオス
ミャンマー
フィリピン
タイ
ベトナム

6 14 14 34
17 15 15 47
6 12 12 30

10 5 5 20
6 7 3 16

13 7 8 28
15 25 24 64

太平洋
太平洋連絡調整事務所（オーストラリア・シドニー）
太平洋地域事務所（フィジー・スヴァ）
パプアニューギニア
東ティモール
太平洋支所

5 6 7 18
7 8 11 26
6 7 9 22
3 4 3 10

a 1 11 5 17
小計 195 368 364 927

代表事務所
欧州
日本
北米

2 1 2 5
2 1 2 5
2 1 2 5

小計 6 3 6 15
本部 973 539 970 2,482
合計 1,174 910 1,340 3,424

国

注：定員には本部からの派遣ポストが含まれるが理事会や経営陣メンバー、およびヤングプロフェッショナルは除く。

a  試験的に開設された、サモア、ソロモン諸島、トンガ、バヌアツの4か所の派遣事務所からなる。それらの事務所は現地支所となる予定。2019年にはクック諸島、
  ミクロネシア連邦、キリバス、マーシャル諸島、ナウル、パラオ、およびツバルの7カ所に支所を新設予定。

年次報告2018
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キーワード：現地事務所、職員配置



アジア・太平洋地域が発展と変貌を遂げるなか、
ADBも同様でなくてはなりません。新戦略「ストラ
テジー2030」により、今後の課題と機会に立ち向
かうアジア・太平洋の国々へのADBの支援態勢が
整ったと言えるでしょう。
ADB総裁 中尾 武彦

アジア開発銀行
年次報告 2018
豊かでインクルーシブ、強靭で持続可能な
アジア・太平洋地域の実現に向けて協力

本報告書の原文（英語）は下記URLにてご覧いただけます。
www.adb.org/ar2018/digital（パソコン及びモバイルデバイス対応）

2 総裁メッセージ
4 理事会
6 財務実績（ハイライト）

第1章 | ストラテジー2030
10   豊かでインクルーシブ、強靭で持続可能な

アジア・太平洋地域の実現に向けて協力

第2章 | 地域別概況
20 中央・西アジア
24 東アジア
28 太平洋
32 南アジア
36 東南アジア

第3章 | 民間セクター開発
40  民間セクター業務および官民連携の推進

第4章 |  組織の効果向上
48  ADBの強化、改善、迅速化を通じた取り組み

56 付属資料
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豊か インクルーシブ 強靭 持続可能

ADBの新戦略
アジア・太平洋地域は過去50年間、貧困削減と経済成長で飛躍的な進歩を遂げましたが、開発課題がすべて解決したわけではありません。
ADBが地域の変化するニーズに対応し、極度の貧困を撲滅する上での取り組み継続の方向性を定めたものが「ストラテジー2030」です。

アジア・太平洋地域のビジョン

更に次の業務分野に注力します

今なお残る貧困への
対応と不平等の是正

ジェンダーの
平等の推進

気候変動への対応、
気候・災害への耐性
の強化、環境の持続
可能性の向上

より暮らしやすい
都市づくり

地域協力・統合の
推進

農村開発と食料
安全保障の促進

ガバナンスと
組織・制度面での
能力強化

ビジョン実現のための取り組み

民間セクター業務の拡大

開発財源の触媒機能と
資金の呼び込み

ナレッジ・サービスの強化

ストラテジー2030

ナレッジ パートナーシップ投融資
革新的技術の
利用促進

総合的な
ソリューションの

提供

各国の状況に即した
アプローチの活用

小島嶼
開発途上国

低所得国・
低中所得国

高位中所得国脆弱もしくは紛
争の影響を受
けている国

状況に応じた異なるアプローチにより、クライアントの多様なニーズに対応、そのためにADBが提供するのは、 ADBの三つの中核的原則とは、

 年次報告2018は再生紙と植物油インクを使用しています。
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